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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２２年９月分）について

平成22年 9月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２２年１１月５日

（照会先）

品質管理部長 伊藤 誠一

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２２年９月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、９月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた218件のうち、公表可能な174

件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の２１８件を対象とし

ています。

１ 事務処理区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 （0.9%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 74件（34.0%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45件（20.6%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21件 （9.6%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 11件 （5.0%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ 12件 （5.5%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25件（11.5%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8件 （3.7%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7件 （3.2%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13件 （6.0%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、通常の業務処理の流れの中での誤りには該当しな

いもの〕

合計 218件（100.0%）



- 3 -

２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38件 （17.4%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11件 (5.0%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25件 （11.5%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31件 （14.3%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 102件 （46.8%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他 ・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ 11件 （5.0%）

合計 218件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

0 9 10 6 1 7 2 2 1 0 38

(0) (2) (2) (2) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (7)

厚生年金

徴収関係

0 5 3 1 0 0 0 1 0 1 11

(0) (2) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3)

国民年金

適用関係

0 7 7 4 2 1 2 1 1 0 25

(0) (2) (1) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (5)

国民年金

徴収関係

0 15 5 1 6 1 1 1 0 1 31

(0) (1) (1) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (4)

年金給付

関係

2 38 20 9 2 3 20 3 5 0 102

(0) (6) (7) (3) (0) (1) (2) (0) (4) (0) (23)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 11

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (2)

計
2 74 45 21 11 12 25 8 7 13 218

(0) (13) (12) (6) (0) (1) (4) (1) (5) (2) (44)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 159件（72.9%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 18件 （8.3%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 28件 (12.8%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13件 （6.0%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 218件（100.0%）

（２）原因別･事務処理区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理区分別内訳一覧表

受付時
の書類
管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅
延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信

説明誤り
受理後
の書類
管理誤り

記録訂
正誤り

事故等 計

確認不足
1 66 17 21 11 11 17 8 7 0 159

(0) (12) (6) (6) (0) (1) (4) (1) (5) (0) (35)

適用・認識誤り
1 6 2 0 0 1 8 0 0 0 18

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

届書等の放置
0 2 26 0 0 0 0 0 0 0 28

(0) (1) (5) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (6)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 13

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (2)

計
2 74 45 21 11 12 25 8 7 13 218

(0) (13) (12) (6) (0) (1) (4) (1) (5) (2) (44)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係

その他 計

確認不足
31 8 21 24 75 0 0 159

(5) (3) (5) (3) (19) (0) (0) (35)

適用・認識誤り
3 0 0 1 14 0 0 18

(1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

届書等の放置
4 2 4 5 13 0 0 28

(1) (0) (0) (1) (4) (0) (0) (6)

その他
0 1 0 1 0 0 11 13

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (2)

計
38 11 25 31 102 0 11 218

(7) (3) (5) (4) (23) (0) (2) (44)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
17 3 13 11 39 0 11 94

(2) (1) (2) (1) (5) (0) (2) (13)

１万円未満
1 2 4 7 3 0 0 17

(0) (1) (2) (0) (1) (0) (0) (4)

１万円以上

５万円未満

5 0 0 4 8 0 0 17

(1) (0) (0) (1) (3) (0) (0) (5)

５万円以上

１０万円未満

3 1 1 1 6 0 0 12

(1) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (2)

１０万円以上

５０万円未満

8 3 6 6 22 0 0 45

(1) (0) (0) (2) (8) (0) (0) (11)

５０万円以上

１００万円未満

0 0 1 0 10 0 0 11

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１００万円以上

５００万円未満

3 2 0 2 11 0 0 18

(1) (1) (0) (0) (4) (0) (0) (6)

５００万円以上
1 0 0 0 3 0 0 4

(1) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (3)

計
38 11 25 31 102 0 11 218

(7) (3) (5) (4) (23) (0) (2) (44)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の調査中のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 29 32,099,638 1,106,884

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 36 47,060,456 1,307,235

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 19 5,275,610 277,664

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 33 11,595,272 351,372

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 4 6,141,740 1,535,435

その他 3 494,778 164,926

計 124 102,667,494 827,964

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

過払いと誤還付がある件 1件 5,366円

過払いと過徴収がある件 1件 112,312円

未払いと誤還付がある件 1件 377,100円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 67件 （30.7%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 141件 (64.7%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 10件 （4.6%）

合計 218件（100.0％）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

・該当する事故等はありませんでした。



（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成22年9月分の事務処理誤り等一覧（１～45ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～３１

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９Ｐ 整理番号 ３２～３９

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１２Ｐ 整理番号 ４０～５９

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１８Ｐ 整理番号 ６０～８６

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５Ｐ 整理番号 ８７～１６５

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４Ｐ 整理番号 １６６～１７４



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

2010年7月5日1

高齢任意
被保険者
にかかる
賞与支払
届処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

奈良 奈良 2007年6月～
2009年12月3日

○高齢任意被保険者にかかる処理に誤りが
ないかどうかについて、高齢任意被保険者
の記録を確認しましたところ、賞与支払届処
理誤りが３件判明しました。
①高齢任意加入しているＡ事業所およびＢ事
業所の賞与支払届にかかる標準賞与額の決
定漏れ及び被保険者様に対する厚生年金保
険料の徴収漏れが判明しました。
②高齢任意加入しているC事業所の標準賞
与額の決定漏れ及び事業所に対する厚生年
金保険料の徴収漏れが判明しました。

○賞与支払届の入力処理を担当者が行った
際、高齢任意被保険者の分が含まれている
場合には、手作業により健康保険及び厚生
年金記録を入力すべきところ、健康保険分の
み決定し、厚生年金分については決定され
ていませんでした。
○高齢任意被保険者の賞与支払届の確認
方法について徹底されていなかったことによ
り、高齢任意被保険者の担当者にその情報
が伝わらず、手作業による入力を漏らしてし
まったことによるものです。

3事業
所3名
未徴収 255,132

○厚生年金適用調査課長がA事業所
に電話連絡を行い、被保険者様に対
し、お詫びのうえ、経過説明を行い、了
承を得ました。
○厚生年金適用調査課長がＢ事業所
に電話連絡を行い、被保険者様に対
し、お詫びのうえ、経過説明を行い、了
承を得ました。
○厚生年金適用調査課長がＣ事業所
に電話連絡を行い、お詫びのうえ、経
過説明を行い、了承を得ました。
○記録入力と保険料への反映につい
て処理を行いました。

○高齢任意加入者の定期的な報酬確
認、特に賞与支払月における確認を
徹底するとともに、事業所へ対しても
確認を行うこととしました。

内部

2

平成２１年
度算定基
礎届の事
務処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

京都 下京 2009年7月23日 2010年7月12日

○平成２２年度算定基礎届の提出に合わ
せ、点検調査を行いましたところ、被保険者
様の標準報酬月額が従前の額と大きく乖離
していたため、事業主様及び平成２１年度の
算定基礎届を確認しましたところ、標準報酬
月額の記載誤りが判明しました。

○平成21年度算定基礎届により標準報酬月
額を決定するにあたり、事業所からの届書
は、４月～６月の報酬額がいずれも３０万円
で記入されていました。
○ところが、合計額を当事務所（事務セン
ター）にて記入しましたが、本来９０万円で記
入すべきところ、誤って３０万円と記入したた
め、平均額も誤って１０万円と記入してしまっ
たことによるものです。

1名 未徴収 494,495

○担当者が事業主様に電話をし、お
詫びのうえ、報酬訂正による遡及保険
料が発生することを説明し、月額変更
届の提出をお願いしました。月額変更
届、返信用封筒、お詫びの手紙を送付
しました。
○遡及保険料の請求については分割
を依頼されましたが、システム上一括
になることを説明し、了承を得ました。
○納付書を送付しました。

○朝礼において、事象の説明を行い、
処理チェックを必ず複数名で行うよう
指示しました。

内部

被保険者
賞与支払
届登録誤

○彦根年金事務所管内の事業所の被保険
者賞与支払届にかかる審査・登録誤りが判
明しました。

○支給額欄と賞与額欄が不一致のため事業
所にどちらの金額が正しいか確認すべきとこ
ろを充分確認しないまま処理し、誤っている

○大津年金事務所につきましては、事
業所に電話連絡し、お詫びのうえ説明
をしました。また、保険料につきまして

○入力前の審査の徹底及び入力後の
点検の徹底を申し合わせました。

3

届登録誤
り等につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

滋賀
事務
センター

2008年7月4日
2008年7月22日
2008年7月29日

2010年5月24日

明しました。
○他にも同様の誤りの可能性があると思わ
れたので、再点検を実施しましたところ、県下
３事務所において賞与支払届にかかる審査・
登録誤りが判明しました。

ろを充分確認しないまま処理し、誤っている
賞与額欄の金額を登録してしまいました。
○支給額欄が記載されているにもかかわら
ず、賞与額欄が記載されていなかったため、
また、賞与額欄が記載されているにもかかわ
らず、支給額欄が記載されていなかったた
め、本来支給の事実の確認をすべきところを
確認せず、そのまま空欄にしておいたため登
録処理が漏れてしまいました。
○届書に退職日が記載され、退職前に支給
されている賞与のため入力処理をしなけれ
ばいけないところを、そのまま退職者というこ
とで登録処理しませんでした。
○届書に育児休業中と記載され、育児休業
期間中に支給された賞与のため入力処理を
しなければいけないところを、そのまま育児
休業者ということで登録処理しませんでした。
○上記の原因は、審査時の確認不足による

28事
業所
33件
未徴収 280,186

をしました。また、保険料につきまして
は、次月分で調整させていただくことを
説明し、了承を得ました。
○草津年金事務所につきましては、事
業所に訪問・電話連絡により説明及び
お詫びをしました。また、訂正届の提
出・処理を行い、差額保険料につきま
しては、次月分保険料で調整させてい
ただくことを説明し、了承を得ました。
○彦根年金事務所につきましては、事
業所に訪問・電話連絡により説明及び
お詫びをしました。差額保険料につき
ましては、次月分保険料で調整させて
いただくことを説明し、了承を得まし
た。

内部

4

育児休業
等取得者
申出書の
入力誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

沖縄 コザ 2009年10月16日 2010年8月27日

○事業所の事務担当者様から、「育児休業
等取得者確認通知書の育児休業等終了予
定年月日が違う」とのお問合わせがありまし
た。
○確認しましたところ、育児休業等終了予定
年月日欄が誤って記載し、そのまま入力処
理されていることが判明しました。

○育児休業等終了予定年月日欄に平成２１
年９月３０日と記載するべきところを平成２２
年９月３０日と記載し、そのまま入力処理され
ていました。
○また、その後の審査でも発見できませんで
した。

1事
業所
未徴収 418,183

○適正な入力処理を行い、担当者が
事業所事務担当者様へ電話し、お詫
びのうえ、経過を説明し、了承を得まし
た。

○課内ミーティングにおいて、当該事
象を説明し、届書の審査においては慎
重に行うよう、指示しました。

外部

ものです。

1



整理
番号

件名
事故
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区分
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5

算定基礎
届保険者
決定誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 高崎 2009年7月13日 2010年9月7日

○事業所より算定基礎届の決定通知書にお
いて保険者決定について電話にて問い合わ
せがあり、算定基礎届保険者決定誤りが判
明しました。

○当時の社会保険事務所では審査をせず
に、事業所から提出された算定基礎届の決
定後の標準報酬月額をそのまま入力して決
定通知書として事業所に送付していたことが
判明しました。

1事業
所7名
過徴収 68,000

○職員が事業所の担当者様に電話
し、お詫びのうえ、保険料の訂正を行
う旨を説明しました。
○担当者が事業所に伺い、修正した
決定通知書をお渡ししました。保険料
の調整をすることで了承を得ました。

○課内で算定の研修を再度行い、周
知しました。

外部

算定基礎
届報酬月
額の決定
誤りについ
て

確
認
・
決 愛知

名古屋

○算定基礎届の決定通知書を送付した事業
所から、決定された標準報酬月額が違ってい
るのではないかとの連絡がありました。
○確認しましたところ、標準報酬月額を誤っ
て決定していることが判明しました

○提出された算定基礎届の点検時におい
て、「平均額」欄が未記入でしたので、補正記
入した際「９１，２００」と記入すべきところ「９１
２，０００」と記入した結果、標準報酬月額を
「９３０千円」と決定してしまいました

名

○担当課長が事業所に電話にて、お
詫びのうえ、今回の事象を説明し、正
しい決定通知書を交付したい旨を申出
ましたところ、訪問は不要とのことで、
決定通知書を送付しました

○課内会議において、当該事象を説
明し、標準報酬月額の決定の際には
慎重に行い、決裁においても確実に
チェックすること、を指示しました。
○職員が届書を訂正した箇所につい

6
て

決
定
誤
り

愛知
名古屋
北

2010年8月17日 2010年9月9日
て決定していることが判明しました。 「９３０千円」と決定してしまいました。

○また、決裁においても記入誤りのチェック
漏れをしたことによるものです。

1名 ― 0
決定通知書を送付しました。 ○職員が届書を訂正した箇所につい

て、再度チェックすることとしました。
外部

○当該事業所にお勤めでした被保険者様の
昭和６１年以前の記録訂正が必要なため、被
保険者記録を整備していましたところ、基礎
年金番号と厚生年金保険の手帳記号番号が
相違していたため、厚生年金保険の６５歳喪
失記録の取消が必要となりました。
○機構本部へ処理を依頼しましたが、６５歳
喪失記録の取消後、他の記録訂正までの間
に保険料計算日を過ぎてしまったため、健康
保険料を過大に請求してしまったものです。

7

厚生年金
保険記録
訂正時の
事務処理
誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

大分 別府 2010年9月7日 2010年9月24日

○社会保険労務士より、保険料額が違うの
ではないかとの連絡がありました。
○増減内訳書を確認しましたところ、過去の
資格記録を取り消していることが判明しまし
た。

1事
業所
過徴収 1,124,978

○事実関係の確認結果を、当該事業
所へ電話で連絡し、お詫びするととも
に、保険料が過大に請求されることを
説明しました。正当な金額をあらため
て文書で案内することで了承を得まし
た。
○お詫びの手紙と正当な金額を文書
にて送付しました。

○事務処理の全体の流れを理解して
いなかったためのことであり、再度周
知し、徹底しました。

外部

○郵送にて受付した定年再雇用に伴う資格
取得届及び資格喪失届について、事務セン
ターに入力処理の委託をしましたが、整理番
号未記入のため資格取得届は未収録者リス
トとともに未処理状態で戻ってきました。
○その際、整理番号の不備を補ったうえで、
資格取得届を入力処理すべきところを、未収
録者リストに添付されていた資格取得届のコ
ピーが白黒であったことと、届書種別欄が、
付箋で隠された状態であったことなどが原因
で、資格喪失届と勘違いし、すでに処理済み
であるとして入力を行わなかったことによるも
のです。

8

定年再雇
用に係る
資格取得
届の未入
力につい
て 未

処
理
・
処
理
遅
延

東京 千代田 2010年3月8日 2010年7月5日

○事業所担当者様より算定基礎届提出のた
め折り返し提出用のＦＤの登録内容を確認し
ましたが、資格取得者５名分が漏れていると
の連絡がありました。
○確認しましたところ、不備のため事務セン
ターから戻ってきた資格取得届の未入力が
判明しました。

1事業
所5名
過払い 1,347,546

○担当課長が事業所に電話にてお詫
びをするとともに、５名の被保険者の
方々に対する年金額返納等の対応策
をお客様相談室と協議しました。
○担当課長が、事業所へ赴き担当者
様に対し、当該事象の説明とお詫びを
し、今後ご本人様への連絡等のご協
力依頼をし、了承を得ました。
○ご本人様あて、お詫びの手紙及び
過払い年金額の返納のお願い文書を
発送しました。
○５名の被保険者の方々より、「返納
方法申出書」「老齢厚生年金受給権者

○定年再雇用における、同日得喪に
ついては、事務センターへ入力委託を
行なわず、事務所において入力処理
を行うこととしました。

外部

す。
○また、その後の決済での事後確認が、充
分でなかったことによるものです。

方法申出書」 齢厚 年 受給権者
支給停止事由該当届」を提出いただ
き、機構本部へ進達しました。

2
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9

賞与支払
届の入力
漏れにつ
いて 未

処
理
・
処
理
遅
延

岡山 岡山西 2007年10月10日 2010年8月26日

○岡山事務センターでの厚生年金基金との
記録の突合に際し、当該事業所のA様にか
かる賞与に疑義があったことから照会があ
り、書類と突き合せしました結果、賞与支払
届の入力漏れが判明しました。

○書類を調査しましたところ、事業所から１３
名分の賞与支払届が提出され、入力しました
が、A様についてのみ入力が漏れていまし
た。
○賞与支払届のA様の記載欄の前後の欄が
二重線や×印で削除されているため、A様に
つきましても削除されたものとして、総括表に
記載のある賞与を支給した被保険者数と合
致するかの確認を怠り、入力を行わなかった
ものと思われます。
○決裁についても、確認不足により同様の判
断をしたものであると思われます。

1事業
所1名

― 0

○A様の賞与記録を追加入力しまし
た。
○担当者が事業所にお詫びのうえ、
事象説明をしました。A様にはお詫び
の手紙と事象説明の文書をお渡しい
ただけるよう依頼し、了承を得ました。

○所内連絡会議にて、課長職以上の
者に事象の説明を行い、決裁にあたっ
ての留意事項を示しました。また、朝
礼において、今般の事象について説
明し、課員に注意を促しました。

内部

10

算定基礎
届・月額変
更届等の
処理漏れ
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 足立 2010年7月12日 2010年8月26日

○社会保険労務士より、月額変更届を提出
したはずの事業所に対して請求された保険
料が、手元で計算した額と異なっているた
め、月額変更届が正確に処理されているか
調べて欲しい旨の申出がありました。
○確認しましたところ、社会保険労務士より
宅配便で送られた２１事業所分の届出書が
放置されており、未処理であったことが判明
しました。

○算定基礎届の開封におきましては、派遣
職員が中身を取り出し、空になったことを確
認したうえで、空封筒を空きダンボールに保
管しています。当該事象では中身を取り出さ
ず、そのダンボールに入れてしまいました。
本来の「取り出し」⇒「確認」の手順の徹底が
されていなかったことが原因となります。

21事
業所
未徴収 15,000

○担当課長が社会保険労務士にお詫
びのうえ、説明しました。決定通知書
送付の際、お詫びの手紙を同封するこ
とで了承を得ました。
○対象となる届書の審査完了後、補
正処理をしました。
○決定通知書にお詫びの手紙を添え
て、各事業主様に送付しました。

○課内ミーティングにおいて、手順の
再確認とチェックの徹底を指示しまし
た。

外部

二以上事
業所勤務
被保険者
保険料登
録

未
処

○二以上事業所勤務被保険者資格喪失届
が提出され、二以上事業所勤務被保険者保
険料登録票入力処理を行う際に、非選択事
業所であるＡ事業所の健康保険料の登録額
が 額 なく登録 れ が

○平成２２年３月分保険料より、健康保険料
の保険料率が改定され、そのことに伴い、二
以上事業所勤務被保険者登録されている全
事業所の二以上事業所勤務被保険者の健
康保険料額を 事業 勤務被保険者

○担当課長がＡ事業所に電話し、今回
の事象の説明及びお詫びをし、不足
分の保険料については次月分保険料
に上乗せさせていただくことで了承を
得

○朝礼で事象の説明を行い、今後は、
そのリスト以外に処理結果リストを出
力し、複数名によるチェックをすること
により入力漏れを防ぐこととしました。

11

録票入力
漏れによ
る保険料
未徴収に
ついて

処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 浦和 2010年4月9日 2010年9月7日

が正当額より少なく登録されていることが判
明しました。

康保険料額を二以上事業所勤務被保険者
保険料登録票により修正する必要がありまし
た。
○ところが、選択事業所であるＢ事業所の入
力処理後、非選択事業所であるＡ事業所の
入力処理を行わなければならないところ、入
力処理が行われていなかったものです。

1名 未徴収 17,620

得ました。

内部

12

厚生年金
高齢任意
加入被保
険者資格
喪失申出
書の入力
漏れによ
る受給資

未
処
理
・
千葉 船橋 年 年

○お客様相談室の朝礼において事象
を説明し、高齢任意加入者の請求で
ある場合は保険料納入状況まで確認
するように指示しました。
○適用調査課においては同様の処理
漏れがないか名簿により点検し、処理
手順と事後確認を徹底しました。

内部

○事務センターの年金給付審査担当者か
ら、高齢任意加入者の資格喪失処理がいつ
になるか照会があり、誤受付が判明しまし
た。

○お客様が、社会保険労務士を通じ、受給
の可否を相談しました。相談窓口では平成２
２年３月の到来をもって加入年数が２０年に
なるので、見込み額と請求手続きについてご
案内しました。その後、年金請求書を受付
し、事務センターへ送付しました。
○事務センターは平成２２年４月半ばを過ぎ
ても資格喪失日が入力されないので事務所 1名

○お客様相談室長がお客様のご自宅
を訪問し、事務処理誤りのお詫びを申
し上げ、ご了承いただきました。

12 る受給資
格無し者
の年金請
求書の誤
受付につ
いて

処
理
遅
延

千葉 船橋 2007年4月25日 2010年4月26日 内部ても資格喪失日が入力されないので事務所
に照会しましたところ、平成１９年４月に提出
された資格喪失申出書が適用調査課におい
て未入力であったこと、年金受給資格は満た
していないことが判明しました。

1名 ― 0

3
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13

算定基礎
届の事務
処理遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

宮崎
事務
センター

2010年7月9日 2010年8月19日

○社会保険労務士から、「受託している３７事
業所分の算定基礎届を段ボールに入れ送付
しているが、受託事業所あてに算定基礎届
提出の督促ハガキがきている」との連絡があ
りました。
○確認しましたところ、社会保険労務士が受
託している３７事業所分の算定基礎届が送
付されており、算定基礎届が未処理であるこ
とが判明しました。

○算定基礎届が送付されてきた時点で受付
簿に記載するとともに事務処理とすべきとこ
ろ、段ボールに入れたまま放置したため、事
務処理遅延とともに算定基礎届提出の督促
ハガキを送付する結果となりました。

34事
業所
― 0

○担当グループ長から社会保険労務
士へ電話し、送付された算定基礎届を
そのまま放置し未処理であるととも
に、誤って提出の督促ハガキを送付し
たことを説明し、お詫びするとともに、
誤って督促ハガキを送付した事業所に
対し、お詫びの手紙を送付しました。
○また、当日中に事務処理を行い、結
果通知書を届け、了承を得ました。

○今後提出される算定基礎届につき
まして、２名体制で受付を行い、段
ボール及び封筒を再チェックすることと
しました。

外部

賞与支払
届の処理

○厚生年金基金との不突合リストにより調査
しました結果、賞与支払届の処理漏れが判

○当該事業所より賞与支払届が提出され、
委託業者による処理によりＦＤが作成されま

○担当者が当該事業所へ電話し、担
当者様へお詫びのうえ、経過を報告

○ダブルチェックが行われていなかっ
たことから、入力処理をした際には、

14

届の処理
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄 那覇 2009年2月9日 2010年8月24日

しました結果、賞与支払届の処理漏れが判
明しました。

委託業者による処理によりＦＤが作成されま
したが、事業所整理記号を誤って処理しまし
たため、エラー処理となりました。
○その後、担当職員がエラー補正処理をす
る際に、当該被保険者様にかかる入力が漏
れていたこと及び、その決裁時においても担
当課長によるチェックができなかったことが原
因です。

1事業
所1名
未徴収 49,620

当者様へお詫びのうえ、経過を報告
し、また、未収納となっていた保険料
が次の保険料と合せて請求されること
となる旨を説明し、了承を得ました。

たことから、入力処理をした際には、
必ずダブルチェックをすることを課内会
議で確認しました。

内部

15

被保険者
賞与支払
届の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅

鹿児島 鹿屋 2009年7月10日
2009年7月13日

2010年9月15日

○総合調査で未届表示となっていた賞与支
払届につきまして、事業所から提出している
旨のお申出がありました。
○確認しましたところ、当該届出が未処理の
まま綴られていることが判明しました。

○賞与支払届の処理におきまして、支給分
につきましては、既に資格喪失者のみであ
り、いったんその喪失を取消した後に処理す
べきところ、未処理のままとなっていたもので
す。
○また、決裁においても喪失者のチェックも
れをしたことによるものです。

2名 未徴収 112,830

○担当者が事業所にお伺いし、事業
主様にお詫びのうえ、説明をし、了承
を得ました。

○課内会議において当該事象を説明
し、事務処理及び確認の徹底を図るよ
う指示しました。
○全職員に対し、当該事象を説明し、
事務処理及び確認の徹底を図るよう
指示しました。

外部

遅
延

れをしたことによるものです。

○本件については、異例処理として事
務所における入力作業において誤っ
た登録を行ったものであることから①
例外処理は極力取り扱わないこと②
やむを得ず例外処理を行う場合には、
処理内容の複数の眼によるチェック、
処理経過の記録を行い、取扱い内容
の共有化、処理内容の相互チェックに
よる事故防止を図ること、以上につい
て部署内周知を図り、再発防止に努め
ます。

外部

○ねんきん定期便を受け取ったお客様より、
ねんきん定期便の内容について照会してい
るが、回答が遅延しているため、品川年金事
務所へご相談に来訪されたとのことでした。
○相談経過において、報酬額が異なるとの
お客様のお申出により、当所へ連絡があり、
確認の結果、誤った内容の入力を行った事
が判明しました。

○事業所からの届書に記載されていた報酬
月額６７５，４００円を誤って６８，０００円と決
定しました。
○資格取得届処理時に、当所において届出
の月額報酬額の金額について誤った内容で
決定、登録処理を行い、検証段階においても
発見できなかったことによるものです。

1事業
所1名
未徴収 345,534

○品川年金事務所からお客様にお詫
びのうえ説明し、記録訂正についてご
理解をいただきました。
○担当者が事業所を訪問し、事業主
様にお詫びのうえ、経過と今後の対応
について説明しました。
○担当者が事業所を訪問し、前回ご
依頼のありました納付実績と本来請求
すべき保険料を対比した資料をお示し
し、対応について協議しました。保険
料差額分について納付書送付の指示
をいただき、了承を得ました。
○記録の訂正を実施しました。
○保険料差額についての納入告知書
を送付しました

16

被保険者
資格取得
届にかか
る報酬額
の誤入力
について

入
力
誤
り

北海道 札幌東 2008年3月3日 2010年6月15日

を送付しました。
○保険料の納付を確認しました。

4
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17

事業所名
称の誤入
力につい
て

入
力
誤
り

東京 文京 2010年4月2日 2010年7月12日

○新規適用をしたＡ事業所から健康保険被
保険者証に記載されている事業所名称に誤
りがあるとの連絡がありました。
○確認しましたところ、新規適用届の入力時
に、事業所名称を誤って入力していたことが
判明しました。

○Ａ事業所から届出のありました新規適用届
について、担当者が事業所名称を誤って単
語登録したまま、入力処理を行っていまし
た。
○その後、処理結果リストのチェック時及び
決裁時においても入力ミスに気づかないま
ま、全国健康保険協会より健康保険被保険
者証がＡ事業所あてに発送されてしまったも
のです。

1事業
所6名

― 0

○担当職員がＡ事業所に電話にてお
詫びし、正しい事業所名称に訂正する
処理を行った後、後日、全国健康保険
協会より訂正後の健康保険被保険者
証が送付されるので、それと引き換え
に誤った事業所名称の健康保険被保
険者証の返送についてお願いし、了承
を得ました。
○正しい事業所名称に訂正処理後、
事業所より誤った健康保険被保険者
証を返送していただきました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、単語登録を含め入力処理の際
には、事業所名称を必ず確認するよう
指示するとともに、複数名によるチェッ
クを必ず行うよう申し合わせました。

外部

○届書には報酬月額が 万円と記載され ○適用調査課長が事務処理経過に ○現在は 全件に標準報酬月額を記算定基礎 ○事業主様から 「標準報酬月額が誤 決

外部

○届書には報酬月額が400万円と記載され
ていましたが、平均額欄には40万円と記載さ
れ、事前審査で発見されずに入力されたもの
です。
○算定基礎届の事務処理は、入力を委託業
者に依頼し、その処理結果を事務センター職
員による確認をすることとしていましたが、誤
入力を発見できないまま年金事務所に処理
済の届書と２等級以上差が出たことによる警
告リストを送付したものです。

1事業
所1名
未徴収 369,765

○適用調査課長が事務処理経過につ
いて、事業主様に、説明とお詫びのた
め訪社しました。その際、事業主様か
ら保険料を賦課しないようできないか
申し入れがありましたが、出来ないこ
とを説明しました。
○担当者が事業所を訪問し、再度お
詫びのうえ、保険料納入に特別な対
応は出来ないことを説明しました。
○事務センターで正しい算定基礎届を
入力し、標準報酬月額決定通知書を
事業主様に持参しました。この際事業
主様とともに、税理士が立会い、再
度、保険料の減免はないか、延滞金
減免は認められないか問われました
が、出来ないことを伝えました。決定通
知書に記載された社会保険審査官制
度について説明を求められ 説明しま

○現在は、全件に標準報酬月額を記
入して、再確認をするチェック体制を
とっています。

18

算定基礎
届の報酬
月額を誤
入力した
事案につ
いて

入
力
誤
り

北海道
事務
センター

2009年9月1日 2010年7月21日

○事業主様から、「標準報酬月額が誤って決
定されているようだ」との電話連絡がありまし
た。
○届書を確認しましたところ、標準報酬月額
の決定誤りが判明しました。

19

第三者委
員会の斡
旋を受け
た年金受
給権者に
対する年
金の過払
いについ
て

入
力
誤
り

神奈川 高津 2010年2月15日 2010年9月9日

○機構本部から該当受給権者様の厚生年金
被保険者記録について照会がありました。
○担当者が斡旋通知文書と該当受給権者の
厚生年金保険被保険者記録を突合しました
ところ、喪失被保険者ファイルの標準報酬月
額の入力誤りが判明しました。

○担当職員が、総務大臣名の斡旋通知文書
に基づき、喪失被保険者ファイルに、厚生年
金保険被保険者記録を入力した際、標準報
酬月額を誤入力したことによるものです。
○決裁した担当課長も見落としたことによる
ものです。

1名 過払い 3,583

○担当者が該当受給権者様に電話に
てお詫びし、該当受給権者様宅にお
伺いし、事情説明を行い、返納申出書
を提出していただき、了承を得ました。

○朝礼において、課員に当該事象を
説明し、あらためて入力時のチェックを
徹底しました。
○また、決裁における課長の指定リス
ト確認時の点検を徹底しました。他課
においても入力後のチェックを強化し
するよう指示しました。

内部

度について説明を求められ、説明しま
した。
○社会保険審査官から「審査請求に
対する意見書の提出」指示があり、提
出しました。

5
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○課内会議において、国民健康保険
加入手続きに際しては「被保険者記録
照会回答票」ではなく「健康保険 厚生
年金保険 資格取得・喪失等確認通
知書」が必要となるため、全国健康保
険協会であればすみやかに適用調査
課にご案内するよう、組合管掌その他
であればそれぞれの保険者へのご案
内をするよう周知徹底いたしました。

通
知
等
の

○お客様相談室長が市役所担当者に
電話をし、当該証明を直ちにＦＡＸで送
り、後日原本を郵送するので、この度
は早急に国民健康保険加入手続きの
処理をしていただきたいとお願いし、
了承を得ました。
○お客様から電話が入り、お客様相
談室長がお詫びし、市役所担当者に
手続きの依頼をした経緯を説明しまし
た。
○手続き終了後お客様から電話が有
り、当所の証明書の交付が遅れたこと
により事業に支障をきたし、１０万円の
損害を受けたので、所長から納得でき

健康保険
厚生年金
保険 資
格取得・資
格喪失等
確認通知
書の交付
について

○市役所に国民健康保険の加入手続きに行
かれたお客様から、当年金事務所に来所し
交付を受けた書類が喪失日証明ではないた
め、手続きができないとの電話があり、違う
書類を交付したことが判明しました。

○国民健康保険加入のためには適用調査
課にご案内し、「健康保険資格取得・喪失等
確認通知書」を交付すべきところ、当所総合
相談窓口にて「被保険者記録照会回答票」を
交付したことが判明しました。
○前々事業所の喪失日の確認との相談を受
け、「被保険者記録照会回答票」で確認がで
きると判断してしまったためです。

社会保険
労務士受
託事業所

○社会保険労務士受託事業所名簿を送付し
たA社会保険労務士あての封筒に、B社会保
険労務士 受託事業所名簿が混入され

○確認・加除のために作成した、B社会保険
労務士の受託事業所名簿の労務士コード・
労務士名を 社会保険労務士名 更新しな

○B社会保険労務士へは当該受託事
業所名簿は送付されており、電話にて
今回 事象を説明し お詫びし 了承

○担当者が算定・審査請求・請負契約
など１人で複数の用務を抱え、確実な
確認が き なか た とから 今

20 0―2010年6月4日
の
作
成
誤
り

千葉 木更津 2010年6月4日 1名 外部
損害を受けたので、所長から納得でき
る説明と謝罪に来るようにとのことでし
た。
○所長及びお客様相談室長が事業所
にお伺いしてお詫びし、金銭的保障は
できませんが、今後はお客様にご迷惑
をおかけしないよう職員を指導すると
説明をいたしました。しかしそれでは納
得できないので１０万円の損害につい
て納得できる答えを持って出直せとの
ことでしたが、金銭的保障はできない
旨繰返し申上げてご理解いただき、辞
去しました。

21

託事業所
名簿の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

鹿児島
事務
センター

2010年8月27日 2010年9月3日

険労務士の受託事業所名簿が混入されてい
たと社会保険労務士会から電話連絡があ
り、誤送付が判明しました。

労務士名を、B社会保険労務士名に更新しな
いままA社会保険労務士名で印字出力したも
のをA社会保険労務士へ送付してしまいまし
た。
○受託事業所名簿のエクセルデータ作成の
際、確実・適正な更新処理ができていなかっ
たことが原因です。

54事
業所
― 0

今回の事象を説明し、お詫びし、了承
を得ました。
○A社会保険労務士につきましては、
受託事業所名簿を送付し、誤封入のＢ
社会保険労務士受託事業所名簿を回
収しました。お詫びのうえ、説明し、了
承を得ました。

確認ができていなかったことから、今
後、事務分担の見直し・正副体制の確
立の必要があることを確認しあい、再
発防止策に取り組むべく周知徹底を
図りました。

外部

○職員がＢ事業所へ電話にて確認し
ましたところ、承認通知書について送
付されていることを確認しました。お詫
びをしたあと、送付した承認通知書を
ご返送いただけるとのお申出があり、
依頼しました。
○担当課長がＡ事業所に電話し、事務
担当者様及びご本人様に、今回の事

○課内会議において当該事象を説明
し、封入封緘時において、十分に注意
を払い、確認することとし、チェックをす
る者も封筒のみならず、内容において
も確認するよう申し合わせました。

○健康保険適用除外承認通知書を送付する
際、確認書類として添付されていた健康保険
被保険者証の写を見て、申請のあった事業
所と勘違いをし、Ｂ事業所へ送付したことに
よるものです。
○また、発送に際して作成した封筒への封入
封緘時に、複数名によるチェックを行ってい
ましたが、確認不足により、そのまま送付して 外部

○Ａ事業所から健康保険適用除外承認申請
書についてお問合わせがありました。
○確認しましたところ、誤ってB事業所へ送付
していたことが判明しました。

2事業
所1名

― 022

健康保険
適用除外
承認通知
書の誤送
付につい
て

誤
送
付
・ 香川 善通寺 2010年9月2日 2010年9月6日 担当者様及びご本人様に、今回の事

象を説明のうえ、お詫びし、了承を得
ました。
○Ｂ事業所より返送のあった承認通知
書をＡ事業所に送付しました。

ましたが、確認不足により、そのまま送付して
しまいました。

所1名
誤
送
信

香川 善通寺

6
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23

算定基礎
届の確認
通知書の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

北海道
新
さっぽろ

2010年7月27日 2010年9月2日

○Ａ事業所より郵送で、誤送付である旨のメ
モが付されてＢ事業所の算定基礎届の確認
通知書が返送されてきました。
○Ｂ事業所の算定基礎確認通知書がＡ事業
所に誤送されたことが判明しました。

○進達票を確認しましたところ、確認通知書
を別送希望し、返信封筒を同封していたＡ事
業所の算定基礎届を通常送付扱いとして進
達し、B事業所の算定基礎届にＡ事業所の返
信封筒を添付・別送扱いとして事務センター
へ進達していました。
○届書と返信用封筒がクリップ留めのみだっ
たため、受付から事務センターへの進達まで
の間で算定基礎届を重ねた際に、別事業所
へ返信用封筒が移ったこと及び別送届書進
達時の点検不足が原因と思われます。

1事
業所
46名
― 0

○適用調査課長がA事業所へ訪問し、
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た。
○適用調査課長がB事業所へ訪問し、
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た。

○受付書類と返信用封筒のホッチキ
ス留めの徹底し、別送の際の二重
チェックの徹底を行い、進達することと
して、職員に周知徹底を図りました。

外部

健康保険 ○健康保険被扶養者（異動）届の「副 を送 ○窓 早急に処理し ほしい旨の依頼が ○担当者が 事業所に電話連絡し ○課内会議を実施し 当該事象を説

24

健康保険
被扶養者
（異動）届
「副」の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

滋賀 大津 2010年9月7日 2010年9月10日

○健康保険被扶養者（異動）届の「副」を送
付したA事業所の担当者様から、他の事業所
の分が混入しているとの連絡がありました。
○確認しましたところ、封入の際、誤ってB事
業所の分をA事業所の分に混入して送付して
しまったことが判明しました。

○窓口で早急に処理してほしい旨の依頼が
あった事業所の分の被扶養者（異動）届の
「副」を送付する際、事業所名を確認せず同
封してしまったためです。
○また、封入時にも事業所名等を確認せず、
そのまま送付したことによるものです。

2事業
所1名

― 0

○担当者がA事業所に電話連絡して
お詫びし、その後、事業所を訪問して
再度お詫びのうえ、被扶養者（異動）
届の「副」を回収し、了承を得ました。
○担当者がB事業所に訪問のうえ、お
詫びし、説明し、被扶養者（異動）届の
「副」をお渡しし、了承を得ました。

○課内会議を実施し、当該事象を説
明し、発送の際は、複数名による
チェックを必ず行うよう申し合わせまし
た。

外部

25

二以上事
業所勤務
被保険者
標準報酬
決定通知
書の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送

愛知 笠寺 2010年9月14日 2010年9月16日

○A事業所担当者様から、「心当たりがない
会社の決定通知書が送られてきた」との連絡
がありました。
○確認しましたところ、本来B事業所に送付
するべき決定通知書が誤ってA事業所に送
付されていたことが判明しました。

○宛名シールを送付用封筒に貼付する際
に、誤ってとなりの宛名シールを封筒に貼付
してしまい、事業所名称も似ていたため、気
がつかずに発送されてしまったものです。
○また、発送担当者も選択事業所宛通知書
と関係事業所宛通知書の仕分けについては
確認していましたが、通知書と送付用封筒宛
名との確認が不十分でした

2事業
所4名

― 0

○担当課長がA事業所に電話にてお
詫びし、事業所を訪問のうえ、再度お
詫びし、誤送付した決定通知書を回収
し、了承を得ました。
○担当課長がB事業所に電話にてお
詫びし、今回の事象を説明し、訪問し
て再度お詫びし、決定通知書を交付
し 了承を得ました

○課内会議において当該事象を説明
し、送付用封筒を作成するときは必ず
宛名を確認することとしました。また、
書類を発送する際には書類と送付用
封筒の宛名確認について複数名によ
るダブルチェックを必ず行うよう申し合
わせました。

外部

て 送
信

名との確認が不十分でした。 し、了承を得ました。

26

健康保険・
厚生年金
保険被保
険者標準
報酬決定
通知書の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

山形
事務
センター

2010年9月21日 2010年9月22日

○健康保険・厚生年金保険被保険者標準報
酬決定通知書を送付したA事業所から、他の
事業所の健康保険・厚生年金保険被保険者
標準報酬決定通知書が混入しているとの連
絡がありました。
○確認しましたところ、封入の際、誤ってB事
業所の分をA事業所の分に混入させていたこ
とが判明しました。

○派遣職員により、健康保険・厚生年金保険
被保険者標準報酬決定通知書の封筒詰め
作業を行い、同日発送を行いましたが、その
際に誤って２事業所分の決定通知書を同じ
封筒に封入し送付してしまったものです。
○また、決定通知書の発送業務を派遣職員
２名による、２重チェック体制の上発送を行っ
ていたが、封入時の事業所名等の確認が不
十分になってしまったことによるものです。

2事業
所1名

― 0

○担当者がA事業所を訪問し、お詫び
のうえ、誤送付した健康保険・厚生年
金保険被保険者標準報酬決定通知書
を回収し、了承を得ました。
○担当者がB事業所に訪問し、お詫び
のうえ、通知書を交付し、了承を得まし
た。

○今回発送業務を担当した派遣職員
に対し、当該事象を説明し、事業所等
へ書類等を発送する場合は事業所記
号のみならず、事業所名も必ず確認
するよう指示するとともに、複数名によ
るチェックを必ず行うよう再指導を行い
ました。またその他派遣職員のみなら
ず職員に対しても、当該事象を説明
し、通知書等の発送を行う際は十分に
注意するよう指示しました。

外部

27

注意喚起
文送付に
おける誤
封入につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

本部
記録
管理部

2010年9月1日 2010年9月3日

○共済過去記録にかかる注意喚起文を送付
しましたお客様より、別人の氏名が記載され
た書類が同封されていたとの電話がありまし
た。
○確認しましたところ、封入の際に誤って別
人の宛名の紙が同封されていることが判明し
ました。

○注意喚起文は、別途作成した宛名の紙を
同封し、窓開封筒にて送付しています。
○本来宛名の紙は１件につき１枚同封すべ
きところ、誤ってこの宛名の紙を同一の封筒
に２枚封入したものです。

2名 ― 0

○お客様に電話連絡を取り、誤封入
があったことについてお詫びし、了承
を得ました。

○封入後に別の者が中身を確認する
方式から、封入前に１件ごとに書類、
封筒、封入物を組ませ、別の者が封
入、封緘を行ったうえで、再度中身を
確認する方式に変更し、確認を確実に
行える方法に事務処理を見直しまし
た。
○グループ内会議において、宛名の
紙の作成件数、書類の件数および発
送物の件数の突き合わせを再度徹底
するよう、申し合わせました。

外部

7



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

外部28

○事務センターにこのようなケースが
ないよう周知徹底を依頼し、当事務所
においても受付時に回答書の内容に
ついて十分に確認を行うよう、担当全
職員に注意喚起を行いました。

○「草津年金事務所の事案で、申立期間の
標準報酬月額に関する確認を行ったところ、
その当時の標準報酬月額の上限に該当して
いるため、申立人に取下げをするよう連絡し
たところ、何故、年金事務所の受付時にわか
らなかったのかとの申出が申立人からあっ
た」と第三者委員会から連絡があり、説明誤
りが判明しました。

○本来は、第三者委員会事案としてご本人
様から申出がされた時に、標準報酬月額の
上限に該当している旨の説明をすべきところ
をせず第三者委員会事案として受理したこと
によるものです。
○その原因については、受給者便の回答書
に標準報酬の上限により決定されていること
が表示されていなかったため、回答書の内容
の補足説明をせず第三者委員会への申出書
を受理し、年金事務所及び事務センターにお
いて十分な確認をしないまま第三者委員会
に送付したことです。

1名

○担当者がご本人様と面談し、お詫び
のうえ、標準報酬月額の上限等の説
明を行い、了承を得ました。

― 0

第三者委
員会事案
の説明時
等におけ
る内容の
確認不足
ついて 説

明
誤
り

滋賀 草津 2010年7月6日 2010年9月15日

○お客様相談室、厚年適用調査課に
て、社会保険制度及び業務処理要領
の再確認および窓口対応時における
業務処理要領、チェックリストの内容
確認と使用徹底を申合せました。

1事業
所4名
過徴収 98,901

○厚生年金適用調査課長が、当該事
業所へ電話し、担当者様に窓口での
説明誤りについてお詫びしました。
○当該月額変更届につきましては、取
消処理をしました。
○過徴収分については、６月分保険料
にて調整しました。
○本件と同様の事象がないか確認し
ましたところ、同様の事象はなく、正し
く届出され処理されていることを確認し
ました。

29

月額変更
届に係る
説明誤り
について

説
明
誤
り

沖縄 浦添 2010年2月9日 外部

○本来、「固定給変動以後の平成２２年１
月、２月、３月を月額変更届の算定対象月と
し、４月分からの改定」とすべきところを、「平
成２１年１１月、１２月、平成２２年１月を月額
変更届の算定対象月とし、２月分からの改
定」となる旨の誤った説明を受け、２月改定
の誤った月額変更届を窓口に提出されまし
た。この月額変更届は、当事務所から事務セ
ンターに回送され、平成２２年２月改定でそ
のまま決定されたことにより、保険料の過徴
収が発生しました。
○対応した窓口担当職員が、月額変更届の
算定対象月に関して誤った認識のもとに説
明を行ったことが原因です。

○一般相談窓口で算定の受付相談を行った
際、月額変更届について確認しましたところ、
改定月に疑義が生じ、改めて賃金台帳等を
確認することとなりました。
○確認しましたところ、改定月の誤りが判明
しました。

2010年7月12日

30

厚生年金
保険料の
請求漏れ
について

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

大阪 東大阪 2010年2月25日 2010年7月29日

○事業所より資格取得時報酬訂正届が提出
されているのにもかかわらず、事業主様に対
して追加保険料を本来ならば、平成２０年１
月分から請求すべきところ、平成２０年２月分
から請求していたことが判明しました。

○平成２０年１月分につきましては、平成２２
年２月末までに保険料計算を行い、納入告
知をしなければなりませんが、適用調査課で
届書を受付た後、厚生年金徴収課に遡及分
連絡調整簿を回付していなかったため、随時
調定を行うことができず、平成２０年１月分の
保険料請求が漏れてしまいました。 1名 未徴収 17,189

○担当者が事業主様と面談し、届書を
受理しているにもかかわらず、平成２０
年１月分については請求していないこ
とを説明し、時効により平成２０年１月
分については請求していませんが、被
保険者様の年金の影響として平成２０
年１月分が反映されることを説明し、
被保険者様から事業所に問い合わせ
があれば、その旨を伝えてもらうことで
了承を得ました。

○今回の誤りは、厚生年金徴収課に
遡及分連絡調整簿を回付していな
かったことによります。厚生年金適用
調査課と厚生年金徴収課との連絡を
課長間で密にし、再発を防止すること
としました。

外部

同意書の
紛失につ
いて 受

○全国健康保険協会より、「鶴見年金事務所
より送付されてきたA事業所の事業所調査に
添付されているはずの同意書がなか た」と

○今回の誤りの原因は、適用調査課におい
て事業所調査を行い、事業所調査済として処
理を完了したものと判断し 送付された文書

○A事業所に依頼をして同意書を再作
成することとし、所長がA事業所の担
当者様に説明し 同意書を再作成して

○事業所調査の依頼は事業所調査の
みを先行して行い、原本が送付される
までは回答を行わないこととしました

31

いて 受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

神奈川 鶴見 2010年8月中旬 2010年8月25日

添付されているはずの同意書がなかった」と
の電話連絡があり、同意書の紛失が判明し
ました。

理を完了したものと判断し、送付された文書
等の内容確認を行わずに安易に破棄してし
まったことにあります。

1事
業所
― 0

当者様に説明し、同意書を再作成して
いただきました。

までは回答を行わないこととしました。
○公文書および原本は日本年金機構
の文書取扱規程に沿った取扱を行うよ
う適用調査課内にて周知徹底しまし
た。 外部

8



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

内部

○当事務所において、管轄変更後、速やか
にＡ事業所の従たる事業所に係る二以上事
業所勤務被保険者分の保険料額について
「二以上事業所勤務被保険者保険料登録
票」にて、マイナス入力を行わなければなり
ませんでしたが、入力することができません
でした。

403,632

○Ａ事業所へ沼津年金事務所厚生年
金徴収課担当職員及び三島年金事務
所厚生年金徴収課担当職員が訪社し
て事業主様と面談し、当所から超過し
て告知と徴収がされていることを改め
てお詫びしたうえで、告知額を更正減
額して作成した領収済通知書を手渡
し、自主納付していただくことで了承を
得ました。
○平成２０年度以降の管轄外変更に
かかる全事業所について、二以上事
業所勤務被保険者が存在しないことを
確認しました。

○所内会議を開催し、「適用事業所所
在地・名称変更（訂正)届（管轄外）」に
よる事務引継ぎの際には、厚生年金
適用調査課において二以上事業所勤
務被保険者の確認を行い、届書への
表示と関係書類の添付を徹底し、厚生
年金徴収課への連絡を迅速に漏れな
く行うよう周知徹底しました。

32

二以上事
業所勤務
被保険者
に係る保
険料の過
徴収につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 三島 2010年4月1日

○中部ブロック本部からの「二以上事業所勤
務被保険者に係る保険料過徴収について確
認のお願い」のメールにより確認作業中に沼
津年金事務所から電話連絡があり、管轄外
変更で沼津年金事務所から三島年金事務所
へ移管した従たる事業所であるＡ事業所につ
いて照会され、確認しましたところ、二以上事
業所勤務被保険者である２名分について告
知がされており、重複していることが判明しま
した。

1事業
所2名
過徴収2010年6月24日

33

滞納事業
所に対す
る差押処
分の誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

青森 八戸 2010年4月26日 2010年9月8日

○東北ブロック本部への滞納処分等実施結
果報告の見直しがあり、その報告により差押
調書の写しを追加報告しましたところ、東北
ブロック本部からの指摘で誤っていることが
判明しました。

○滞納保険料等を徴収するため滞納事業所
が加入している事業主様の生命保険解約返
戻金の差押処分を行いました。本来平成２２
年１月分までを差押期間とするところを、誤っ
て平成２２年２月分までを差押期間として差
押処分を行ってしまいました。
○差押調書の作成時において、指定期限の
確認について不十分であり、決裁時において
も確認がされていないことが原因です。

1事
業所
― 0

○担当者が事業所を訪問し、お詫び
のうえ、今回の事象の説明をし、了承
を得ました。
○生命保険会社には、電話にて事象
を説明し、差押取消通知書を送付しま
した。

○緊急の課内会議を開催し、全課員
に対し周知を図るとともに再発防止の
指示をしました。また、差押をする際
は、直近発生の保険料の指定期限等
は複数名でのチェックを必ず行うことと
しました。

内部

二以上事
業所勤務
被保険者

○担当者がA事業所から提出のあった算定
基礎届にもとづき、被保険者様にかかる二以
上事業所勤務被保険者保険料等按分計算

○当所適用調査課から当該事業所にかかる
被保険者所属選択届の回付を受け、担当者
がパソコンにより二以上事業所勤務被保険

○厚生年金徴収課長がA事業所に電
話し、お詫びのうえ、説明しました。な
お 保険料等において徴収不足であ

○役付会議において当該事象を職員
に周知するとともに、複数名によるダ
ブルチェックを徹底するよう指示しまし

34

被保険者
にかかる
保険料等
の算出額
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

富山 高岡 2010年6月10日 2010年9月16日

上事業所勤務被保険者保険料等按分計算
処理を行うにあたりパソコンデータを開きまし
たところ、平成２２年５月分以降の保険料等
が含まれていないことに気付きました。
○入力処理票をあらためて確認しましたとこ
ろ、他の被保険者分非選択事業所按分計算
の際に誤って非選択事業所勤務不該当者と
して計算処理を行っていたことが判明しまし
た。

がパソコンにより二以上事業所勤務被保険
者保険料等按分計算処理を行った際に、当
該被保険者様においても非選択事業所勤務
に該当しなくなったと勘違いしたまま、二以上
事業所勤務被保険者保険料登録票を起票し
ました。入力前の決裁過程においても処理誤
りに気付かなかったため、決裁後入力処理を
行ったことによるものです。

1事業
所1名
未徴収 103,090

お、保険料等において徴収不足であ
り、清算する必要があるため、お詫び
の手紙と保険料等清算の内訳書を送
付することで了承を得ました。
○お詫びの手紙と保険料等清算の内
訳書を送付しました。

ブルチェックを徹底するよう指示しまし
た。

内部

滞納事業
所に係る
証券依頼
返却の処
理もれに
ついて

未
処
理
・

○Ａ事業所から、「証券の依頼返却処理をす
るはずだった小切手30万円及び80万円の計
110万円が交換所に廻り、決済されている」と
の連絡がありました。
○滞納処分票の事跡を確認しましたところ、
差替え証券を受託し、依頼返却を承知してい
る事実があり 処理漏れとな ていることが

○本来、先に受託していた証券の依頼返却
処理をすべきところ、その処理をしなかったた
め、依頼返却すべき証券が決済される結果
となってしまいました。その原因は担当者の
不注意であり、管理体制の不十分なところに
よるものです。

1事

○担当者がＡ事業所に電話にて、お
詫びのうえ、還付金の立替払いをする
旨をご説明し、再度ご連絡を入れるこ
ととしました。
○担当者がＡ事業所へ赴き、あらため
てお詫びし、承諾書を受理しました。Ａ
事業所の口座に送金処理が完了しま

○今後、依頼返却に対して応じた場合
については、お客様との対応終了後、
時間を空けずに即座に証券管理担当
者へ報告のうえ、即座に受託証券の
返却手続きを行うことを徹底することと
しました。

35
・
処
理
遅
延

大阪 城東 2010年8月25日 2010年8月27日 る事実があり、処理漏れとなっていることが
判明しました。

1事
業所
過徴収 1,100,000 事業所の口座に送金処理が完了しま

した。
○Ａ事業所より入金済確認の連絡が
ありました。Ａ事業所へ赴き、領収証
書を受領し、了承を得ました。

外部

9



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

36

厚生年金
保険保険
料特例納
付申出書
の処理遅
延につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

高知 高知西 2009年3月11日
2009年4月15日

2010年9月6日

○年金記録課にて、未処理の厚生年金保険
料特例納付申出書が発見されました。
○第三者委員会のあっせんにより記録回復
した被保険者様の当時の事業所からは、平
成２１年３月１１日及び平成２１年４月１５日付
けで厚生年金特例納付申出書が提出されて
いました。

○他年金事務所より回付のあった書類につ
きまして、厚生年金保険特例納付申出書が
添付されているにもかかわらず、確認が不十
分のまま、当所の案件と同様の経過書類とし
て整理してしまったため、処理が遅延してし
まったものです。

2事
業所
未徴収 1,340

○担当者が事業所を訪問し、お詫び
のうえ、詳しい説明をし、了承を得まし
た。その際、新しい加算額で再度、特
例納付申出書を提出していただきまし
た。

○適用調査課、年金記録課及び徴収
課において、受付処理簿を共有するこ
ととし、各課相互チェックによる進捗管
理の徹底を行うこととしました。

内部

二以上事
業所勤務
被保険者

○担当者が二以上事業所勤務被保険者保
険料登録票入力時において、平成２１年９月
分以降の厚生年金保険料に係る基本保険料

○前担当者が、９２事業所（５７人）分の登録
票を連続入力した際、該当４事業所について
誤入力したままの額が告知額に計上され、そ

○担当者がそれぞれの事業所を訪問
し、事業主様にお詫びのうえ、事象及
び原因、今後の保険料調整について

○緊急課内会議を開催し、当該事象
を再度説明のうえ、複数名による
チェックを厳重に行うことを申し合わせ

37

被保険者
保険料登
録誤りに
ついて 入

力
誤
り

鳥取 鳥取 2009年9月24日 2010年9月17日

分以降の厚生年金保険料に係る基本保険料
額が多いことに気づきました。
○原因を調査しましたところ、前担当者が平
成２１年９月分の二以上事業所勤務被保険
者保険料登録票を誤入力していたことが判
明しました。

誤入力したままの額が告知額に計上され、そ
の結果１年近くに渡り過徴収となっていまし
た。
○入力誤りの事実に加え、本来、登録票処
理結果決裁時において処理結果リストに基
づき確認を行った際に誤入力に気づくべきと
ころ、複数の職員が誤入力の事実を見落とし
ていたことが原因です。

4事業
所3名
過徴収 97,604

び原因、今後の保険料調整について
説明し了承を得ました。

チェックを厳重に行うことを申し合わせ
ました。

内部

厚生年金
保険料（第
４種）還付
請求につ
いて

受
理
後
の
書

○お客様から「還付請求書提出したが振込
日はいつになるのか」と問い合わせがありま
した。
○確認しましたところ、還付請求書は事務セ
ンターへ回付しましたが、事務センターに受
付の記録がなく、処理がなされていないこと
から 支払手続がされ な とが判明

○事務センターへ送付した記録は確認でき
ましたが、事務センターで受付がなく、引継の
確認（管理）を行っていなかったことによるも
のです。

○事務センターに事務所控えを送付
し、即時入力依頼をしました。
○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しましたが、早急の還付
を求められました。
○機構本部からの回答により、お客様
支払時期を説明 承を得ま

○課内会議において当該事象を説明
し、事務センターへの送付書（控え）に
欄を設け、担当課長が確認することと
しました。また、事務センターの還付金
受付簿を事務所でも確認できるように
し、回付の都度確認していくとともに、
引継ぎ た届書を窓 装置 定期的38

書
類
管
理
誤
り

静岡 静岡 2010年8月10日 2010年9月13日
から、支払手続がされていないことが判明し
ました。

1名 未払い 272,800
に支払時期を説明し、了承を得まし
た。

引継ぎした届書を窓口装置で定期的
に登録状況を確認することとしました。

外部

10



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

―39

督促状送
付におけ
る配達遅
延につい
て

事
故 熊本 0

○平成２２年９月７日、事務センターへ
発送年月日・発送手順を確認後、郵便
事業会社に事情を説明のうえ、調査を
依頼しましたところ、原因は不明です
が、事業所を訪問してお詫びしました
との回答を受けました。
○平成２２年９月１０日、事業所に所長
と副所長で赴き、再確認の結果内容を
説明し、事業主様にお詫びしました。
一定の理解は得られましたが、事業主
様は、最初に対応した担当者の訪問
を希望されましたので、翌日の訪問を
お約束しました。
○平成２２年９月１１日、最初に対応し

○朝礼時に、この件の概要を説明する
とともに、今後は、窓口・電話等、より
お客様の立場に立った誠実な対応を
徹底するよう指示しました。
○また、事務センターにおける作業工
程を検証し、現工程に問題点はないか
等を協議し、遅配等が発生しないよう
努めます。

外部玉名 2010年8月16日 2010年9月7日

○事業所から、「平成２２年６月分保険料に
係る督促状が、発行日から２０日以上も経過
した９月６日に届いた。督促状には、指定期
限まで納付がなければ差押えを行う旨の文
言があり、事業所にとっては大変なことであ
る。経過を調べて報告してほしい」との電話
がありました。

○社会保険料の督促状は、事務センターか
ら県下分をまとめて発送することとしており、
平成２２年６月分督促状は、平成２２年８月１
６日に発送しており、平成２２年９月６日に届
いています。
○配達に２１日間かかったことに対して、郵
便事業会社及び発送元の事務センターに確
認しましたが、遅延の原因を特定することが
できませんでした。
○事務センターにおいて、多量に発送するも
のについては、システムにより発送対象事業
所一覧表及び送付物（今回、督促状）の現物
を同時に作成しており、両方の件数が一致し
ていることを確認のうえ、送付物に伝票（件 1事

業所
―39 故

等
熊本 0 ○平成２２年９月１１日、最初に対応し

た担当者が事業所に赴き、事業主様
と面談し、これまでの一連の経過を説
明し、郵便事業会社は責任の所在に
関係なく、早急な訪問によるお詫び等
の対処をしたのに、年金事務所は十
分な調査もせず回答し、また電話連絡
等も遅いなど、相手の立場に立った対
応をしていないことについて、事業主
様にあらためてお詫びし、了承を得ま
した。

外部玉名 2010年8月16日 2010年9月7日 ていることを確認のうえ、送付物に伝票（件
数記入したもの）を作成のうえ、添付して郵便
局に持込後、発送しています。
○従って、その際、１件ごとの宛名の確認は
しておりません。

業所

11



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

― 0

○お客様に交付する納付書は、お客
様とともに氏名・金額、納付期限等を
確認することを朝礼にて再度申し合わ
せました。

外部

○担当職員がお客様に電話にて、今
回の状況の説明及びお詫びをしまし
た。
○今回の事象は、当事務所が誤った
納付書をお客様にお渡ししたことが原
因で、希望された４月からの付加保険
料を納めて頂くことが出来なくなったも
のであることより、今後の対応につい
て、機構本部に協議をすることとしまし
た。
○本部からの回答を受け、お客様の
ご家族と面談し、お詫びのうえ、付加
保険料前納額を現金領収し、了承を
得ました。

確
認
・
決
定
誤

沖縄 浦添 2010年4月19日 1名

○お客様が、平成２２年度国民年金保険料
納付書を持参され、付加保険料納付申出を
されましたので、窓口担当職員が申出書を受
付けました。さらに定額保険料と付加保険料
を一括で納付したいとのことで、窓口担当職
員が国民年金課職員に定額と付加保険料一
括の納付書の作成を依頼し、国民年金課職
員が申出どおりの納付書を作成し窓口担当
職員に渡しました。
○受取った窓口担当職員は、付加保険料分
が増えたことについて説明を行い、作成した
納付書をお客様にお渡しし、持参された定額
保険料のみの納付書を回収しました。
○お客様から電話があり、「事務所に来所し

2010年6月23日

○この事務処理誤りは、お客様が来所され
た日が当窓口担当職員にとって窓口対応初
日であり不慣れであったことと、４月の繁忙
期であったこととが重なり、確認不十分のま
ま誤って回収すべき定額保険料のみの納付
書を渡してしまったことが原因です。

40

国民年金
保険料納
付書の交
付誤りに
ついて

41

国民年金
特例任意
加入の任
意加入月
数の計算
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤

新潟 三条 2010年8月1日 2010年8月18日

○６５歳以上の特例任意加入期間の国民年
金保険料を納付後、「国民年金・厚生年金保
険老齢給付裁定請求書」を提出いただいた
お客様につきまして、新潟事務センター年金
給付グループから再度確認するよう連絡が
ありました。
○再確認の結果、任意加入月数の計算誤り
があることが判明しました。

○厚生年金被保険者期間１１ヵ月のうち、１
０ヵ月につきましては昭和３６年３月３１日以
前の被保険者期間であることから、当該期間
を合算対象期間とする場合は、昭和３６年４
月１日以後の厚生年金被保険者期間と合算
して１年以上となることが要件とされていると
ころ、合算しても11ヵ月であるにも関らず、厚
生年金被保険者期間を１１ヵ月としてそのま
ま計算してしま たものです

1名 未徴収 151,000

○お客様相談室長がお客様へ電話連
絡を行い、お詫びと説明を行い、了承
を得ました。

○お客様相談室内及び国民年金課内
で事案の説明を行い、チェックの再徹
底をすることとしました。

内部

得ました。誤
り

○お客様から電話があり、「事務所に来所し
た際に受け取った納付書（定額＋付加保険
料）で納めたのに、何故また納付書を送った
のか。渡された納付書で納めたため、常識的
に考えて、付加保険料が支払われていない
とは考えられない」とのことでした。

誤
り

ま計算してしまったものです。

42

国民年金
保険料免
除申請書
の決定誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

長野
事務
センター

2010年8月6日 2010年8月25日

○お客様より、保険料の却下通知書が届い
たとの連絡がありました。
○当該申請書を確認しましたところ、特別障
害給付金受給者のため全額免除で決定しな
ければいけないところ、却下で決定してしまっ
たことが判明しました。

○入力前の審査を行った際、特別障害給付
金受給者のため、配偶者様と世帯主様の所
得を含めず承認として審査をしましたが、世
帯主様の所得欄を消さなかったため、入力さ
れてしまい却下となってしまいました。
○複数名による処理結果の突合せを行って
いましたが、事象を確認できなかったことによ
るものです。

1名 ― 0

○お客様へ電話連絡し、お詫びのう
え、却下を取消して全額免除に決定に
なり、決定通知を送付する旨を伝え、
了承を得ました。
○お客様へ承認通知書を送付しまし
た。

○課内会議において、当該事象を説
明し、配偶者様と世帯主様の欄は必
ず抹消するよう指示するとともに、複
数名によるチェックを必ず行うよう申し
合わせました。

外部

国民年金
高齢任意

○お客様が、老齢基礎年金の裁定請求書の
提出のため、年金相談センターに来所された

○本来、２０歳から６０歳の間の規定による
期間について合算対象期間とすべきところ、

○担当者がご本人様に審査誤りをお
詫びし、老齢年金受給にはあと７ヶ月

○審査にあたっては、担当者が一次
審査、別職員が二次審査、課長決裁

43

加入資格
喪失予定
年月日の
審査誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 天王寺 2008年10月29日 2010年9月3日

際、受給要件の審査をしました。
○国民年金高齢任意加入の申出をされ、喪
失予定年月分までの保険料を納付されたに
もかかわらず、当初の審査誤りにより、必要
な期間が７ヶ月不足していることが判明しま
した。

誤って２０歳前の期間を算入してしまったこと
が原因です。

1名 未徴収 101,870

の納付期間が必要であること説明しま
した。
○担当者がご本人様宅を訪問し、再
度お詫びをし、審査誤りに至った経
緯、原因を記した文書をお渡しし、７ヶ
月間の保険料納付が必要であること
を説明のうえ、資格喪失年月日の訂
正と納付書をお送りすることで了承を
得ました。

による最終審査と３人の職員により審
査することにより、審査誤りをなくすよ
う努めています。
○また、朝礼において今回の事象に
ついて説明し、同じ間違いをしないよう
に注意喚起しました。

外部

12



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

2010年5月6日44

国民年金
保険料口
座振替（1
年前納）の
処理誤り
について 確

認
・
決
定
誤
り

東京 江東

○担当課長がお客様に連絡し、今回
の事象について説明し、お詫びしまし
た。１年前納の口座振替額で納付する
ことのお申し出があり、機構本部と協
議することで了承を得ました。
○機構本部からの回答を受け、１年前
納の口座振替額と同額で領収する旨
をお伝えしましたところ、すでに口座振
替以外の前納等を行っており、差額を
還付することとしました。
○担当課長がご自宅を訪問しました
が、不在のため、お詫び文書と還付請
求書を投函しました。
○還付請求書を受領しました。

○ホームページに掲載されていた口
座振替申出書兼口座振替依頼書（単
票様式）の処理について、課内で周知
徹底を行いました。今後の口座振替申
出書（単票様式）の受付対応や処理時
の取扱について注意喚起を行いまし
た。

外部過徴収 3,8002010年4月30日

○お客様から国民年金保険料口座振替が実
施されてない旨のご連絡がありました。
○当所より金融機関に確認しましたところ、
口座振替が行われていませんでした。

○金融機関の確認印の押印された口座振替
申出書兼口座振替依頼書の提出がありまし
たので、当所で、入力締切日まで処理を行い
ました。当該申出書の金融機関等使用欄に
確認印が押印されているため、口座振替は
依頼済みであると判断しましたが、ホーム
ページに掲載されている単票様式であること
から、口座振替依頼書（原本）は、金融機関
へ送付し、当所には写しを保管する必要があ
りましたが、一般の口座振替申出書と同様の
処理をしたため、結果として口座振替依頼書
は金融機関への送付していませんでした。

1名

177,980

○課内ミーティングにて国民年金課長
が当該事象を説明し、納付書抑止を
処理した場合、当該届書は別保管と
し、スケジュール管理をしながら適正
を期すことを職員一同で確認しまし
た。

外部

○国民年金課長がお客様に電話にて
お詫びを行うとともに、納付書が作成
されなかった経過を説明しました。ま
た、前納については平成２２年６月～
平成２３年３月分しか出来ない事を説
明し、お客様からやむなく了承する旨
の回答をいただきましたので、平成２２
年４月分、５月分、平成２２年６月分～
平成２３年３月分（前納）の納付書を送
付しました。
○お客様にお詫びの手紙を送付しまし
た。
○上記の国民年金保険料の納付を確
認しました

2010年6月4日

○お客様より、国民年金保険料納付書が届
いていないとの電話照会がありました。
○資格取得届を確認しましたところ、納付書
発行抑止入力をしており、国民年金納付書
の未発行が判明しました。

○お客様が来所され、平成７年１２月に遡っ
ての国民年金資格取得届を提出されました。
その際、平成２０年２月分の時効がせまって
いるため、平成２０年２月分～平成２２年３月
分の納付書を作成し、お客様に手交しまし
た。また、納付書が重複して送付されないよ
う納付書抑止も同時に処理を行いました。
○納付書抑止の処理を行なったので、平成２
２年度の納付書が自動作成されないため、
本来ならば４月に事務所で平成２２年度の納
付書を作成しなければならなかったにもかか
わらず、作成していなかったことによるもので
す。

1名 未徴収45

国民年金
保険料納
付書の未
作成につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

広島 広島東 2010年3月26日

○還付請求書を受領しました。

○国民年金グループでの入力漏れが
ないかの確認と厚生年金グループに
おける未処理届書の回付漏れがない
かについて確認を行いましたところ、
担当職員の書類保管箱から書類を発
見し、内容審査、点検を行いました。
○厚生年金グループから国民年金グ
ループへ回付し、国民年金グループに
おいて入力処理を行いました。
○入力した届書の決定通知書を処理
遅延によるお詫びの手紙とともに、お
客様に送付しました。

○届書の管理方法は「国民年金第３
号被保険者資格関係届回付簿」を改
正して、毎日グループ長が確認するこ
ととしました。また、職員には事例を説
明し、事務処理停滞を起こさないよう
徹底しました。

外部2010年8月16日

○健康保険被扶養者異動届と同時に国民年
金第３号被保険者届を提出した２名のお客
様から、国民年金保険料納付書及び第３号
被保険者勧奨状が届いたとの電話によるお
問合せが札幌北年金事務所にありました。
○確認しましたところ、被扶養者異動届の処
理は完了しており、第３号該当届の入力が未
処理であることが判明しました。

○担当職員の書類保管箱から、平成２２年６
月以降に受付けた第３号被保険者関係届の
一部が、この間定期的に回付はしていました
が、算定基礎届の繁忙期と重なり滞留し、回
付されずに未処理となっていたものです。

2,897
件
― 0

認しました。

46

国民年金
第３号被
保険者届
の未処理
について 未

処
理
・
処
理
遅
延

北海道
事務
センター

2010年6月2日

13



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○今回の事象を全職員に周知し注意
喚起しました。受付窓口での健康保険
被扶養者(異動)届に第３号の届出が
あるものについては、「３号同時提出」
「３号後日提出予定」のゴム印を赤で
押して添付の有無がすぐにわかるよう
にしました。

外部2010年6月15日

○国民年金第３号勧奨状が届いたお客様か
ら、届出はしているはずであるとのお電話を
いただき、事務センターから関係届を取り寄
せ確認しましたところ、事務所で入力処理を
行っていた健康保険被扶養者異動届の３枚
目の第３号関係の届書が処理されていない
ことが判明しました。

235名 過徴収 118,410

○すぐに入力処理を行ない、該当する
お客様には、「国民年金第３号被保険
者資格該当通知書」とともに、事務処
理が遅れたことに対するお詫びのお
手紙を送付しました。
○この２３５件以外に持ち帰っている
書類がないことを、再度担当者に確認
しました。
○処理の遅れにより還付が発生した６
名のお客様につきましては、お客様あ
てに還付請求書を送付しました。
○６名のお客様より還付請求書を受理
しました。

○健康保険被扶養者届等の入力処理担当
職員に、届書に一緒になっている国民年金
第３号被保険者関係の届書の回付漏れ等で
保留分の書類がないか確認しましたところ、
記載内容を確認してから回付するつもりで保
留している書類があったが、件数が多くなり
処理が出来なくなり、自宅に書類を持ち帰っ
ていたとの報告がありました。
○通常は事務センターでの入力となります
が、窓口に来所され、資格証明を申請された
場合に、関係届書の入力を即時に行い、そ
の後、第３号関係届書は国民年金課に処理
を依頼することになっていますが、第３号関
係の届書を審査してから回付しようとして、判

47

国民年金
第３号被
保険者関
係届書の
未処理に
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

福岡 東福岡 2010年1月12日～
2010年5月28日

48

申請免除
の未処理
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

長崎 諫早 2007年7月3日 2010年8月31日

○事務所のレイアウト変更時に、キャビネット
に収納してあった免除申請書の返戻綴りを
確認していましたところ、Ａ様ご夫妻に係る未
処理の免除申請書２件(平成１９年度受付）を
発見しました。

○完結となっている返戻文書に免除申請書
の原本がついていましたため、不審に思い確
認してみますと、当該申請期間が免除になっ
ていないことが判明しました。
○返戻文書はA様に平成１８年度免除申請
書と一緒に提出をお願いするような内容に
なっていましたが、返戻文書（控え）に原本が
ついたままとなっており、当時の担当者が原
本を返戻したと誤認したままファイルに綴じこ
んだものと考えられます。

2名 ― 0

○市役所にＡ様ご夫妻の所得照会を
行いました。
○担当課長からＡ様に電話し、経過説
明のうえ未処理となっていたことにつ
いてお詫びしました。また、所得照会
の結果、全額免除（特例）に該当され
ており、処理が完了次第、承認通知書
をご自宅あてに送付させていただくこ
とを説明しましたところ、今回の件につ
いて了承を得ました。

○課内会議において当該事案を説明
し、処理遅れや処理漏れ防止のため
最善の注意を払うとともに日頃から身
の回りの整理整頓を行うよう周知徹底
を図りました。

内部

係の届書を審査してから回付しようとして、判
断できず、未処理のままになってしまったも
のです。

49

第３号被
保険者種
別変更届
の未処理
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄 石垣
2009年11月26日
2009年12月17日
2009年12月21日

2010年9月7日

○事務所内の点検をしていましたところ、第３
号被保険者種別変更届の未処理分を保管し
ている場所とは別の場所から発見し、第３号
被保険者種別変更届の未処理が判明しまし
た。

○第３号被保険者種別変更届を受付けた当
時においては第３号被保険者のままで第１号
被保険者への種別変更届が未提出のため、
第３号被保険者への処理が出来ませんでし
た。そのため、当時の担当者は第１号被保険
者への種別変更届提出を促すため届書の様
式を被保険者様あてに送付しました。
○担当者が異動し、その後を引継いだ職員
も異動になり、未処理の件については後任へ
の引継が十分にされていませんでした。

3名 ― 0

○担当課長が２名のお客様宅を訪問
し、お詫びのうえ、説明し、了承を得ま
した。
○もう１名のお客様は来所されました
ので、お詫びのうえ、説明し、了承を得
ました。

○管理者に対し、指導書を交付し再発
防止を図るとともに、全職員を集め、
今回の事象について経過説明を行
い、未処理書類の管理について徹底
を図ることとしました。

内部

14



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○課内で今後は疑重複調査票に資格
記録のハードコピーを添付して決裁
し、複数名で加入がチェックできるよう
申し合わせました。

外部

○市役所より「ご本人様より国民年金記録に
ついて照会があったが記録が見当たらない」
との電話による問合せがありました。
○調査しましたところ、２０歳到達時におい
て、職権による資格取得がされていないこと
が判明しました。

2名 ― 0

○国民年金課長が２名のお客様に電
話し、お詫びのうえ、資格取得の遡及
と時効によりご納付いただけない期間
があることにつきまして、了承を得まし
た。
○資格取得及び納付書作成処理を行
いました。

○お客様は２０歳到達前に厚生年金保険に
加入されており、２０歳到達予定疑重複調査
対象者一覧表が出力され、氏名・生年月日
が一致し、住所も市役所への照会で確認で
きたため同一人と判断し、疑重複調査票によ
る処理が行われましたが、引続きメッセージ
に従い国民年金資格取得(付番済）入力（職
権適用）をすべきところ、入力を漏らしてし
まったものです。
○また、処理後の疑重複調査票の決裁時に
も、資格所得処理の有無は確認されません
でした。
○同様の事案がないか調査しましたところ、
もう１件判明しました。

50

２０歳職権
適用漏れ
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

富山 砺波 2007年11月30日 2010年8月11日

51

口座振替
における
入力誤り
について

入
力
誤
り

千葉
事務
センター

2010年5月18日 2010年7月21日

○松戸年金事務所口座振替担当者が、口座
振替不能調査一覧表の調査をしましたとこ
ろ、事務センターで入力処理を行った分のな
かに、１件入力誤りのあることが判明しまし
た。

○口座振替申出書を入力の際に、口座名義
人を誤って入力しました。
○また、その後の処理結果リストのチェック
確認時においても、発見することができませ
んでした。

1名 過徴収 100

○事務センター口座振替担当よりお客
様へ電話連絡し、お詫びのうえ、説明
しました。その結果、「口座振替の割
引は間に合うところからで差し支えな
い」とのお申出をいただき、口座振替
のできなかった平成２２年５月、６月分
については納付書で納付をご了承い
ただきました。
○平成２２年５月、６月分の納付を確
認しました。

○事象を職員に周知するとともに、誤
入力防止及び複数による処理結果リ
ストの点検の徹底と委託業者への再
徹底を指示しました。

内部

もう１件判明しました。

52

国民年金
第３号被
保険者住
所変更の
入力誤り
について

入
力
誤
り

沖縄 那覇 2009年7月17日 2010年8月24日

○お客様から、配偶者様のねんきん定期便
が届かないとのお問い合わせの電話があり
ました。
○確認しましたところ、国民年金第３号被保
険者住所変更処理において入力ミスがあっ
たため、住所相違で「ねんきん定期便」が未
送達となっていたことが判明しました。

○住所変更届に基づき、住所を入力した際
に番地を誤って入力したものです。
○このことにより、ねんきん定期便が誤った
住所のまま作成され、ご本人様あて送付され
ましたが、未送達となったものです。
○また、決裁においても担当者複数による入
力チェックを行っていましたが、誤入力に気
がつかなかったことによるものです。

1名 ― 0

○担当者が年金記録回答票を持参の
うえ、訪問し、お詫びと年金記録の説
明をする旨を申出ましたが、ねんきん
定期便の正式な書類でなければいら
ないとのことで、正式なねんきん定期
便の発送まで４ヶ月程度時間を要する
旨を説明しました。
○正しい住所に訂正をしました。

○課内朝礼において、事象説明のう
え、入力担当者及び相互チェック者に
対し、入力にかかるチェックポイントを
確実に行うよう指示しました。

外部

国民年金
第３号被
保険者に
かかる入
力誤りに
ついて

入
力 事務

○事業所事務担当者様より、「提出した第３
号該当届の氏名が間違っているとの申出が
従業員よりあったので、確認をしてほしい」と
の電話連絡がありました。
○確認しましたところ、当該届書に必要のな
い氏名訂正入力を処理したとの表示があり

○処理日のリストを確認しましたところ、１つ
手前の届書に記載された届出者の姓に訂正
入力がされており、入力時に姓を勘違いして
不要な入力を行ったものと推測され、その後
の入力結果確認においても発見できなかっ
たものと考えられます

○担当者が事業所事務担当者様へ入
力誤りであることをお詫びし、了承を得
ました。
○担当者が当該被保険者様へ電話連
絡し、お詫びのうえ、説明し、訂正後の
記録送付をすることで了承を得まし

○国年グループ内において、事象に
基づいて注意喚起を行うとともに、漫
然と処理をこなすのではなく、入力に
おいても処理結果確認においても集
中力と注意力を途切らせることなく処
理に当たるよう指示しました53 ついて 力

誤
り

滋賀
事務
センター

2010年2月3日 2010年9月3日
い氏名訂正入力を処理したとの表示があり、
入力誤りであることが判明しました。

たものと考えられます。 1名 ― 0
記録送付をすることで了承を得まし
た。
○訂正後の記録送付を当該被保険者
様へ送付しました。

理に当たるよう指示しました。
外部

15



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
原因

外部2010年7月28日

○渋谷年金事務所より電話があり、来所され
たお客様が印字位置のずれた国民年金保険
料免除・納付猶予承認通知書をお持ちになら
れたが、被保険者ファイルには却下の記録し
か入っていないとの連絡を受けました。
○当該通知書の写しを取り寄せて確認しまし
たところ、印字されている内容は、平成２１年
５月作成の国民年金保険料免除・納付猶予
却下通知書に記載すべき内容であったこと
が判明しました。

7名

○受託業者が国民年金保険料免除・納付猶
予却下通知書を印字する際に、プリンタに却
下通知書の用紙をセットすべきところ、誤って
承認通知書の用紙をセットしたものと思われ
ます。そのため、承認通知書の用紙に却下
通知の内容が印字されてしまい、印字位置も
プレ印字された項目と重なっていましたが、
見落としてしまい、そのままハガキを圧着して
しまったものと思われます。
○東京事務センターの職員は、受託業者か
ら納品を受けた際、承認通知書の用紙が使
用されていることに気がつかず、事務所あて
に送付してしまいました。
○他に、同日に同事務所分として作成した７

2009年5月29日 ― 0

○担当部署の職員に今回の処理誤り
の内容と通知書の相違点を周知し、納
品時には免除・納付猶予申請却下通
知書発行一覧表と却下通知書とを突
合し、却下通知書の差出人欄の囲み
線が有るかのチェックを徹底すること
で、再発防止のための対策を講じまし
た。
○また、現在は別の業者が通知書作
成にあたっていますが、今回のような
誤りを出すことの無いよう、事象の情
報提供を行い確認を徹底することとし
ました。

○却下となった期間を既に納付済の
方１名を除く６名のお客様に対し、通
知書の状況をおたずねする手紙をお
送りしましたところ、３名の方から返信
をいただきました。２名の方は、届いた
のは却下通知書だったというもので、
１名の方は、届いたのは承認通知書
だったというものでした。却下通知書
だったとお答えいただいた２名の方に
は、回答のお礼と納付をお願いする内
容のお手紙をお送りしました。
○返信をいただけなかった３名の方に
対し、電話にて、通知書の状況をおた
ずねしました。３名の方全員が、届い

54

国民年金
保険料免
除・納付猶
予却下通
知書の誤
作成につ
いて

通
知
等
の
作
成
誤

東京
事務
センター

55

国民年金
保険料学
生納付特
例申請書
返戻時の
付箋にか
かる氏名
の相違に
ついて

通
知
等
の
作
成
誤
り

岡山
事務
センター

2010年7月23日 2010年8月12日

○お客様より電話があり、国民年金保険料
学生納付特例申請書が記載内容不備で返
戻されて来たが、添付されている付箋に記載
されている氏名が別人の名前になっていると
のお申出がありました。

○国民年金保険料学生納付特例申請書の
提出があり、内容を審査しましたところ、記載
に不備がありました。申請書に訂正内容を記
載した付箋をつけ、お客様あてに送付しまし
たが、付箋には、氏名・住所・訂正内容の記
載がありますが、氏名を誤って記載し、送付
したものです。

1名 ― 0

○間違えて記載してしまったお客様に
電話連絡し、付箋の記載は間違ってい
ないことを確認しました。
○お申出のありましたお客様あてに電
話し、お詫びのうえ、お客様の返戻書
類に添付した付箋の氏名だけが別人
の方のものになっていた旨を説明し、
了承を得ました。

○返戻についての文書の確認を、複
数人で行うこととしました。

外部

○他に、同日に同事務所分として作成した７
件の通知書も誤った用紙に印字した可能性
が判明しました。

ずねしました。３名の方全員が、届い
たのは却下通知書であると認識してい
るが、通知書は手元に残っていないと
いうお答えでした。お答えいただいた
お礼をするとともに、納付のお願いや
現年度の申請のご案内をしました。

誤
り

り

56

国民年金
保険料誤
納付に係
る対応に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

東京 墨田 2009年4月3日 2010年2月15日

○Ａ会計事務所より、Ｂ様の国民年金保険料
誤納付について電話にて相談がありました。
Ｂ様宅にＣ様の国民年金保険料納付案内書
が届き、Ｂ様がＣ様の納付案内書とは分から
ず誤って納付してしまいました。

○Ｂ様とＣ様の住所が似通っており、郵便局
による誤配が原因と思われます。
○なお、Ｂ様につきましてはクレジットカード
での保険料納付の為、平成21年度国民年金
保険料納付書が発行された事実はありませ
ん。

1名 過徴収 172,800

○Ｃ様と面談し、納付をしていない旨
の確認書を受理しました。
○Ｂ様には、誤納付してしまった国民
年金保険料が還付できるように機構
本部と協議し、後日結果を回答する旨
を説明し、了承を得ました。
○機構本部からの回答により、Ｂ様に
還付請求書を送付しました。
○Ｂ様より還付請求があり、還付支払
の処理をしました。

○定時納付書を郵便局が誤送したた
め、再発の防止を徹底するよう、郵便
局に申し入れました。

外部

合算対象
期間に関
する説

○年金加入期間３００月を満たしたとして来
所されたお客様の年金請求の受付の際、受
給資格 件を満たすため 任意加 被保険

○６５歳以降の国民年金任意加入の特例の
受付の際、受給資格要件を満たすために加
期間 計算 算出する とが きる合算

○お客様へは、合算対象期間の確認
が不十分であったことをお詫びし、６５
歳 降 国民年金保険料 きま

○任意加入の特例の受付の際、受給
資格要件を満たすための合算対象期
間を 籍謄本等 り十分 確認す

57

する説明
誤りについ
て 説

明
誤
り

沖縄 那覇 2001年2月 2010年8月12日

給資格要件を満たすため、任意加入被保険
者の特例により６５歳以降５３月の加入があ
りましたが、昭和６１年３月以前に共済加入
期間のある配偶者に係る合算対象期間の算
入漏れがあり、国民年金の任意加入が無く
ても特別支給の老齢厚生年金の受給資格要
件があることが判明しました。

入期間の計算に算出することができる合算
対象期間、昭和６１年３月以前の被用者年金
制度の加入者の配偶者であった期間に気が
付かず、既に受給期間をみたしているお客様
に対し、任意加入の特例を行い、納付させた
ものです。

1名 過徴収 686,270

歳以降の国民年金保険料につきまし
ては、還付することで了承を得ました。
○お客様相談室長が電話にて、再度
お詫びをし、受給権発生時に遡り年金
の支払があることを説明をしました。

間を戸籍謄本等により十分に確認す
るよう朝礼で周知徹底しました。

外部

16



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○尼崎年金相談センターにおいて任意加入
申出書及び口座振替申出書を受理しました。
受理時に振替方法について窓口担当者Ａが
私が書きますと言いながら、記入せず書類不
備のまま兵庫事務センターへ送付し、結果、
兵庫事務センターより尼崎年金相談センター
へ書類が返戻されました。
○尼崎年金相談センターにおいて書類を受
理した職員Ｂが、ご本人様へ連絡する前に書
類を紛失したことにより口座振替ができな
かったものです。 1名 未徴収 182,100

○尼崎年金相談センターにおいては、
受付時、適正で正確な事務手続きを
行い、書類管理について再度徹底を
はかることとしました。
○また、年金事務所においても、お客
様相談室・国民年金課内朝礼におい
て、当該事象を説明し、再度徹底を行
いました。

外部

○担当者が、ご本人様宅へ訪問し、お
詫びのうえ、経緯について説明しまし
た。紛失している書類については尼崎
年金相談センター、兵庫事務セン
ター、年金事務所で捜索を行うことを
約束しました。
○担当者が、ご本人様宅へ訪問し、書
類については発見に至っていないこと
をお詫びしました。
○ご本人様より、口座振替による前納
額による納付を希望されましたので、
機構本部に協議することで了承を得ま
した。
○機構本部からの回答を受け、ご本

58

国民年金
保険料口
座振替納
付申出書
の紛失に
ついて

受
理
後
の
書
類
管
理

兵庫 尼崎 2010年2月19日 2010年4月28日

○お客様から「国民年金保険料について、１
年前納の口座振替申出を行っているが、振
替予定通知が届かない」との電話照会があり
ました。
○確認しましたところ、国民年金の資格は喪
失したままになっており、国民年金任意加入
申出書及び口座振替申出書が入力されてい
ないことが判明しました。

0

○課内朝礼にて課員に対し、当該事
象を説明し、２０歳到達者等、疑重複
事務処理等にかかる新規付番事務等
に対する確認には、細心な注意を払っ
て事務処理にあたるよう申し合わせま
した。また、他課職員に対しても各課
長を通じ、当該事象を説明し、課員に
周知しました。

内部

○国民年金課長がお客様へ電話にて
お詫びのうえ説明し、旧姓を聴き取り、
他の年金手帳記号番号の有無を確認
しました。
○当事務所にて、新たな基礎年金番
号を設定し、新しい年金手帳と被保険
者記録照会回答票を送付する旨を伝
え、了承を得ました。
○別人のお客様につきましては、別の
基礎年金番号を有しており 今回 厚

59

基礎年金
番号の付
番誤りに
ついて

記
録
訂
正
誤

沖縄 那覇 1997年10月13日 2010年9月10日

○佐賀事務センターより、国民年金第３号被
保険者の記録が別人の基礎年金番号に収
録されている可能性がある旨の連絡を受け
ました。
○調査しました結果、当年金事務所にて基
礎年金番号を付番する際に、同姓同名同生
年月日の別人の厚生年金の手帳記号番号
から付番していたことが判明しました。

○付番の際に、同姓同名同生年月日と同県
在住の事実があったことのみで職歴の確認
をとらないままに同一人と判断し、別人の厚
生年金手帳記号番号に付番したことが原因
と考えられます。

1名 ―

○機構本部からの回答を受け、ご本
人様宅へ赴き、これまでのことを丁重
にお詫びし、口座振替での付加保険
料込み1年前納保険料を現金領収し、
了承を得ました。

理
誤
り

基礎年金番号を有しており、今回、厚
生年金の記録漏れの調査により記録
が判明し、統合後、お客様へ記録判明
の回答をしました。

誤
り

17
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番号

件名
事故
等の
区分
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2010年6月2日

○区役所へＡ様が来庁され、「昨年離婚した
夫名義の口座より前納保険料（１年分）が引
き落としされてしまった。区役所に責任があり
返金してほしい」との強い要請がありました。
（区役所からの連絡で判明しました）

2名 過徴収 43,700

○機構本部へ還付について協議する
こととし、了承を得ました。
○機構本部より「本件は還付すること
はできないものである」との回答があ
り、Ａ様に返答が遅れてしまった旨と、
法令上の誤りはなく、保険料を還付す
ることができないことを伝え、お詫びを
し、了解をいただきました。

60

離婚後に
おける国
民年金保
険料の口
座振替に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 品川 2010年4月30日

○区役所にて離婚に伴い転入の届出と氏名
変更届の届出を行いましたが、国民年金保
険料の納付方法（口座振替者であり、かつ前
夫の口座名義のため、口座振替の辞退手続
き方法）などの説明がなかったことによるもの
です。
○前夫名義の口座から保険料（１年分）を振
替する通知が届いたので、年金事務所へ電
話連絡し、口座振替停止の書類送付の依頼
をした（この時点において、当所による口座
振替の緊急停止の処置は可能であったと思
われる）が納付期日に保険料が引落とされま
した。
○区役所での保険料納付についての説明不

○区役所には、氏名変更の届出が窓
口で行れた際には、納付の案内をす
ることを周知徹底しました。
○口座振替辞退の用紙請求時におい
ては、口座記録の確認をするよう周知
徹底しました。

外部

61

差押えた
国民年金
保険料の
払渡に係
る受領書
の宛名誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 渋川
2010年6月9日
2010年7月15日
2010年7月27日

2010年8月9日

○差押執行した国民年金保険料につきまし
て、徴収職員から収納職員に預り金を払渡
す際、収納職員が徴収職員あてに受領書を
交付すべきところ、誤って被保険者ご本人様
あてに交付してしまったことが、担当職員の
確認により判明しました。

○徴収職員から収納職員に預り金を払渡す
際、「収納事務実施要領」の認識不足によ
り、受領書の宛名を徴収職員名として記入せ
ず、誤って被保険者名として記入し、被保険
者あて交付したものです。

3名 ― 0

○担当職員が３名の被保険者様に電
話連絡し、今回の事象についてお詫び
し、内容説明の上受領書の返付をお
願いしました。
○２名の被保険者様は処分されてお
り、返付できない旨の「確認書」をいた
だきました。１名の被保険者様は保管
されていましたため、ご自宅にお伺い
し、お詫びのうえ、回収しました。

○担当職員及び、収納職員に対し、
「収納事務実施要領」について再度周
知・確認しました。

内部

○区役所での保険料納付についての説明不
足、および当所におけるお客様との電話連
絡時の配慮が足りなかったことが主な要因で
す。

62

国民年金
保険料追
納申込書
の確認誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知 岡崎 2010年7月27日 2010年8月31日

○愛知事務センタ－より、国民年金保険料の
追納に係る過誤納連絡がありました。
○確認しましたところ、お客様が追納申込手
続きに来所の際、誤った納付書をお渡しした
ため、過誤納が発生してしまったことが判明
しました。

○お客様が来所され、追納申込手続きを
行った際、対応した職員による追納可能な学
生納付特例期間の確認誤りにより、一部追
納期間が漏れた申込書をそのまま受付・入
力し、追納納付書をお渡ししてしまいました。 1名 過徴収 171,120

○担当職員がお客様宅を訪問し、お
詫びのうえ、追納納付書をお渡ししま
した。還付請求書を即時受理し、了承
を得ました。

○課内会議において、追納手続きの
事務処理の再周知研修を行い、納付
書等交付時には複数人によるダブル
チェックの実施を指示しました。

内部

63

国民年金
付加保険
を含む納
付書の未
発行につ
いて

確
認
・
決
定
滋賀

事務
センター

2010年4月28日 2010年9月2日

○お客様より、「国民年金付加保険料納付申
出書を提出しているが、定額保険料の納付
書しか送付されず、付加保険料を納付するこ
とができなかった」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、付加保険料納付書が
発行されていないまま送付したことが判明し
ました。

○国民年金付加保険料納付申出書および国
民年金保険料クレジットカード納付申出書の
両方の入力処理を行ったことに気付かず、付
加保険料納付書発行の対応が行えなかった
ことが原因です。

1名 未徴収 400

○彦根事務所担当課より今回の事象
についてお詫びと説明を行い、ご本人
様の了承を得ました。

○事務センター内において、事象に基
づいて注意喚起を行いました。

外部

誤
り

ました。

64

ねんきん
特別便に
よる記録
統合に伴
う資格記
録訂正誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

山口 宇部 2008年10月8日 2010年7月23日

○機構本部より老齢年金の受給権がないと
して再裁定書類が返戻されました。
○受給資格期間を確認しましたところ、厚生
年金の被保険者記録が２３ヵ月判明したこと
により、国民年金保険料を還付していました
が、その還付について誤りが判明しました。

○厚生年金の被保険者期間と合算対象期間
が重複しているため、国民年金保険料の還
付は１９ヶ月分とすべきところ、厚生年金記録
判明の段階において、該当受給権者の合算
対象期間を見落としたものと思われ、国民年
金保険料２３ヵ月分を還付してしまったことが
原因です。

1名 誤還付 47,150

○国民年金課長がお客様宅を訪問
し、今回の事象を説明しお詫びをしま
した。返納金の納入告知書を送付する
ことで了承を得ました。
○記録補正を行いました。
○納入告知書をお客様あてに送付及
び納付依頼をしました。

○国民年金課において、課内朝礼時
に合算対象期間について再度周知
し、記録補正など受給権に関係する処
理等は再度複数人で確認するよう徹
底しました。

内部

18
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65

国民年金
任意加入
の喪失予
定年月日
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

千葉 佐原 2007年4月27日 2010年8月17日

○事務所にて「６５歳未満喪失予定年月日到
達者リスト」を確認していた際、任意加入の
喪失年月日が誤っていることに担当職員が
気付き、入力誤りが判明しました。

○お客様が市役所で任意加入手続きをされ
た際、窓口担当者が加入可能な月数の計算
を誤り、誤った喪失予定年月日を任意加入
申出書に記入しました。
○厚生年金の加入期間のうち、２０歳前の期
間を含めたまま４８０月に達するまでの月数
を計算したことにより、「喪失予定年月日」を
誤ったものと考えられます。また旧社会保険
事務所においても、誤りに気づくことなく事務
処理が行われ、決裁がされていました。

1名 未徴収 182,100

○担当課長がお客様に電話にてお詫
びのうえ、説明しました。機構本部に、
付加保険料含め１年前納金額を現金
領収証書にて領収できるように協議を
することで了承を得ました。
○機構本部からの回答により、付加保
険料含め１年前納金額を現金領収証
書にて領収し、了承を得ました。

○入力確認は入力者以外の者が行
い、内容確認は課長が再チェックする
ように改めました。

内部

国民年金 ○府中年金事務所にお客様が来所され 「国 ○ご夫妻ともに退職による特例申請をし お ○府中年金事務所窓 におい 職 ○今回の事案を担当グ プ全員に

66

国民年金
保険料免
除・納付猶
予申請書
の審査誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務
センター

2010年8月23日 2010年9月13日

○府中年金事務所にお客様が来所され、「国
民年金保険料免除・納付猶予申請書の審査
結果について、平成２１年分は全額免除で承
認されているのに、平成２２年度分は半額免
除の承認通知が届いたので、誤っているの
ではないか」とのお問合わせがありました。
○確認しましたところ、ご夫妻様ともに退職に
よる特例として全額免除で承認すべきとこ
ろ、半額免除と決定していることが判明しまし
た。

○ご夫妻ともに退職による特例申請をしてお
り、必要な書類も添付されていましたが、ご
主人様分の「事業主様による退職証明およ
び市民税・県民税課税明細書」を見落とした
ものと思われ、特例の全額免除として承認す
べきところ、一般申請として所得審査を行っ
たために、半額免除として決定してしまいまし
た。

2名 ― 0

○府中年金事務所窓口において、職
員がお客様にお詫びと説明を行い、了
承を得ました。
○正しい通知書を作成し、年金事務所
経由でお客様に送付しました。

○今回の事案を担当グループ全員に
周知し、審査段階の１次チェックにお
いて、申請書に添付された書類の確
認を確実に行なうこと、２次チェックの
際にも再度添付書類の確認を徹底す
ることで再発防止のための措置を講じ
ました。 外部

国民年金
保険料免
除申請の
承認期間 確

○江東年金事務所より、国民年金保険料免
除・納付猶予申請書の審査結果が誤ってい
るのではないかとの連絡がありました。
○確認しましたところ、半額免除と決定すべ

○お客様からの免除申請書は、一般の申請
であり、失業等の事実の確認できる書類は
添付されていなかったので、前年所得により
半額免除とすべきでしたが、所得審査の際に

○誤った全額免除の決定を取消し、正
しい半額免除の決定をし、入力処理を
行いました。
○江東年金事務所の担当者がお客様

○担当グループの全員に対し、今回
の処理誤り事案を周知し、審査時の添
付書類の確認を徹底することで再発
防止のための措置を講じました。

67

承認期間
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京
事務
センター

2010年8月23日 2010年9月13日

○確認しましたところ、半額免除と決定す
きところ、誤って全額免除と決定されていまし
た。

半額免除とす きでしたが、所得審査の際に
失業による特例申請であると誤認してしま
い、全額免除の決定をしてしまいました。

1名 ― 0

○江東年金事務所の担当者がお客様
にお詫びしたうえ、説明し、書面での
お詫びと承認通知書を送付し、誤った
承認通知書を返却していただくことで
了承を得ました。
○お詫びの手紙と承認通知書を送付
しました。後日、誤った承認通知書が
返送されました。

防止のための措置を講じました。

内部

68

国民年金
保険料の
免除勧奨
の誤処理
について

確
認
・
決
定
誤

佐賀 佐賀 2010年9月16日 2010年9月17日

○お客様より、「納付期限内に保険料を納付
をしたが自宅に免除勧奨が届いた」とのお電
話をいただきました。
○確認しましたところ、平成２２年７月分納期
限内保険料納付者に対し、誤って免除勧奨
文を送付したことが判明しました。

○佐賀年金事務所独自対策として平成２２年
７月以前に未納があり、全額免除・納付猶予
非該当かつ平成２１年４月以降に加入した被
保険者様に対し、「失業特例免除対象者」の
免除勧奨を行いました。
○発送準備に１週間かかりましたが、国民年
金課長が発送前に納付記録の最終確認を行
わないまま発送したため生じたものです

3名 ― 0

○国民年金課長がお客様宅に訪問
し、お詫びのうえ、詳しい経過と今回
の案内の趣旨を説明し、お詫びの手
紙を手渡し、了承を得ました。
○他の２名のお客様につきましては、
担当者が電話し、お詫びのうえ、説明
し、了承を得ました。

○データ抽出において、納期限納付
入力完了を確認した上で発送準備を
行うこととしました。

外部

誤
り

わないまま発送したため生じたものです。

69

国民年金
保険料の
二重還付
について

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 春日部 2010年1月21日 2010年2月16日

○お客様より「国民年金保険料の還付につ
いて銀行へ確認したところ、２回に渡り振り込
まれた」と電話がありました。
○処理状況を確認しましたところ、２度に渡り
還付処理を行っていたことが判明しました。

○還付処理（エクセル入力）について、前担
当者が処理したものを未処理として引継ぎを
行ったため、現担当者が再度入力処理を
行ってしまったものです。
○また、機構発足の切り替え時期のシステム
の関係でエラーにはならず、２回とも振り込
み処理が行われたことによるものです。

24名 誤還付 378,480

○20名のお客様へは訪問のうえお詫
びをし、事象を説明し、了解いただき、
返納していただきました。
○１名のお客様につきましては、取消
処理をしました。
○３名のお客様に対しましては、引き
続き対応していきます。

○３重チェックを行い、受付簿等細かく
状況を入力することとしました。
○また、現在還付支払いに関しまして
は、事務センターで行っていますの
で、同じ誤りのない様、引き継ぎ漏れ
のないよう、進めていきます。

外部

19



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

48名 誤還付 2,773,120

○エクセルシートのデータを機構本部
に報告し、還付金支払い依頼する事
務処理方法は変更されているため、同
様の事態は今後発生しません。

外部

○４８名のお客様に対して状況説明を
行うため、取り急ぎ電話連絡を実施
し、２５名のお客様にお詫びのうえ説
明し、返納が生じることを含め了解を
得ました。
○電話連絡の取れなかった方を含め
全てのお客様に、状況説明およびお
詫びの手紙を送付しました。
○返納金納入告知書を全員に送付し
ました。
○１名のお客様より分割納入の申し出
があり、一部納付をご自宅へ伺い受領
し、申出書を受理しました。
○平成２２年９月末現在、３７名のお客

70

国民年金
保険料還
付金の二
重振込み
について

確
認
・
決
定
誤

東京 池袋 2010年2月9日 2010年3月8日

○お客様より「保険料還付金が２回支払われ
ていると思われる」とのお問い合わせをいた
だき、国民年金保険料還付金の二重振込み
が判明しました。

○国民年金保険料還付金支払業務は、支払
データをエクセルファイルにて作成し、機構
本部指定の期日までに報告することとされて
いましたが、報告の際に新たに作成した支払
いデータのファイルを報告（添付）すべきとこ
ろ、すでに報告済のファイルを誤って再度報
告（添付）してしまったため、同一内容の還付
金が２度支払いされる結果となったもので
す。

71

国民年金
保険料還
付金の過
払いにつ
いて

確
認
・
決
定
岡山

事務
センター

2010年2月1日 2010年2月5日

○津山年金事務所に国民年金保険料還付
金の請求を行なったＡ様から、「還付金額が
２回にわたり入金されている」との連絡をいた
だきました。
○岡山事務センターにおいて調査しましたと
ころ、Ａ様を含め、４６名のお客様（５１件）の
還付金が重複して支払われている可能性が
あることが判明しました。

○連絡をいただいたＡ様を含め４６様の「保
険料還付金請求書入力表」を平成２２年１月
１２日に登録しました。
○しかし、平成２２年１月１８日に他の請求者
（４４名のお客様）の「保険料還付金請求書入
力表」を登録しましたが、そのデータが何らか
の理由により平成２２年１月１２日のＡ様を含
めた４６名のお客様（５１件）の「保険料還付

46名
(51件)
誤還付 2,942,990

○１名のお客様は２回目の送金を受け
取っていないことが判明したため、送
金の取消手続を依頼しました。
○４５名のお客様に対し、お詫びの手
紙とともに納付書を発送しました。
○平成２２年９月末現在、未回収の７
件につきましては、今後、管轄の年金
事務所において、返納金として訪問・

○今回の誤りの原因は不明ですが、
判明以後、データの登録は必ず２名で
行うように改めました。

外部

○平成２２年９月末現在、３７名のお客
様の納付を確認しました。
○1名のお客様は分割納付中につき
引き続き納付管理を行う事とし、未返
納の１０名について、金額の大きい場
合には引き続き分割納付を含め対応
していくこととします。

誤
り

定
誤
り

あることが判明しました。 めた４６名のお客様（５１件）の「保険料還付
金請求書入力表」の登録となり、重複して支
払われたものです。

事務所において、返納金として訪問
文書・電話等で督励し、回収に努めま
す。

○お客様が金融機関に来店され、以前提出
した国民年金保険料口座振替申出書につい
て１年分を一括して引き落としをする申出をし
ているが、振替がされていないとの相談をさ
れました。
○金融機関から木更津年金事務所に電話に
て申出書の経過について問い合わせが入
り、申出書を確認したところ、日本年金機構
ホームページよりダウンロードされた申出書
であり、すでに金融機関確認印は押印されて
いましたが、本来は、申込書原本を一度金融
機関に送付し 金融機関よりその写しの送付

○担当職員がお客様と電話にて、お
詫びのうえ、経過を説明しました。年
金事務所の窓口に提出した際、口座
振替は問題なく実施されることの説明
を受けた、自分には不手際はなかった
ことから口座振替による１年前納と同
額の納付が出来るようにとのお申出が
ありました。また、今後について早急な
対応を希望されました。
○機構本部と協議の結果、担当課長
と職員がお客様宅を訪問し、再度お詫
びのうえ 経過を説明しました 納付に

国民年金
保険料口
座振替申
出書の事
務処理誤
り及び口
座振替不
能の事象
について

確
認
・

○お客様より木更津年金事務所に電話で問
い合わせがあり、日本年金機構のホーム
ページより出力した口座振替申出書につい
ては、金融機関窓口では受付できないもの
を、金融機関において使用できると誤った説
明をしました。
○お客様が木更津年金事務所窓口に申出
書を持参されましたが、金融機関の確認印
のある口座振替申出書は、すでに金融機関
において口座振替申出の登録をしていること
と認識していたため、そのまま受付しました。
木更津年金事務所から金融機関あてに改め

○課内会議において、当該事象を説
明し、お客様からの問い合わせに的確
に対応するよう申し合わせました。

機関に送付し、金融機関よりその写しの送付
を受けてから、オンラインシステムに登録す
べきものであったことが判明しました。

びのうえ、経過を説明しました。納付に
ついては、納付書により過去分の定額
納付と６月からの前納で納付いただけ
ることとなり、前納納付書を手渡しまし
た。
○納付書にて金融機関より納付いた
だいたことを確認しました。

72
・
決
定
誤
り

千葉 木更津 2010年4月30日 2010年6月3日 1名
木更津年金事務所から金融機関あてに改め
て口座振替申込書は送付せず、オンラインシ
ステムへの入力を行いました。金融機関で
は、申出書の送付が無いため、口座振替契
約済みの状態となっていませんでした。

未徴収 192,060 外部

20



整理
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73

国民年金
保険料口
座振替不
能に係る
入力誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 葛飾 2010年6月1日

○お客様から、「口座振替により早割（1ヶ月
前納）を行っているのに納付書が届いた」と
の電話によるお申出がありました。
○確認しましたところ、平成２２年６月で口座
振替が終了となっているために納付書が作
成されたこと、平成２２年６月分以降の口座
振替依頼が行われていないことが判明しまし
た。

○お客様から、第３号被保険者該当届（特
例）の提出があり、当所において平成２２年６
月1日に入力処理を行いました。この処理の
過程で、第３号への種別変更を入力した際
に、オンライン上、変更日以降の期間が一時
的に第３号期間になり、口座振替の終了記
録が自動で入ってしまいました。同日中に第
１号への種別変更記録の入力も行いました
が、口座振替の終了記録は自動で訂正され
ないため、当所において口座振替終了記録
の削除入力を行うべきところでしたが、入力
しなかったことによるものです。

1名 未徴収 45,150

○電話によるお申出時に、お客様に
説明し、お詫びしました。お客様は口
座振替早割による保険料額での納付
を希望されましたため、機構本部と協
議のうえ、結果をお知らせすることで
了承を得ました。
○機構本部からの回答により、お客様
宅を訪問し、再度お詫びのうえ、口座
振替早割による保険料額で領収し、了
承を得ました。

○課内会議を行い、今回の事象につ
いて説明し、種別変更の処理後に必
ず口座振替情報を確認するよう注意
喚起を行いました。

外部2010年8月3日

74

国民年金
付加保険
料納付申
出書の未
処理につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

愛知 大曽根 2010年4月19日 2010年8月11日

○区役所にて受付しました国民年金付加保
険料納付申出書の進達漏れがあったため
に、付加保険料が加算されていないことが判
明しました。

○区役所にて国民年金関係書類を進達する
際、チェックが不十分であったため生じたもの
です。

1名 未徴収 800

○担当課長がご本人様に電話にて、
今回の事象を説明し、納付できなかっ
た国民年金付加保険料の取扱いにつ
いて、機構本部と協議のうえ連絡する
旨を説明し、了承を得ました。
○機構本部と協議の結果、付加保険
料を含めた保険料を徴収しても差し支
えないとの回答を得たため、ご本人様
に電話にて連絡し、現金領収し、了承
を得ました。

○区役所担当課に、書類進達時に複
数人によるチェックを必ず行うよう依頼
しました。

外部

○お客様から、ご夫妻分の国民年金付加保
険料を納付したいとのお問い合わせがありま
したが、既に納付期限が経過していることを
説明しました。

○国民年金異動報告書の処理が滞留してい
たため、古い受付から順番に入力処理を行っ
ており、業務処理の遅延から当該国民年金
付加保険料納付申出書の処理も遅れ ４月

○国民年金付加保険料納付申出書の
受付処理簿に処理日を入力して、処
理状況の確認ができるようにしまし
た。

○担当者がお客様に電話にてお詫び
し、説明しました。国民年金付加保険
料の納付につきまして、機構本部へ協
議することで了承を得ました。

国民年金
付加保険
料納付申
出書の処

免除申請
書の処理
遅延につ
いて

未
処
理

○一般文書を共同倉庫へ搬出するため整理
していましたところ、平成２０年度分の免除申
請書及び学生納付特例申請書につきまし
て、管轄外への転出者のため入力依頼が必
要な申請書が、そのまま編纂してあることが

○内容を審査し、集信を事務センターで行
い、エラーとなった分は事務所に返戻し、事
務所で補正入力をしていましたところ、返戻さ
れてきた申請書は職員が受付け、申請書に
「転出者のためエラー」の付箋が付いていた

○管轄事務センターへ入力依頼を行
いました。
○担当者が２名のお客様に電話し、お
詫びのうえ、今回の事象について説明
し、承認通知書を送付することで了承

○朝礼時に今回の事象について職員
に周知しました。現在免除申請書は事
務センター処理となっていますが、処
理済の申請書は事務所保管となるた
め、事務所に回付されてきたときは内

外部静岡
事務
センター

2010年6月8日 2010年7月2日

説明しました。
○調査しましたところ、静岡事務センターで４
月に受付して、６月に入力処理を行っていま
した。本来、その時点で４月分について納付
期限を経過してしまっていたことに気づくべき
でした。

付加保険料納付申出書の処理も遅れ、４月
分の納付期限を経過してしまいました。
○同様の業務処理遅延により納付期限を経
過してしまった事例が他に１２件ありました。

14名 未徴収 5,600

た。
○国民年金付加保険料納付申出書
は、納付書作成スケジュールや納付
期限を考慮して、優先的に処理するこ
ととしました。
○処理遅延によって納付期限が経過
することがないよう、定期的に処理状
況を確認することとしました。

議することで了承を得ました。
○機構本部と協議の結果、担当者が
お客様宅を訪ね、再度お詫びのうえ、
４月分付加保険料を領収し、了承を得
ました。
○同様事例の１２名のお客様には、電
話にてお詫びのうえ、説明を行い、５
月分からの付加保険料の納付開始で
よいとのお申出をいただき、了承を得
ました。

75

出書の処
理遅延に
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

76
・
処
理
遅
延

熊本 熊本西 2009年6月12日
2009年6月29日

2010年9月8日 判明しました。 にもかかわらず、担当職員に渡さずにそのま
ま編纂してしまったものと思われます。編纂
の際の確認が不十分であったことが原因で
す。

2名 ― 0 を得ました。
○免除申請記録の入力を確認し、承
認通知書を送付しました。

容の確認をすることを徹底しました。 内部

21
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77

第三者委
員会あっ
せん後の
国民年金
還付請求
書の未送
付につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 川越 2010年4月6日 2010年8月10日

○特別監査時において第三者委員会あっせ
ん後の関係書類を確認しましたところ、国民
年金保険料還付請求書が未送付となってい
ることが判明しました。

○第三者委員会よりあっせんのあった方に
本来、国民年金還付請求書を送付すべきと
ころ、決裁後、関係書類とともに国民年金還
付請求書を保管してしまったため未送付と
なってしまいました。
○原因は決裁後にお客様へ送付するものが
ないか確認せずに関係書類を保管したため
です。

1名 過徴収 89,600

○担当者がお客様に電話にてお詫び
のうえ、経過を説明しました。還付請
求書を送付することで了承を得まし
た。
○還付請求書を送付しました。

○決裁終了後、書類を保管する際は
担当者を含め２人以上で関係書類の
中にお客様へ送付するものが残って
いないかチェックを徹底しました。

内部

○担当者がご本人様へ連絡し、お詫
びのうえ、説明をし、次回の口座振替
より、早割の保険料で行うことで了承

○二通り以上の判断ができる表示が
あった申請書について本人確認を行う
ようグループ内に周知徹底しました。

国民年金
第３号被
保険者に

○お客様より、「口座振替(早割前納)の申し
込みをしたが、引き落としが行われていない」
との連絡がありました。

○毎月納付（当月振替）が新設される以前の
様式（「当月末振替」表示が無い様式）が回
収・訂正されないまま金融機関等に備え付け

○お客様が来所された際に、既に付
加保険料は納期限が経過し、納付す
ることができない旨を説明しましたとこ
ろ、「納付書が届かず付加保険料の納
付機会を失ったことに納得できない。
責任者からの謝罪文書送付と 納付

○ダブルチェックの徹底をグループ内
に周知しました。

○お客様より、「１年前納用の付加保険料の
納付書は送付されたが、各月用の納付書が
送付されてこない」との問い合わせがありま
した。
○確認しましたところ、事務センターで各月
分の納付書を作成していなか た とが判明

○資格取得の登録と付加保険料の登録を行
い、前納期限が迫っていたことから、機構本
部一括発送を抑止し、事務センターで納付書
作成した際に、各月分の納付書（１２枚）を作
成せずに、前納納付書のみを送付し、処理を
完結していました

納付書作
成漏れに
ついて

1名 過徴収 100

より、早割の保険料で行うことで了承
を得ました。

ようグル プ内に周知徹底しました。

外部78

保険者に
かかる入
力誤りに
ついて 入

力
誤
り

埼玉
事務
センター

2010年8月2日 2010年9月10日

との連絡がありました。
○確認しましたところ、口座振替納付申出書
の入力誤りが判明しました。

収 訂正されないまま金融機関等に備え付け
られており、その様式を使用したお客さまが、
毎月納付（当月振替）を希望する旨を手書き
で記入し申請が行われました。
○記載された意思表示がわかりづらかった
にもかかわらず、お客様に確認をせず、担当
者の判断で処理したことにより生じたもので
す。
○また、一次・二次チェックが行われた際に
は、お客様に確認が行われたものだと判断
し、誤りが発見できませんでした。

国民年金
保険料納
付書の作 通

○国民年金保険料納付書について、付加保
険料を含んでいない、前納による割引額を差
し引いた金額で作成していなかったことがお

○お客様相談室国民年金窓口にて納付書作
成のお申出をされ、お客様相談室職員より国
民年金課職員に引き継がれましたが 前納

○お客様が来所された際に、お詫び
のうえ、説明し、時効により納付できな
い付加保険料について機構本部と協

○課内会議にて事象を説明し、納付
書作成時の入力時・処理結果リストの
点検時・発送時などの点検を充分行う

責任者からの謝罪文書送付と、納付
することができなくなってしまった付加
保険料を納付させてほしい」とのお話
がありました。
○機構本部と協議を行い、その回答に
よって対応することとし、お詫びの手紙
を送付しました。
○機構本部からの回答により、職員が
お客様宅を訪問し、お詫びのうえ、付
加保険料を受領しました。

外部2010年7月13日

分の納付書を作成していなかったことが判明
しました。

完結していました。
○また、1次チェック、2次チェックの際にも納
付書の未作成を発見できなかったものです。

1名 未徴収 80079

通
知
等
の
作
成
誤
り

埼玉
事務
センター

2010年4月12日

80

付書の作
成誤りに
ついて

通
知
等
の
作
成
誤
り

兵庫 加古川 2010年5月11日 2010年7月20日

し引いた金額で作成していなかったことがお
客様のお申出により判明しました。

民年金課職員に引き継がれましたが、前納
希望等の伝達確認が十分でなく、国民年金
課職員は付加保険料納付申出者であること
に気づかず納付書を作成しました。
○また、処理結果リストの点検時にも誤りに
気づかず、発送していました。

1名 未徴収 1,640

い付加保険料について機構本部と協
議のうえ回答することで了承を得まし
た。
○機構本部からの回答により、職員が
お客様宅へ赴き、あらためてお詫びの
うえ、付加保険料を領収し、了承を得
ました。

点検時・発送時などの点検を充分行う
よう指示しました。納付書発行機には
注意喚起シールを貼付しました。

外部

22
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81

国民年金
保険料ク
レジット
カード納付
開始通知
書の使用
誤りについ
て

通
知
等
の
作
成
誤
り

島根
事務
センター

2010年4月6日～
2010年7月20日

2010年8月2日

○出雲年金事務所に国民年金保険料クレ
ジットカード納付開始（変更）・辞退通知書を
送付したお客様から、通知書に平成２１年度
の国民年金保険料額が表記されていると申
出がありました。
○確認しましたところ、お申出のとおり、平成
２１年度分の国民年金保険料額等が記載さ
れている国民年金保険料クレジットカード納
付開始（変更）・辞退通知書を使用しているこ
とが判明しました。

○島根事務センターにおいて当該通知書の
配信取得、発送は共同処理業者に委託して
いますが、平成２２年４月に平成２２年度用の
国民年金保険料クレジットカード納付開始
（変更）・辞退通知書を管理換された際に、共
同処理業者に４月から新たな通知書を使用
するよう指示をしていなかったため、平成２１
年度用の様式により通知していたものです。
○また、発送前の審査においてもチェック漏
れをしていたことによるものです。

145名 ― 0

○お客様に電話により事象を説明した
うえでお詫びをしました。その際に正し
い内容のお知らせをお送りすることを
伝えました。
○また、影響のあった１４５名のお客
様につきまして、お詫びの手紙及び平
成２２年度保険料額に基づく案内の文
書を送付しました。

○国民年金グループ全員に対して当
該事象を説明し、管理換帳票等で様
式の変更があったときは、グループ員
への周知をするとともに、共同処理委
託業者に対しても帳票変更の指示を
行うことを申し合わせました。

外部

国民年金 ○お客様より 厚生年金に加入する予定の ○お客様から 付加保険料込み前納の納付 ○担当者がお客様に納付書の作成誤 ○課内全職員に当該事象を説明し

82

国民年金
付加保険
料納付申
出者に対
する納付
書の作成
誤りについ
て

通
知
等
の
作
成
誤
り

東京 渋谷 2010年4月9日 2010年9月13日

○お客様より、厚生年金に加入する予定の
ため、既に納付している保険料の取扱につい
て付加保険料も含め、お問合わせがありまし
た。
○確認しましたところ、定額保険料での前納
の記録となっていたため、付加保険料込みの
前納納付書が作成されておらず、定額保険
料での前納納付書を作成・送付していたこと
が判明しましました。

○お客様から、付加保険料込み前納の納付
書の送付依頼があり、納付書を作成する際
に、保険料種別を誤って定額保険料の前納
納付書にて、作成・送付してしまったことが原
因です。
○また、複数人によるチェックを漏らしてし
まったことも原因です。 1名 未徴収 4,330

○担当者がお客様に納付書の作成誤
りがあったことをお詫びし、前納の保
険料額にて、付加保険料を領収するこ
とが可能であるか、本部と協議するこ
とで了承を得ました。
○機構本部からの回答を受け、お客
様に来所いただき、前納金額での付
加保険料を現金領収証書にて領収
し、了承を得ました。

○課内全職員に当該事象を説明し、
再交付での納付書作成時において、
複数人による資格記録とのチェックを
徹底するよう周知しました。

外部

83

国民年金
追納勧奨
状発送対
象者の登
録誤りに

通
知
等
の
神奈川 横須賀 2010年9月14日 2010年9月16日

○お客様が来所され、誤って追納勧奨状を
年金受給者様あてに送付していることが判
明しました。

○事務処理計画書により国民年金追納勧奨
状の登録を入力しましたが、登録の際、生年
月日の指定が漏れてしまいました。このため
基礎年金受給者様に勧奨状が発送されてし
まったものです。 10,031

名
― 0

○窓口に来所されたお客様、電話連
絡のあった方にはその場でお詫びし、
了承を得ました。
○国民年金追納勧奨状発行者一覧表
１０，０３１件について全所対応で記録
を確認 追納 きな 受給者様 対

○今後、このような事のないよう登録
内容について２人以上で確認し、資料
を再確認することとしました。

外部83
ついて 作

成
誤
り

神奈川 横須賀 2010年9月14日 2010年9月16日

名
― 0

を確認し、追納できない受給者様に対
して、お詫びの手紙を発送しました。

外部

84

「国民年金
保険料納
付記録の
訂正につ
いて(通
知）」の誤
りについて

通
知
等
の
作
成
誤
り

広島 広島西 2009年10月28日 2010年9月7日

○特別監査により指摘を受け、国民年金納
付記録の訂正についての通知内容の誤りが
判明しました。

○総務大臣によるあっせんのあった者にか
かる記録の訂正についてにより、「国民年金
保険料納付記録の訂正について（通知）」を
作成しましたが、前文の訂正内容を免除され
ていたものと認められ記録を訂正したにもか
かわらず、国民年金保険料を納付していたも
のと認められたと記載しました。
○訂正内容により例文を訂正すべきところ、
訂正せず、理由のみを訂正したため、前文が
訂正理由と相違したものです。

1名 ― 0

○担当者がご本人様へ電話連絡を
し、お詫びのうえ、事情を説明し、訂正
後の文書を送付することで了承を得ま
した。
○お詫びの手紙と訂正後の文書を送
付しました。

○通知文書作成にあたり、２名以上で
読み合わせを行う等、訂正内容と通知
文書の確認を行う事を徹底することと
しました。

内部

85

国民年金
保険料納
付記録の
照会につ
いて（回
答）の誤送
付につい
て

誤
送
付
・
誤
送
信

秋田 秋田 2010年8月24日 2010年8月25日

○国民年金保険料納付記録の照会について
（回答）を受け取ったA様から、別人の回答書
が送付されていると連絡がありました。
○確認しましたところ、封入の際、同姓のB様
の回答書を入れ間違えて発送したことが判
明しました。

○国民年金保険料納付記録の照会について
（回答）を送付する際、職員が被保険者記録
照会回答票を作成し、封入時に同姓の被保
険者の回答書と見誤って封入したためです。
○また、封緘する際、他の職員等により氏名
の確認を行いましたが、急いでいたため、確
認作業を行わずに発送したことによるもので
す。

2名 ― 0

○電話連絡を受けた職員が確認のた
めA様宅を訪問し、誤送付であることを
確認しました。その場でお詫びをし、誤
送付された文書を回収しました。
○職員がB様へ電話連絡しましたとこ
ろ、送付物はまだ見ていないとのこと
でしたため、開封せずにお返ししてい
ただくようお願いしました。

○課内打合せにおいて、当該事象に
ついて説明し、封入・封緘作業は、ど
のような状況であっても２人体制で行
うよう申し合わせました。

外部

23
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○事務センター担当者に対し、エラー
コードによる一覧表が出力された場
合、要領に基づいて年金局に連絡す
ることを厳守するよう周知・徹底しまし
た。

内部

○４つの年金事務所から、お客様が平成２２
年８月６日から１０日までの間に、とあるコン
ビニエンスストアで納付された国民年金保険
料の納付記録が未だ反映されていないとの
連絡が相次いでありました。
○調査しましたところ、コンビニエンスストア
が収納した保険料は、国庫金として入金され
るべきものですが、その入金処理が正常にさ
れていないことが判明しました。
○上記の結果、納付記録の反映が遅延し、
次に挙げる事象が生じました。
○平成２２年８月６日から１０日までの間にか
けて納付された「先の期間の追納保険料」の
記録が反映されず、その後に納付された「後

○コンビニエンスストアが国庫金入金する際
に使用する文書において、金融機関コードの
記載に誤りがありました。
○また、その際に事務センターにて「領収済
通知書入力エラー一覧表」が出力されました
が、事務センターがその後の対応を怠りまし
た。

16,795
名
― 0

○平成２２年９月１６日、年金事務所等
に向けての情報提供をしました。ま
た、平成２２年９月２７日、誤った過誤
納記録の補正・お詫びなどの年金事
務所における対応を指示しました。
○国民年金保険料の納付記録は、事
務センターにて処理し、平成２２年９月
２２日に反映されました。
○コンビニエンスストアには、報告書
の提出を求め、厳重注意をしました。
○平成２２年１０月２７日、日本年金機
構ホームページに、被保険者様に対
するお知らせを掲載しました。86

コンビニエ
ンスストア
で納付さ
れた国民
年金保険
料納付記
録の反映
遅延につ
いて

事
故
等
本部

国民
年金部

2010年8月6日～
2010年8月10日

2010年9月13日

記録が反映されず、その後に納付された「後
の期間の追納保険料」のデータが先に反映
されてしまったため、「後の期間の追納保険
料」が過誤納としてお客様に案内されまし
た。
○平成２２年１１月にお送りする「ねんきん定
期便」について、保険料納付記録が正しく記
載されない場合があります。

等
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87

受付印日
付誤りに
ついて 受

付
時
の
書
類
管
理
誤
り

神奈川 港北 2010年9月3日～
2010年9月6日

2010年9月16日

○お客様様から電話にて、「社会保険審査官
より、審査請求書が９月６日付で提出されて
いるが、期限内（９月３日まで）に提出できな
かった理由を教えて欲しいと連絡があった。
なぜ９月３日付で受付された審査請求書が９
月６日付で社会保険審査官へ送られている
のか教えて欲しい」とのお申出があり、受付
印の日付誤りが判明しました。

○お客様へお渡しする受付控えにつきまし
て、本来、審査請求書の原本に受付印を押
印し、そのコピーをお渡しすべきところ、審査
請求書のコピーに押印してお渡ししてしまっ
たことによるものです。
○翌朝、審査請求書の原本に前日日付の受
付印を押印しなければならないところ、担当
者が押印せずにお客様相談室長の机の上に
審査請求書を置いたため、お客様相談室長
は当日受けと認識し、当日日付の受付印を
押印してしまったことによるものです。

1名 ― 0

○顛末書を社会保険審査官へ提出
し、受付日を９月３日に訂正することの
了承を得て、すぐにお客様にお伝えし
ました。
○お客様が来所され、担当者がお詫
びし、今回の事象について説明し、了
承を得ました。

○相談窓口で受付印を押印する場
合、原本に押印し、そのコピーをお客
様にお渡しすることおよび、前日受け
の届書には、必ず前日日付の受付印
を押印することを、お客様相談室朝礼
で周知徹底しました。

外部

ねんきん ○ねんきん特別便等におい ご本人様の申 ○ねんきん特別便等の事務処理の過程 発 ○ご本人様宅に担当者が訪問し れ ○年金額が減額となるケ に きま

88

ねんきん
特別便に
かかる事
務処理手
順誤りに
ついて

受
付
時
の
書
類
管
理
誤
り

静岡 島田 2010年8月4日 2010年8月31日

○ねんきん特別便等においてご本人様の申
出内容を調査する中、すでに基礎年金番号
に収録されている記録につきまして、紙台帳
の標準報酬月額が、記録管理システムの記
録と相違しており、紙台帳に従えば年金額が
減額になることが判明しましたが、これにつ
き、ご本人様への確認を行わず、減額分の
返納を求めました。

○ねんきん特別便等の事務処理の過程で発
見された紙台帳の記録と、記録管理システム
の記録の相違につき、「ねんきん特別便等を
契機とした記録訂正」の事案として取り扱う
べきところ、単なる事務処理誤りの事案とし
て取り扱ったことが原因です。

1名 ― 0

○ご本人様宅に担当者が訪問し、これ
までの経緯について所長よりお詫びを
しました。事務手続きについて説明を
行い、年金額仮計算書・申出書を提出
いただき、了承を得ました。

○年金額が減額となるケースにつきま
して、本件のような場合には、「ねんき
ん特別便等を契機とした記録訂正」の
事案として取り扱い、所定の年金額仮
計算書・申出書による確認を行うよう、
周知徹底を図りました。

外部

第四種被
保険者期
間の取消
し漏れによ 確

認

○旧台帳（１４６６万件）のお知らせに係る調
査対象者の被保険者記録の確認の過程に
おいて、厚生年金保険の先頭記録から第四
種被保険者期間（６ヵ月）を含めた、被保険者

○本来であれば第四種被保険者期間（６ヵ
月）を取り消すべきところですが、第四種期
間が見落とされ、取り消されずにそのまま再
裁定が行われたとものと推察されます。な

○担当者がお客様に電話にてお詫び
と事情説明を行いましたが、納得され
ませんでした。
○ねんきん特別便等の調査で新たに

○厚生年金保険の記録判明の際は、
第四種被保険者期間の有無を必ず確
認し、再裁定の進達の際も、必ず
チェックを行うよう徹底しました。

89

し漏れによ
る再裁定
誤りについ
て

認
・
決
定
誤
り

東京 足立 1991年 2010年6月24日

種被保険者期間（６ヵ月）を含めた、被保険者
期間の合計月数が２４０ヵ月を越えており、過
去（平成３年）に誤って再裁定が行われてい
ることが判明しました。

裁定が行われたとものと推察されます。な
お、平成２１年３月～４月に旧台調査のため
電話による記録確認を実施しており、その
際、過去の裁定誤りを見落として、判明した
旧台記録を統合しなければ減額はされない
という誤った説明を行っていました。

1名 その他 112,312

○ねんきん特別便等の調査で新たに
記録が見つかったことにより判明した
ものであり、ご本人様の同意なしでは
記録訂正はできないことから、暫く冷
却期間を置きながら説得を続けること
としました。

チ ックを行うよう徹底しました。

内部

○年金受給権者A様の６月支払い分が死亡
保留処理により止められているとの連絡が千
葉事務センターよりありました。
○確認しましたところ、窓口相談において、Ａ
様の配偶者様の死亡による未支給年金請求
書の相談を行った際、誤ってＡ様に死亡保留
処理をしていたことが判明しました。

○受給権者Ａ様の配偶者様の死亡保留処理
をするところ、未支給年金請求書の請求者が
ご子息の氏名となっていた届書を、配偶者様
のＡ様の氏名に訂正した際、誤ってＡ様の基
礎年金番号を付して死亡保留処理を行って
いたためです。
○また、入力結果の確認を怠ったことによる
ものです。

○お客様相談室において、当該事象
を説明し、年金受給権者の死亡届によ
る適正処理の徹底を指示しました。

○Ａ様のご子息に電話連絡し、お詫び
のうえ、今回の事象の説明を行いまし
た。
○千葉事務センターより機構本部の
支払担当に連絡し、死亡保留解除と６
月支払分の早期支払いを依頼し、８月
１３日の支払いができることを確認しま
した。
○Ａ様のご子息とＡ様宅で面談し、今

死亡保留
処理の入
力誤りに
ついて

確
認
・

外部1名 未払い 770,650
回の事務処理誤りについてお詫びす
るとともに、８月の支払いの経過を説
明しました。支払い時期についての納
得は得られませんでした。
○８月１３日年金の遡及支払いとなり
ましたが、Ａ様およびご子息からの特
段の連絡はありません。

90
・
決
定
誤
り

千葉 幕張 2010年5月20日 2010年7月8日
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○旧社会保険業務センターより、６５歳以降
の選択申出書の選択内容確認のため返戻さ
れ、返戻された選択届を、お客様の意向およ
び受付担当職員の相談経過の確認をせず、
進達担当者が受給原簿の年金額で判断し、
障害厚生年金受給を選択するとして再進達
をしていたことが判明しました。
○進達担当者に確認しましたところ、旧社会
保険業務センターからの返戻用紙の内容か
ら、お客様は６５歳時点では在職中であり、
停止額も発生することからご本人様にも相談
担当者にも確認することなく、金額のみで判
断して再進達をしたことが判明しました。

1名 過払い 648,965

○進達担当者を含む当所お客様相談
室職員には、返戻された進達書類の
処理については、ご本人様の意思確
認の徹底と、合わせて相談担当者に
相談の経過を確認したうえで再進達を
行うよう指導しました。

外部

○お客様にお詫びのうえ、説明しまし
た。意思確認と選択届への署名・捺印
についてお願いしましたが、基金の精
算額についてご理解が得られず、基金
連合会に確認後に訪問の約束をしま
した。
○担当者がお客様宅を訪問し、機構
本部での支払調整額と基金の精算額
等について再度説明をしました。ご了
承いただき、受給選択届に署名・捺印
をいただきました。
○機構本部に受給選択届を送付しま
した。
○お客様に連絡し、再度お詫びと支払

91

受給選択
届の再進
達誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 江東 2009年10月29日 2010年6月28日

○お客様相談室にお客様が年金支給額変更
通知書変更通知書を持参し来所され、６５歳
から退職までの間の年金の支給について相
談をされました。
○「６５歳からは企業年金基金の支給がある
ため、老齢厚生年金を受給する選択手続き
をしたにもかかわらず老齢厚生年金の支払
がされない。今回、退職に伴う選択替えとし
て年金支給額変更通知書が届いたが、６５歳
から退職までの老齢厚生年金の支払はどう
なっているのか」とのお申出があり、処理誤り
が判明した。

92

振替加算
取消につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

福岡 南福岡 1992年6月11日 2010年7月16日

○博多年金事務所にて、ご本人様の厚生年
金の記録訂正に伴い、厚生年金の再裁定の
審査を行っている中、受給原簿を確認しまし
たところ、ご本人様に誤って振替加算がされ
ていることが判明しました。

○特別支給の老齢厚生年金の裁定請求書
入力の際、配偶者旧法共済満了者にもかか
わらず新法共済年金として年金証書番号を
登録しました。さらに、６５歳時に振替加算を
開始する際に、共済組合に確認することに
なっていますが、訂正されず振替加算を支給
したものです。

1名 過払い 759,667

○博多年金事務所から、ご本人様へ
お詫びをし、振替加算の取消、返納方
法申出書の説明文書をお渡ししまし
た。
○承諾をいただき、返納方法申出書を
提出されました。

○現在は、事務センターでの入力処理
となっており、事務所において同様の
ケースが発生することはないが、配偶
者様の年金に関して添付漏れ等が起
きないよう徹底しました。

外部

○処分変更にかかる承認申請を提出
しました

○審査段階において、あらためて慎重
に審査するよう職員に周知するととも

○南関東ブロック本部を通じ、関東信越厚生
局社会保険審査官から 障害基礎年金の却

○お客様の障害基礎年金請求書を受付し、
事務センターにて審査した際 保険料納付要

障害基礎
年金の却

○お客様に連絡し、再度お詫びと支払
時期および支払額、今後の予定につ
いて説明し、了承を得ました。

年金給付
決定誤り

○機構本部共済業務担当からの通知によ
り、ＪＲ共済期間を重複して決定していること

○平成２年３月３１日以前に勧奨により受給
資格を満たして退職した場合は、ＪＲ加入期

○担当者がご本人様宅を訪問し、お
詫びのうえ、事象を説明しました。退

○事例について課内で研修を行い、
年金相談時にご本人様及び共済組合

しました。
○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ、経過について説明し、処理
が完了した段階で再度連絡をすること
で了承を得ました。
○お客様に処理が完了となり、年金証
書の発送予定を伝え、了承を得まし
た。

に審査するよう職員に周知するととも
に、チェックおよび決裁においては、複
数人によって行うことを再度確認しまし
た。

外部2010年6月21日

局社会保険審査官から、障害基礎年金の却
下通知送付者より審査請求が提出された件
で、意見書の提出依頼がありました。
○確認しましたところ、却下通知を送付した
方の障害基礎年金につきまして、納付要件
の３分の２を満たしていることが判明しまし
た。

事務センタ にて審査した際、保険料納付要
件（国民年金保険料納付済期間が初診日の
属する月の前々月までの保険料を納付しな
ければならない期間の３分の２以上）を満た
しているため、認定に進めるべきところ、納付
要件を満たしていないと判断をしてしまった
ため、障害基礎年金については却下と決定
し、却下通知を送付してしまいました。
○今回の原因は、お客様の未加入期間につ
いて、任意加入期間があるかどうかを含め戸
籍等の提出を求め確認するなどの慎重な対
応を怠ったことによるものです。

1名 未払い 858,10493

年金の却
下決定(納
付要件の
確認)誤り
について 確

認
・
決
定
誤
り

山梨
事務
センター

2010年4月30日

94

決定誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

静岡 島田 2005年6月9日 2010年8月3日

り、ＪＲ共済期間を重複して決定していること
が判明しました。

資格を満たして退職した場合は、ＪＲ加入期
間は共済組合から年金が支払われます。
○記録管理システムにおいて共済決定記録
がなく、相談受付時、機構本部共済業務担当
への勧奨退職の確認を怠り、事務センターの
審査時点においても警告リストが出されまし
たが、確認を漏らしてしまったため、ＪＲ共済
加入期間を含め、老齢厚生年金を決定してし
まったことによるものです。

1名 未払い 109,553

詫びのうえ、事象を説明しました。退
職共済年金請求書等に記入していた
だき、提出していただきました。
○在職老齢年金の試算（厚生・共済）
を送付しました。
○電話にて在職老齢年金の支給停止
額の説明をし、了承を得ました。

年金相談時にご本人様及び共済組合
に確認をすることとしました。
○また、事務センターにおいては裁定
請求書入力時の警告メッセージの確
認漏れのため、共済加入者の年金裁
定についてはさらに注意を図るように
することとしました。

内部

26
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95

老齢基礎
年金の裁
定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

富山 魚津 1994年3月12日 2010年8月2日

○富山事務センターで、裁定処理中に裁定
記録に誤りがあることが判明しました。

○６０歳の老齢厚生年金請求時に農林共済
期間を合算対象期間に登録すべきところ、
誤って共済期間に登録しました。その後、配
偶者様が平成２２年に死亡し、遺族厚生年金
の請求時に判明しました。
○原因は、事務担当者が請求者様の生年月
日から新法の該当者と勘違いして共済記録
に登録したものと考えられます。

1名 過払い 2,350,000

○副所長・お客様相談室長がお客様
宅を訪問し、お詫びと経過説明を行い
ました。返納金について概算の返納額
を説明しました。
○お客様より、経過説明を文書でほし
いとの連絡があり、経過についての文
書を送付しました。
○お客様より返納申出書、年金額仮
計算書が提出されました。

○再発防止に向けて、お客様相談室
で本事例について周知徹底しました。

内部

三共済期
間に係る

○機構本部から連絡があり、当所管内にお
いて、三共済期間（ＮＴＴ）が重複して支給さ

○平成１６年に、お客様から老齢厚生年金の
裁定請求があった際、すでに平成１１年から

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、事象を説明しました。返納につ

○役職会議にて当該事案を報告し、
共済組合期間がある者の事務処理に

96

間に係る
重複支給
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

大阪 今里 2004年5月14日 2010年8月6日

いて、三共済期間（ＮＴＴ）が重複して支給さ
れている老齢厚生年金受給者の方がいるこ
とが判明しました。

裁定請求があった際、すでに平成１１年から
ＮＴＴ共済の「繰上げ支給の退職年金」の受
給をしていたにもかかわらず、共済期間も老
齢厚生年金の期間として入力・裁定していま
した。

1名 過払い 5,813,462

のうえ、事象を説明しました。返納につ
きましては了承されましたが、できるだ
け長期分割にしてほしいとのお申出が
ありました。
○お客様が来所され、各期の支払額
の１/６分割にかかる「分割（返納）申
出書」及び「理由書（経済的困難等）」
の提出がありました。 今後の支払額
等を説明し、受理しました。

共済組合期間がある者の事務処理に
ついて再度徹底しました。

内部

○お客様相談室職員には、ご夫妻で
あっても相手方の年金記録確認、年
金相談の対応には委任状が必要であ
ることを再度徹底し、合わせて、個人
情報管理の徹底を指導しました。

○ご本人様が来所され、「年金請求の相談に
行ったところ、すでに年金は請求済みである
ことが判明した。自分自身は年金請求の手
続きはしていない。また年金請求手続きを委
任したこともない。委任状もないのになぜ請
求済みとなっているのかを知りたい」とのお

○本来であれば、委任状の添付がない場合
には、たとえご夫妻間の代理請求であったと
しても、個人情報であるため、相談および年
金請求書の受付をお断りすべきところ、当所
の相談担当者が請求書を受理してしまったこ
とによる事務処理誤りである

○ご本人様には事実確認をして回答
する旨をお話ししました。
○手続き者である配偶者様に連絡し、
面談にて手続き時の状況確認をさせ
ていただきたい旨を説明しました。ご
本人様に連絡せずに年金の請求手続

委任状な
しで配偶
者の年金
請求書を
受理・決定
した事案に

老齢基礎
年金の裁

○年金受給者である配偶者様が死亡し、遺
族厚生年金の請求に来所された際に 請求

○本来、ご本人様の老齢基礎年金裁定時に
国民年金第３号被保険者期間と配偶者様の

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ 説明し 経過につきましては

○課内会議において当該事例を説明
し 年金相談 受付の際にはご本人様

外部2010年8月6日

求済みとなっているのかを知りたい」とのお
申出がありました。
○相談受付票から、配偶者様が来所され、
委任状の添付がないにもかかわらず、裁定
請求書を受理し、決定していたことが判明し
ました。

とによる事務処理誤りである。

1名 ― 0

本人様に連絡せずに年金の請求手続
きをしたことを確認しました。年金証書
についてはご自宅に保管してあるとの
ことであり、後日回収することを説明し
ました。
○ご本人様に連絡し、本来であれば
委任状がない請求書の受付はお断り
すべきでしたが、当所の担当の判断で
受付をしてしまったことについてお詫
びをし、ご本人様の口座に年金を振込
みする手続きをしました。
○配偶者様より年金証書が郵送され
ました。

97

した事案に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 江東 2009年12月4日

98

年金の裁
定誤りに
ついて 確

認
・
決
定
誤
り

栃木 栃木 1992年10月15日 2010年8月11日

族厚生年金の請求に来所された際に、請求
者であるご本人様の国民年金第３号被保険
者期間と、配偶者様の厚生年金期間に相違
があることが判明しました。

国民年金第３号被保険者期間と配偶者様の
厚生年金記録を確認すべきところ、未確認の
まま裁定してしまったため、受給資格が満た
されていない方に、年金を決定してしまいま
した。
○原因は、ご本人様の老齢基礎年金裁定時
の内容審査、決済時の被保険者記録確認漏
れです。

1名 過払い 2,183,000

びのうえ、説明し、経過につきましては
文書にてお渡ししましたが、了承を得
られませんでした。
○お客様に、返納についての詳細をお
伝えする文書を送付しました。
○お客様から返済についての同意が
あり、返済方法申出書と生活状況申
立書が郵送され、国民年金記録を訂
正しました。

し、年金相談・受付の際にはご本人様
および配偶者様の期間につきまして、
第３号期間も含めて確認するように徹
底するとともに事務センターにも今回
の事例を報告しました。

外部
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内部

○機構本部から、裁定済みの「新法」ではな
く、「旧法該当者」の疑いがあると返戻され、
東北ブロック本部を通じて地方職員共済組合
本部担当者に確認し、年金証書は退職共済
年金と表示されていますが、旧法規定の退
職年金であり、定額部分の支給もされている
ことを確認し、旧法対象者を新法で誤裁定し
ていたことが判明したものです。

2名 過払い 4,662,779

○担当者がご本人様宅にお伺いし、
お詫びのうえ、通算老齢年金の請求
及び返納方法について説明を行い、
今後の年金額の変更について了解し
ていただき、通算老齢年金の請求書を
受理しました。
○ご本人様および配偶者様の返納申
出書を提出していただきました。

○事案発生事務所である仙台北年金
事務所に内容及び経過を報告し、職
員への周知・注意喚起を図りました。
○事務センターへ事案の周知と注意
喚起を図りました。

○旧仙台北社会保険事務所において、本来
旧法厚年通算老齢年金を裁定すべきところ、
誤って新法「特別支給の老齢厚生年金」を裁
定してしまったため、裁定取り消しと遡及した
返納が発生しました。
○原因は、ご本人様に新法名称である「退職
共済年金」の年金証書が交付されていたた
め、誤って新法対象者と判断したものと思わ
れます。
○また、ご本人様を誤って新法対象者と判断
したことにより、配偶者様に誤った振替加算
が加算されましたため、同様に振替加算の
取り消しと遡及した返納が発生しました。

99

旧法該当
者にかか
る新法誤
裁定につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

宮城 仙台南 1994年6月30日 2010年8月9日

100

繰上げ請
求書誤記
入につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

大分 大分 2010年4月26日 2010年8月6日

○お客様から、年金の繰上げ請求を行った
が、送られてきた通知の年金額が、相談時の
見込額と異なっているとの電話によるお申出
がありました。
○確認しましたところ、お客様は一部繰上げ
を希望でしたが、繰上げ請求書の「全部」に
印しをしてしまい、受付時に確認が漏れてい
たことが判明しました。

○窓口にて相談を受けた際に、繰上げの見
込額を説明し、一部繰上げを希望とのこと
で、繰上げ請求書を記入していただきました
が、印しする箇所を見誤って「一部」ではなく
「全部」に印しをしていたためです。
○受付時においても記入誤りのチェック漏れ
をしたことによるものです。

1名 未払い 14,700

○相談担当者がお客様に電話し、今
回の事象を説明して、お詫びをしまし
た。
○機構本部で、一部繰上げへの訂正
処理をしました。

○朝礼において、当該事象を説明し、
書類受付時には、慎重に記載内容を
確認するように指示しました。

外部

年金受給
者の氏名
入力誤り 確

○「郵送で届いた年金証書の氏名のふりが
なが間違っていた」と、お客様から電話があ
り、氏名のふりがなの入力誤りが判明しまし

○裁定請求書を確認しましたところ、ふりが
なが誤って入力されていました。また、その
後の確認も不十分でした。

○お客様にはコールセンター担当者
から電話し、お詫びのうえ、事情説明
及び年金証書についても正しいものを

○今後の再発防止策については、入
力後の再チェックを確実に実施するこ
とを申し合わせました。

101

入力誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
事務
センター

2010年5月18日 2010年8月20日

り、氏名のふりがなの入力誤りが判明しまし
た。

後の確認も不十分でした。

1名 ― 0

及び年金証書についても正しいものを
作成し、送付することを説明し、了承を
得ました。
○正しい氏名（ふりがな）に訂正入力、
年金証書再作成し、お客様あてに送
付しました。

とを申し合わせました。

外部

○事務所においてお客様と面談し、お
詫びするとともに、経過説明を行い、
追加支払いを行うことをお伝えしまし
たところ、了承を得ました。
○再裁定書類を機構本部に進達しま
した。

○年金事務所では、朝礼時に今回の
事象を周知し、今後は受給要件をしっ
かり確認し、裁定請求書の記載誤りの
ないように注意するとともに、もう一度
点検をし（相互確認等）より慎重を期す
ことを申し合わせました。
○事務センターでは、審査時におい
て、長期・短期の選択の記載が、請求
者様に不利な記載があり その理由

遺族厚生
年金の裁
定誤りに
ついて

確
認

○お客様が来訪され、遺族厚生年金証書や
振込通知書の金額が手続時に聞いていたも
のと違うとのご指摘がありました。
○確認しましたところ、短期要件で裁定する
ところを長期要件での裁定をしていたことが
判明しました。

○亡き配偶者様は、旧厚生年金保険法の通
算老齢年金の受給資格があったこと（未請
求）、及び旧厚生年金保険法に基づく障害年
金１級の受給者であったことから、長期要件
にも短期要件にも該当しますが、金額の多い
短期要件での請求をしていただく旨を説明し
ました。
○ところが、遺族厚生年金裁定請求書のど
の要件で請求されるか選択して記入いただく

1名 未払い 723,900

者様に不利な記載があり、その理由
が明らかでない場合は、年金事務所
又は請求者様へ再確認を行ったうえ
で決定することを年金給付グループ内
で周知しました。

外部102

認
・
決
定
誤
り

奈良
大和
高田

2010年7月15日 2010年8月16日

の要件で請求されるか選択して記入いただく
欄に長期要件を選択する記号を記入された
ことに気づかなかったため、訂正をしていた
だく必要があったところ、そのままで書類を受
付け、事務センターへ進達してしまいました。
○事務センターにおいても、内容審査で、金
額的に少ない長期要件を選択されていること
が妥当かどうか確認すること無く、決済も経
て入力をしました。
○事務所及び事務センターにおける、書類
の点検漏れによるものです。

28
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103

老齢裁定
請求書に
係る記録
審査の誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

宮城
事務
センター

2010年6月11日 2010年8月26日

○年金事務所より、補正処理票の決裁書類
の事後確認中に、以前処理した喪失年月日
補正のなかで、標準報酬月額が正しくない方
がいて、年金が裁定されてしまっているとの
電話連絡がありました。

○老齢裁定請求書の審査時に、連続して勤
務した２つの会社の厚生年金加入期間のう
ちの重複する期間につきまして、すでに標準
報酬月額の合算処理が行われていたにもか
かわらず、処理が行われていないと思い、１
つ目の事業所を管轄する年金事務所に喪失
年月日の補正を依頼したため、二重に報酬
の合算処理が行われたものです。

1名 ― 0

○お客様と電話にて、今回の事象を説
明してお詫びをしました。お客様から
年金証書の返送後、速やかに訂正処
理をすることを伝え、了承を得ました。
○お客様より証書が送付され、再裁定
の手続きを行いました。

○重複期間の喪失年月日を補正する
ときは、後の記録も確認して、標準報
酬月額が合算済みでないことを確認し
てから依頼することを、係内で周知し
ました。

内部

年金受給
権者死亡

○お客様が来所され、年金が支払われてい
ないとのお申出されました。

○別の方の未支給年金請求書及び死亡届
が提出されましたが、その際に年金証書およ

○担当者がお客様に電話にてお詫び
し、支払い時期を説明し、了承を得ま

○お客様相談室内ミーティングにおい
て、当該事象を説明し、申請書等に記

104

届の誤入
力につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

東京 池袋 2010年8月13日 2010年9月1日

○確認しましたところ、別の方の死亡届にお
客様の基礎年金番号が誤って記載され、書
類審査時に気がつかずそのまま入力したこと
により、お客様の年金の支払いが停止したこ
とが判明しました。

び年金手帳の添付がなく、基礎年金番号を
確認することができずに記録管理システムに
よる氏名検索を実施して基礎年金番号を記
載しました。この時に索引した結果の氏名・
生年月日の他、住所の確認を怠ったことによ
り、お客様の基礎年金番号を索引し、そのま
ま誤った基礎年金番号を記載してしまったこ
とによるものです。その結果、お客様の年金
の支払いが停止となりました。

1名 未払い 180,149

した。 載する場合は、他の者との二重チェッ
クにより行うこととしました。

外部

遺族厚生
年金請求
時の選択
申出書の
記入誤り
について

確
認
・

○遺族厚生年金請求時の年金選択申出書
が、低い方を選択する内容となっていること
について確認するよう機構本部より返戻を受
け、ご本人様に確認しましたところ、請求時に
は「金額が高くなるように申し出ています」と
のことでした。

○公立学校共済の退職年金の２分の１と遺
族厚生年金の受給選択が合計年金額の受
け取りが多いにもかかわらず、退職年金のみ
を受給する旨の選択申出書を受理していまし
た。
○相談担当職員が選択申出書の確認を怠っ

○年金相談センター長よりお客様に電
話にて、今回の事象についてお詫び
し、請求時より有利な選択にてお支払
するよう進める旨お話しし、了承を得
ました。

○当該事象について、年金相談セン
ター職員に周知徹底を図っていただく
よう指示しました。また、当所職員にも
周知徹底を図りました。

105

について ・
決
定
誤
り

京都 京都南 2010年1月8日 2010年8月30日

のことでした。
○担当した年金相談センターの職員に確認
しましたところ、「年金額の多い方を選択」と
の表示を忘れて送付したことが判明しまし
た。

○相談担当職員が選択申出書の確認を怠っ
たためです。 1名 未払い 62,800 内部

○ご本人様宛てのお詫びの手紙を送
付しました。
○また、現在加入されている任意加入
被保険者につきまして、資格喪失予定
年月日の再確認を行い、資格喪失年
月日の登録誤りがないことを確認しま
した。

○お客様より老齢基礎年金を満額受給され
るため、任意加入し保険料を納付したはず
が、６５歳時に送付された支給額変更通知書
に保険料納付済月数が４７９月と記載されて
おり、満額受給に１ヵ月不足する旨のお申出
がありました。
○当時の処理内容を確認しましたところ、任
意加入時の月数計算誤りが判明しました。

○市役所にて老齢基礎年金を満額受給する
ために任意加入の手続きを行い、米沢社会
保険事務所（当時）にて任意加入の処理を
行った際、厚生年金を資格喪失されるまでの
６０歳到達後の１月を含めた納付月数から任
意加入期間を算出してしまったため、資格喪
失年月日が１ヵ月早まり、満額の老齢基礎年
金を受給するために保険料納付済期間が
１ヵ月不足したものです。
○当時 任意加入の処理を行う際 お客様

1名 ―

○任意加入の処理を行う際は、必ず
複数人による確認作業を行うことを徹
底することとしました。

外部2010年8月24日 0106

国民年金
任意加入
被保険者
資格喪失
年月日の
誤りについ
て

確
認
・
決
定
山形 米沢 2004年10月22日

○当時、任意加入の処理を行う際、お客様
の生年月日の確認をせず、厚生年金を資格
喪失されるまでの期間を含め算出を行い、任
意加入月数が１ヵ月不足したものと思われま
す。

定
誤
り

29
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107

老齢基礎
年金の裁
定誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 吹田 1997年2月7日 2010年8月11日

○年金受給者様の配偶者状態登録訂正に
ついて、事務センターからの依頼があり、確
認しましたところ、老齢基礎年金額が誤って
いることが判明しました。

○お客様の老齢基礎年金受給者原簿の配
偶者状態が、配偶者様に被用者年金加入期
間がないにもかかわらず誤って入力されてお
り、老齢基礎年金に振替加算が加算されて
いました。 1名 過払い 2,662,800

○お客様相談室長がご本人様に電話
連絡し、お詫びのうえ、返納金につい
て説明しました。年金額の減額と返納
について了承を得ました。
○返納方法申出書を受付し、機構本
部あてに、再裁定とともに進達しまし
た。

○お客様相談室で打ち合わせを行
い、厳重にチェックを行うこととしまし
た。

内部

老齢基礎
年金の裁
定誤りに
ついて 確

○事務センターより、年金受給者様の共済期
間について確認の依頼がありました。
○確認しましたところ、老齢基礎年金裁定時
に共済年金加入期間の入力を誤っているこ

○お客様の老齢基礎年裁定請求書を処理す
る際、地方公務員組合発行の年金加入期間
確認通知書に記載されている年金加入期間
を国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請

○お客様相談室長がご本人様に電話
連絡し、お詫びのうえ、返納金につい
て説明しました。年金額の減額と返納
について了承を得ました。

○お客様相談室で打ち合わせを行
い、当該事象について説明し、厳重に
チェックを行うこととしました。

108

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 吹田 2005年2月2日 2010年8月11日

とが判明しました。 求書に転記する際、期間を誤って転記してし
まいました。
○その後の点検においても見落としたまま入
力したことにより、実際の共済年金加入期間
より１０年間多く基礎対象期間として処理して
しまいました。

1名 過払い 1,130,000

○返納方法申出書を受付し、機構本
部あてに、再裁定とともに進達しまし
た。 内部

109

脱退手当
金の重複
支払につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

熊本
事務
センター

2010年7月2日 2010年9月8日

○ご本人様へ厚生年金保険脱退手当金支
給決定通知書を平成２２年８月に送付しまし
た。
○その後、ご本人様のご家族より平成２２年
４月付けの厚生年金保険脱退手当金支給決
定通知書を受け取っている旨の連絡があり、
脱退手当金の重複支払が判明しました。

○年金事務所にて受付した脱退手当金請求
書につきまして、最終事業所を管轄する京都
事務センターに回送すべきところ、回送を行
わず、提出の有無の確認を行わず、熊本事
務センターで裁定を行い、支給してしまったこ
とが原因です。

1名 過払い 155,000

○担当者がご本人様に電話にて、お
詫びのうえ、重複で支払ったことの説
明をし、重複で支払われた金額につい
て返納していただくことを説明し、了承
を得ました。

○課内連絡会議において、当該事象
を説明し、年金給付決定の事務処理
の流れ及び内容確認を十分行うように
指示しました。

外部

り

110

国民年金
高齢任意
加入時の
納付期間
確認誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

長野 小諸 2009年9月30日 2010年8月9日

○お客様が配偶者様とともに、老齢年金の
裁定請求のため来所され、国民年金の任意
加入をされており、納付期間を満了したとい
うことで裁定請求書を提出され、その場で受
理しました。
○その後、受給資格期間の確認を行いまし
たところ、配偶者様が厚生年金を資格喪失し
ているにもかかわらず、その期間を第３号被
保険者期間として受給資格期間に算入した
ため、受給資格期間が２４月不足しているこ
とが判明しました。

○担当者が国民年金の任意加入届を受理す
る際、配偶者様の厚生年金期間とご本人様
の国民年金第３号被保険者期間の照合を行
い、喪失予定年月日を決定すべきところを第
３号期間の喪失年月日の誤りに気づかず期
間に含め、喪失予定年月日を決めたことが
原因です。
○また、老齢年金の裁定請求書を受け取る
際、再度、配偶者様の記録との突合せをす
べきところを、確認せず受理したことが原因
です。

1名 ― 0

○国民年金課長がお客様に電話でお
詫びし、今回の事象の経過を説明のう
え、老齢年金の受給権が発生しないこ
とを説明しました。
○期間を再度確認しましたところ、不
足月数は３５月であることが判明し、お
客様宅を訪問し、お詫びのうえ、不足
月数について説明をし、今後の加入に
ついては再検討したい旨の回答をい
ただき、了承を得ました。

○今回の事象の経過説明とともに類
似事象が発生しないよう注意喚起を促
し、高齢任意加入の際の加入期間の
確認は国民年金課担当職員とお客様
相談室の担当職員によるチェックを必
ず行い、課・室長による再度のチェック
を行うことを徹底することとしました。 内部

特別障害
給付金調 確

○特別障害給付金の所得状況連名簿処理
時に全受給者様の支給金額を確認していま

○本来、特別障害給付金と国民年金付加年
金は調整しないで支払すべきところを調整し

○年金給付グループ長がご本人様へ
電話し、お詫びのうえ、説明しました。

○新規裁定時・支給調整額変更届等
処理時に付加年金の有無、基金の有

111

給付金調
整額誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取
事務
センター

2006年1月19日 2010年9月13日

時に全受給者様の支給金額を確認していま
したところ、１名の受給者様に、他年金受給
による調整額に、新規決定時から誤りがある
ことが判明しました。

金は調整しないで支払す きと ろを調整し
て支払っていました。その原因は、調整すべ
き他年金の年金額確認誤りです。

1名 未払い 84,990

電話し、お詫びのうえ、説明しました。
内容を文面にして送付することで了承
を得ました。
○ご本人様あてにお詫びの手紙と経
過についての文書を発送しました。

処理時に付加年金の有無、基金の有
無について記入することとしました。

内部

30



整理
番号

件名
事故
等の
区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
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○朝会にて今回の事象を報告し、ご本
人様確認は厳重の上に厳重を重ね実
施するよう窓口対応を指示し、コンプラ
イアンス研修の中で再度、慎重に、注
意を払って進めるよう申し合わせまし
た。

外部2010年9月15日

○「国民年金・厚生年金保険支払額のお知ら
せが届き、金融機関に確認したところ、入金
されていない」との電話照会がA様からありま
した。
○確認しましたところ、A様の受給権は元々
発生しておらず、別人B様への「支払額のお
知らせ」であることが判明しました。

2名 過払い 44,382

○担当者が、A様宅にお伺いし、窓口
でのご本人様確認の誤りから始まった
一連の事務処理誤りについてお詫び
するとともに、受給資格がないこともお
話しし、了承を得ました。また、誤送し
た「支払額のお知らせ」は、回収しまし
た。
○担当者がB様に電話にて、誤って繰
上げされた年金が振り込まれているこ
と及び住所が変更されていることをお
詫びし、住所登録を元に戻すこと、繰
上げ取消しと今後の支払調整等につ
いて説明し、了承を得ました。

○窓口において、A様のご本人様確認を行っ
た際、氏名索引により抽出された、同姓同
名・同一生年月日のB様の年金記録に対し、
ご本人様確認及び年金相談の目的確認が
不十分なまま、年金の見込額計算をし、繰上
げ請求書を受理し、事務センターへ進達しま
した。
○事務センターでは、機構本部へ進達すると
ともに、A様に送付していた住所変更届を受
理し、B様の住所からA様の住所への住所変
更処理を行いました。
○その結果、支払額のお知らせは、A様に届
き、一方、誤って繰上げされた年金が、B様に
振り込まれるという事態となりました。

112

別人に対
し誤って処
理した繰
上げ請求
及び住所
変更につ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

栃木
宇都宮
西

2010年6月28日

113

繰り下げ
請求に関
する届書
の提出指
示誤りに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 越谷 2009年12月7日 2010年6月8日

○お客様から、「年金が裁定されたが、見込
額と相違していた。７０歳での繰下げ請求を
希望したが、誤りではないか」との照会があり
ました。
○裁定処理状況を確認しましたところ、年金
請求時での繰下げ請求として年金が決定さ
れていたことが判明しました。

○本来、繰下げ請求待機期間として処理す
べきところを、誤って「老齢基礎年金・老齢厚
生年金 支給繰下げ申出書」の提出を指示
をしたことで、請求時で繰下げ請求が行われ
ることとなりました。
○相談窓口担当者が繰下げ意思について十
分確認せず、繰下げ請求に関する届書につ
いて誤った提出指示をしたことによるもので
す。

1名 過払い 568,516

○担当者がお客様に、相談窓口での
提出書類の指示誤りであったことを説
明し、お詫びしました。また、お客様は
７０歳からの繰下げ受給を希望してお
り、誤りの訂正を希望されていることか
ら、返納について説明し、ご了解いた
だき、「繰下げ取消についての申立
書」、「返済方法申出書」を提出してい
ただきました。
○機構本部に書類一式を進達しまし
た。

○当該事象をお客様相談室職員に説
明し、お客様の意思確認の徹底と、手
続き書類等の確認を徹底するよう指示
しました。

外部

振り込まれるという事態となりました。

114

償還請求
書に係る
処理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2010年5月11日 2010年8月11日

○監査部からの調査に基づき、確認しました
ところ、平成２２年６月１５日支払分の未支給
年金額（償還請求分）が誤りだったことが判
明しました。

○担当者が処理に際し「○○，５９２円」と入
力すべきところ「○○，９５２円」と誤って入力
してしまったためです。
○また、決裁においても入力誤りのチェック
が漏れてしまったことによるものです。

1名 過払い 360

○お客様へお詫びの手紙及び返納方
法申出書を送付しました。
○お客様より返納方法申出書の返信
があり、死亡者の厚生年金判明による
差額分から調整したい旨のお申出が
ありました。平成２２年１１月随時支払
分より調整予定です。

○入力後のチェックについて慎重に行
うよう、担当者ならびに決裁担当者に
対し、周知徹底しました。

内部

115

選択処理
時の調整
額漏れに
伴う年金
過払いに
ついて

確
認
・
決
定
本部 支払部 2010年5月6日 2010年8月13日

○監査部からの調査に基づき、確認しました
ところ、年金選択処理をする際に行うべき調
整額にかかる処理を行っていないことが判明
しました。

○選択処理時に、選択に伴う支給停止年月
日の日の入力を誤ったため、その補正処理
を行った際、調整額について確認および処理
を漏らし、平成２２年６月の定期支払時に過
払いとなりました。
○また、決裁においても入力漏れについて
チェック漏れをしたことによるものです

1名 過払い 213,382

○過払い額について補正処理を行い
ました。
○お客様あてにお詫びの手紙及び返
納方法申出書を送付しました。
○お客様より返納方法申出書の提出
があり、年金からの内払調整を行うこ
とになりました

○入力後のチェックについて慎重に行
うよう、担当者ならびに決裁担当者に
対し、周知徹底しました。

内部

定
誤
り

チェック漏れをしたことによるものです。 とになりました。

31
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116

国民年金
死亡一時
金の二重
払いにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
事務
センター

2009年12月22日 2010年4月15日

○当センターにおいて、国民年金死亡一時
金の支払状況を整理していた際に、死亡一
時金が二重に支払われていることが判明し
ました。

○当センター保管の請求書を確認しましたと
ころ、請求者様は２回に渡り、別々の日に
別々の場所へそれぞれ同じ申請書に同じ添
付書類を提出されていました。
○また、当センターにおいても別々の日に受
付をしており、重複請求に気が付かずに支払
データ作成処理をしていました。 1名 過払い 120,000

○担当者から、お客様宛て電話し、今
回の二重払いについて事情説明及び
お詫びをするとともに、念のため、お客
様の口座への入金状況の確認をお願
いし、入金の確認を行いました。
○返納の納付書の作成後、お客様へ
返納方法について説明し、一括返済
する旨の了承を得ました。
○一括納付されたことを確認しまし
た。

○オンラインへの支払事蹟の登録が
できないことから、当センターの独自
対応として毎週登録した過去の還付
請求書入力表をひとつにまとめ、五十
音順に並べ替えて、今後は登録時に
重複していないかチェックするととも
に、登録状況について、県内年金事務
所に情報提供することとしました。

内部

○今回の事象について全職員へ周知
し 記録判明後の受給要件につきまし

○要再裁定者リストの１件につきまして、記
録確認をしましたところ 「再裁定が必要で

○国民年金課長がご本人様宅を訪問
し お詫びのうえ 説明を行い 了承を

○老齢基礎受給権者（国民年金加入期間３
００月のみ）に 未統合の厚生年金期間（昭

記録判明
による再 し、記録判明後の受給要件につきまし

ては、お客様相談室、国民年金課及
び年金記録課の決裁（確認）のうえ、
お客様に対しご案内することとし、所
内において年金研修をしました。

内部2010年8月16日

録確認をしましたところ、「再裁定が必要で
す」との表示がされました。
○詳細に確認しましたところ、厚生年金記録
判明に伴う再裁定の届出がされていなかっ
たことが判明しました。
○また、判明した記録の統合処理後におい
て、国民年金高齢任意加入の誤った喪失日
を訂正したことに伴い、その結果、国民年金
保険料を還付していたことも併せて判明しま
した。 1名 その他 377,100

し、お詫びのうえ、説明を行い、了承を
得ました。年金額仮計算書を受理しま
した。また、還付金につきましても、返
納していただくことで了承を得ました。
○国民年金喪失日の記録訂正をしま
した。

００月のみ）に、未統合の厚生年金期間（昭
和３６年３月以前の６ヵ月）が判明したため、
統合処理を行いました。その後、年金加入月
数の合計が３０６月になったため、国民年金
の高齢任意加入期間にかかる資格喪失年月
日を訂正入力しました。
○昭和３６年３月以前の厚生年金記録が１年
未満であるため、老齢基礎年金受給要件に
は通算できない記録であり、高齢任意の喪
失日の訂正をする必要がありませんでした。
資格喪失年月日を訂正したことにより、誤還
付が発生し、既にご本人様に還付済となって
います。
○資格記録判明時期における老齢年金の受
給要件に関する認識不足とそれに伴う確認
不足により生じた事象と思われます。

117

による再
裁定請求
書等の提
出漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

長崎 佐世保 2008年1月4日

118

老齢裁定
請求書の
受付時の
確認誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 砂川 2009年9月29日 2010年2月10日

○お客様が来所され、「受発時からの繰上請
求をしたつもりだったが、そのようになってい
ない。平成２１年１１月に手続きをし直した
が、平成２１年９月まで金額がさかのぼって
いないのはなぜか」という相談があり、老齢
裁定請求書の確認誤りが判明しました。

○平成２１年９月の時点で、お客様の意思を
十分に確認することなく老齢請求書を受付・
進達をしたこと及び、平成２１年１１月の時点
でも、請求時の確認誤りで、お客様の意図す
るところと事後処理が食い違っていました。

1名 未払い 88,933

○お客様相談室長よりお客様へ電話
し、お詫びのうえ、説明しました。ま
た、今後の対応について随時報告して
いくこととしました。
○あらためてお客様へ連絡し、遡及決
定及び支払時期を説明し、了承を得ま
した。

○お客様相談室長より、相談室に対し
て当該事象の内容及び繰上請求に関
する相談の場合、必ずお客様の意思
をしっかり確認し、書類を受け付けるよ
う研修を実施しました。また、事務所全
体の場で経過を報告し、同じような誤
りが起きないよう徹底しました。

外部

○年金加入記録回答票による回答により、ご
本人様の年金記録と判明した厚生年金被保
険者期間につきまして、お客様から「年金記
録の訂正及び年金額の再計算に関する申出
書」を受理し、機構本部において再裁定処理

○新たに判明した加入事業所が、現在は、
国家公務員共済組合加入事業所であること
から、本来であれば、当該厚生年金被保険
者期間の国家公務員共済組合への移管状
況の確認を行ったうえで処理を進めていかな

○所内課長会議において、当該事象
を説明し、共済組合員期間に係る厚生
年金被保険者期間の共済組合への移
管の状況等についての確認の徹底を
申し合わせました。

○お客様の年金受給権者記録を確認
しましたところ、既に再裁定処理が完
了し、再裁定に伴う過去５年分の年金
が支払われる予定となっていましたた
め、当事務所において支払保留の入

厚生年金
の再裁定
誤りについ
て

内部

書」を受理し、機構本部において再裁定処理
を進めていたところですが、新たに判明した
厚生年金被保険者期間の全期間が国家公
務員共済組合に移管されるべき期間であり、
また、国家公務員共済組合から退職一時金
として支給済みであることが判明したため、
当所において当該申出書を受理したことが
誤りであることが、機構本部からの連絡によ
り判明しました。

況の確認を行ったうえで処理を進めていかな
ければならないところ、担当者が「直後に共
済組合加入期間が無かったため、移管され
ない厚生年金の被保険者期間である」と判
断し、機構本部からの移管状況の確認が取
れていない段階で、お客様から当該申出書
を受理したことが原因です。

1名 ― 0

申し合わせました。め、当事務所において支払保留の入
力処理を行い、支払を止めるととも
に、機構本部に再裁定の取消し処理
の依頼を行いました。
○お客様相談室長と担当者がお客様
宅を訪問し、今回の事象を説明すると
ともに、厚生年金をさかのぼって受け
られるという期待を持たせてしまったこ
とについてお詫びしました。また、既に
お客様に送付されていた再裁定処理
後の年金証書をお返しいただきまし
た。

119

確
認
・
決
定
誤
り

香川 高松東 2010年6月29日 2010年8月25日
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120

年金請求
を促すた
めの「お知
らせ」送付
対象者の
範囲が本
来対象より
広くなった
ことについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

本部
品質
管理部

2010年9月30日 2010年10月4日

○複数の年金事務所から、『年金請求を促す
ための「お知らせ」が送付された方の中に、
新たに年金の請求ができる厚生年金・国民
年金の加入期間がない方が含まれている』と
の連絡がありました。
○機構本部において年金加入記録等を確認
しましたところ、旧法扱いの共済年金（主に旧
農林共済年金）を受給されている方で、新た
に年金の請求ができる厚生年金・国民年金
の加入期間がない方が含まれていることが
判明しました。

○「お知らせ」送付対象者の抽出作業の際に
おいて、旧農林共済年金等（旧法扱い）の受
給者の方につきまして、厚生年金又は国民
年金の加入期間が１２ヵ月以上あり新たに年
金の請求ができる方と、厚生年金及び国民
年金の加入期間がともに１２ヵ月未満のため
新たに年金の請求はできない方とを区分せ
ず抽出したことによるものです。

4,629
件
― 0

○事象の内容につきまして年金事務
所等へ情報提供を行うとともに、旧農
林共済年金等の受給者の方から相談
があり、新たに年金の請求ができる厚
生年金・国民年金の加入期間がない
ことが確認された場合には、ご心配、
ご迷惑をおかけしたことについてお詫
びを申し上げるよう、年金事務所等に
指示・依頼を行いました。

○今後同様の「お知らせ」を送付する
際には、送付対象者の抽出条件の設
定について、複数の職員により入念な
確認作業を行うことを徹底していくこと
としました。

外部

121

再裁定進
達漏れに
ついて 未

処
理
・
処
理
遅
延

東京 葛飾 2009年9月25日 2010年8月5日

○「夫はすでに差額が支給されているが、自
分の分の支払いはいつになるのか」との問い
合わせがお客様よりありました。
○確認しましたところ、ご夫妻とも第三者委
員会あっせんにより裁定訂正が必要な方で、
奥様の再裁定の進達漏れが判明しました。

○ご夫妻分の第三者委員会あっせんによる
再裁定を国民年金課より年金給付課に依頼
がありましたが、ご主人様分のみを進達し、
奥様分を進達しませんでした。依頼をうけた
時点で件数・添付書類の確認をしなかったた
めです。
○また、進達時に控えと進達書類の区分け
の確認がされていなかったためと判明しまし
た。

1名 未払い 3,300

○お客様に今回の事象を説明し、お
詫びをし、了承を得ました。
○再裁定進達についての支払時期確
認を行いました。

○相談室内会議において、当該事象
を説明し、各種届出書類の確認を指
示するとともに、複数名による確認を
必ず行うよう申し合わせました。

外部

年金支払
機関変更
届の入力
遅延につ
いて

未
処
理

○お客様から年金が振り込まれていないと
の電話による申出がありました。
○確認しましたところ、支払機関変更届の入
力処理が処理期限までに行われなかったた
め、変更後の支払先に振り込まれていないこ

○処理期限までに入力すべきところ、締切日
以降の入力処理となってしまったため、支払
機関の変更がされなかったものです。
○その原因は、相談を受けた職員、社会保
険労務士および事務センターへ届書の回付

○所長及び副所長がお客様宅へ訪問
し、お詫びし、説明のうえお詫びの手
紙をお客様に手渡し、了承を得まし
た。

○役付会議にて、今回の事例を説明
し、注意喚起を行いました。
○朝礼で全職員に対し、今回の事例
を説明し、注意喚起を行いました。
○お客様相談室職員および社会保険

122

理
・
処
理
遅
延

神奈川 藤沢 2010年7月23日 2010年8月13日

とが判明しました。 をした職員が、処理サイクルを理解しておら
ず、年金事務所での入力処理を行わなかっ
たためです。

1名 未払い 398,460

労務士への改善指導を行いました。
外部

123

遺族厚生
年金裁定
誤りによる
未払遺族
厚生年金
について

未
処
理
・
処
理
遅

鹿児島 川内 1997年6月26日 2010年9月6日

○ご本人様が来所され、現在受給している遺
族厚生年金についてお問合せがありました。
○確認しましたところ、当初、遺族基礎年金
と遺族厚生年金を裁定するべきところ、遺族
厚生年金の裁定を漏らしていたことが判明し
ました。

○お客様の配偶者様が平成９年に死去され
たことよる遺族厚生年金の事務処理で、遺族
基礎年金のみ受給権発生の入力処理を行
い、遺族厚生年金の受給権を発生させるた
めの入力がされていなかったことが原因で
す。
○また、平成１６年時においても、遺族厚生
年金について、平成９年にさかのぼって訂正
がされていなかったものです。

1名 未払い 968,900

○お客様相談室長と職員がご本人様
宅を訪問し、お詫びをし、内容につい
て説明しました。未払い金につきまし
ては、機構本部へ再裁定の手続を進
達しており、支払時期が決定次第ご連
絡させていただくことを説明し、了承を
得ました。

○年金給付に係る審査、入力事務は
事務センターで行っており、今回の事
案を伝え入力後のチェックを入念に行
うよう依頼しました。
○また、年金事務所の受付時におい
ても死亡者の加入期間、加入制度の
確認を徹底するよう指示しました。

外部

遅
延

がされていなかったものです。
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124

雇用保険
の届書提
出に関す
る説明不
足に伴う
年金の支
払遅延に
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 目黒 2010年6月4日
2010年7月

2010年8月26日

○お客様より電話にて、「７月に電話で年金
の振込時期を確認したところ、８月支払予定
となっているとのことだったが、振り込まれて
いない」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、雇用保険受給による
届出漏れのため、支払保留となっていること
が判明しました。

○お客様は、雇用保険の基本手当および高
年齢雇用継続給付を受給されており、当事
務所での年金請求の際に本来ならば老齢・
退職共済年金受給権者支給停止事由該当
届を２枚提出いただくべきところ、雇用保険の
基本手当に係る届しか提出を受けず、もう１
枚の提出を受けていませんでした。このた
め、支払保留となっていることがわからな
かったのが原因でした。

1名 未払い 796,378

○担当者がお客様に電話し、その際、
支払時期が１０月となること、高年齢
雇用継続給付に係る老齢・退職共済
年金受給権者支給停止事由該当届の
用紙を送付することで了承を得まし
た。
○お詫びの手紙をお客様あてに送付
しました。

○お客様相談室において当該事象を
説明し、職員に対する周知徹底を図り
ました。

外部

再裁定の
進達漏れ
について

未
処

○お客様より「平成２０年７月にねんきん特別
便の窓口で記録が見つかり、年金額仮計算
書の控が手元にある 支払いはまだか」との

○担当者の受付けた書類が、本来は給付課
に引継がれるべきところ、引継がれなかった
ことが原因と思われます

○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、事情説明とお詫びをし、了承を得
ました

○幹部役付け会議、相談室朝礼で事
故内容を話し、書類の管理・引継ぎに
ついて再度周知徹底しました

125

について 処
理
・
処
理
遅
延

群馬 前橋 2008年7月29日 2010年7月22日

書の控が手元にある。支払いはまだか」との
問い合わせがありました。
○再裁定受付簿を確認しましたが、受付の
形跡がなく、機構本部に問合せを行いました
が受付されておらず、進達漏れであることを
確認しました。

ことが原因と思われます。
○書類の管理・引継ぎについて、チエック体
制が機能していなかったことによるものです。 1名 未払い 484,300

ました。
○再裁定書類一式と経過書を送付し
ました。

ついて再度周知徹底しました。

外部

126

死亡一時
金不支給
決定の通
知漏れに
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄 コザ 2010年1月8日 2010年8月9日

○事務所内の倉庫及び執務室の整理を実施
していましたところ、「死亡一時金不支給決
定」が、ご本人様あて通知がなされないまま
お客様相談室のキャビネット内に保管されて
いたことが判明しました。

○ご本人様には死亡一時金には該当しない
こと及び取り下げについて文書連絡しました
が、ご本人様からの回答が無かったため、不
支給決定し、事務所に送付されましたが、受
付た際に、死亡一時金担当者に引き継がれ
ず、キャビネット内に保管されていたもので
す。

1名 ― 0

○ご本人様に連絡がとれないことか
ら、沖縄事務センターにおいて、平成２
２年９月１日付で不支給決定し、９月２
日付でご本人様に通知を送付しまし
た。
○ご本人様からの連絡はありません。

○会議にて、所長より届書類の保管
状況及び人事異動の際の引継ぎにつ
いて注意喚起がされたことを契機に、
あらためて執務室内を点検しました。
○また、朝会にてお客様から提出され
た文書の取扱いには十分注意を払う
よう指示しました。

内部

○年金事務所等から進達されました障害基 ○請求書・届書等の進捗管理につき○差し止めとなった５名の受給者の方障害基礎 ○障害年金受給者のお客様が、当日振込予

届書の放
置につい
て

未
処
理

○事務所窓口で提出された届書に関しまし
て、ご本人様から電話でその後の進捗状況
の確認がありましたが、受付票が無く、未受
付け あると 答 ま たが そ 後

○本来は、毎日その日受付けた受付表をす
べて集計し、お客様相談室長に提出すべきと
ころでしたが、一時保管場所に入れたため、
未処理とな ま ま た そ 原 は 複

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、書類が見つかり、その経過を
お話ししました。また、年金の支払時
期をお伝え 承を得ま た

○受理書類は決められた場所に提出
し、担当以外の者が２名でチェックし、
終業時、毎日お客様相談室長がすべ
受理書類 最終確認を行う とと

○年金事務所等 ら進達されました障害基
礎年金現況届のうち、診断書の内容不備に
て返戻・照会を要する届５件につきまして、現
況届提出済の入力処理及び返戻・照会処理
がされていませんでした。
○現況届の処理を行うなかで、提出済みの
届の入力確認を十分行わなかったこと及び
不備返戻を要する現況届についての事務処
理を行わず書類を放置していたことによるも
のです。
○受付簿及び保留書類の内容点検、確認が
不十分であったことによります。

5名 未払い 891,096

○請求書 届書等 進捗管理 き
まして、担当者による処理状況の確認
等を徹底するとともに、管理者が直接
受付簿及び請求書等を点検し、併せ
て処理保留書類の内容を定期的に点
検、確認し再発防止に徹底的に取り組
むこととしました。

外部

○差し な た 名 受給者 方
全員に連絡を取り、お詫びし、早急に
医師照会等の書類整備及び障害等級
の認定を行うことを説明しました。
○医師照会等の書類整備を行い、障
害等級の認定をしましたところ、５名の
受給者の方全員が従前の等級と同じ
等級で認定されましたことから、全件
の差止め解除処理を行いました。
○５名の受給者の方全員に連絡を取
り、訪問のうえ、あらためてお詫びと経
過及び支払についての説明をし、了承
を得ました。

127

障害基礎
年金現況
届の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

長崎
事務
センター

2009年6月 2010年8月13日

○障害年金受給者 お客様 、当 振込予
定の年金が口座に振り込まれていないとの
ことで、長崎南年金事務所に来所されまし
た。
○現況届要提出者一覧表等から支払状況を
点検しましたところ、５名の受給者の方につ
いて、現況届の未処理により支払が保留と
なっていることが判明しました。

128

理
・
処
理
遅
延

静岡 清水 2010年7月9日 2010年8月31日

付けであると一旦回答しましたが、その後の
調査で受付後未処理であることが判明しまし
た。

未処理となってしまいました。その原因は、複
数チェック体制が確立していないことによりま
す。

1名 ― 0

期をお伝えして了承を得ました。
○お詫びの手紙を発送しました。

ての受理書類の最終確認を行うことと
しました。
○ご照会には、担当課全員で確認をし
てから回答を行うこととしました。

外部

129

標準報酬
改定請求
書の処理
遅延につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 文京 2009年10月20日 2010年8月14日

○離婚時の厚生年金保険の分割制度を利
用するため、平成２１年８月に標準報酬改定
請求書を提出されたお客様から、標準報酬
改定通知書が届いていない旨の連絡があり
ました。
○確認しましたところ、当該請求書が未処理
のままとなっていたことが判明しました。

○平成２１年９月に国民年金第３号被保険者
期間を整備していただくよう元配偶者様に文
書を送付しましたが、手続きが行われないま
ま、当所においてもその後の確認や督促を
行っていなかったため、当該請求書が未処
理のままとなっていたものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様に事務処理が滞っ
ていたことについてお詫びしました。
○窓口装置を確認しましたところ、第３
号関係の記録が整備されていました
ので、お客様にその旨をご説明し、当
該請求書を事務センターに回付するこ
とでご了承を得ました。
○お詫びの文書を送付しました。

○課内会議において当該事象を説明
し、受付簿の確認及び進捗状況の把
握を徹底し、適正な事務処理を行うよ
う申し合わせました。

外部

34
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130

年金記録
に係る確
認申立書
の未処理
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

沖縄 石垣 2010年7月21日 2010年9月8日

○平成２２年７月に受付けた「年金記録に係
る確認申立書」が未処理となっていることが、
担当職員からの申出で判明しました。

○「年金記録に係る確認申立書」について、
申出内容のご本人様への確認事項および配
偶者様に関する確認事項について、ご本人
様への確認をせず、未処理となってしまった
ものです。 1名 ― 0

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ、早急に処理を進めることで
了承を得ました。

○担当者に対し指導書を交付し、再発
防止を図るとともに、業務終了後、全
職員を集め今回の事象について経過
説明を行い、未処理書類の管理につ
いて徹底を図ることとしました。

内部

131

再裁定の
処理遅延
及び再裁
定に係る
報告漏れ
について

未
処
理
・
処
沖縄 浦添 2010年6月4日 2010年9月8日

○お客様相談室長と担当職員で、再裁定の
受付管理簿の確認中に、再裁定の処理遅延
が判明しました。
○また、再裁定に係る申出受付・進達件数等
の報告書にも記載されていないことが判明し
ました

○お客様相談室の担当職員が、受付時に再
裁定管理簿に記載していなかったこと、届書
の確認等、日々の進捗管理を怠っていたこと
が原因です。

1名 未払い 61,882

○お客様相談室長がお客様宅に電話
し、お詫びのうえ、状況の説明をし、了
承を得ました。

○お客様相談室及び年金記録課の担
当職員へ今回の事象を説明し、再裁
定に係る処理手順について、周知しま
した。
○お客様相談室担当職員による未処
理分の確認及び日々の受付管理簿の 内部131 について 処

理
遅
延

沖縄 浦添 2010年6月4日 2010年9月8日 ました。 1名 未払い 61,882 理分の確認及び日々の受付管理簿の
記載状況の確認を毎日行うこととしま
した。また、毎日お客様相談室長が現
物確認を行い、進捗状況を管理するこ
ととしました。

内部

132

未支給請
求書の未
進達につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉 春日部 2007年2月26日 2010年9月2日

○特別監査において、未支給請求書が未進
達であることが判明しました。

○戸籍抄本が不足していたため、その提出
を待っているという状況でしたが、死亡が職
権で処理され、未支給がないので、不足書類
の提出の督促を行っておらず、本部への進
達を行っていなかったものです。 1名 ― 0

○不足していた書類が整い、請求者
様に電話にてお詫びのうえ、今回の事
象を説明し、了承を得ました。
○機構本部へ未支給請求書を進達し
ました。

○朝ミーティングにおいて、当該事象
を説明し、添付書類不足等で未進達
の請求書等の早急の処理を指示し、
月に１回未進達の請求書等の進捗状
況をお客様相談室長が確認することと
しました。

内部

老齢福祉
年金の処
理遅延に
ついて

未
処
理

○老齢福祉年金の未支給請求書の処理が
遅れていたことが判明しました。

○平成２０年４月２８日に、旧千葉社会保険
事務局において未支給請求書を受付しまし
た。
○担当者が老齢福祉年金証書の提出がな

○担当者がご本人様宅へ訪問しまし
た。ご本人様のご家族と面談し、遅れ
たことのお詫びと過払金の返納につい
て説明し 了承が得られましたので

○事務センター幹部会において当該
事象について説明し、受付処理簿によ
る進捗管理と届出書類の組織的管理
を徹底し 再発防止に努めるよう指示

133

ついて 理
・
処
理
遅
延

千葉
事務
センター

2008年2月20日 2009年11月頃

○担当者が老齢福祉年金証書の提出がな
かったため、電話で何度も照会をしていまし
たが連絡が取れず、保留のまま退職しまし
た。後任者に確認しましたところ、当案件に
ついて記憶がないとのことであり、十分な書
類の引継ぎがされなかったものと推測されま
す。

1名 過払い 12,492

て説明し、了承が得られましたので、
納入告知書を手渡し、後日納付してい
ただける旨の了承が得られました。

を徹底し、再発防止に努めるよう指示
しました。

内部

134

老齢裁定
請求書入
力処理に
係る審査
決定誤り
について

入
力
誤
り

京都
事務
センター

2010年4月14日 2010年6月10日

○上京年金事務所から老齢新規裁定分の金
融機関名入力誤りによる振込事故がある旨
の連絡があり、老齢裁定請求書入力処理に
係る審査決定誤りが判明しました。

○年金請求書を確認しましたところ、原因は
フリガナの記載誤りでした。

1名 未払い 273,000

○担当者がお客様宅へお伺いし、お
詫びのうえ説明し、今後の再振込につ
きまして説明しましたが、その口座で
引き落としされる件があり、本来の期
日での振込を強く希望されました。
○事務センター長がお客様に電話し、
お詫びのうえ、本来の期日での振込
ができないこと、貸付等もできないこと
を説明しました。
○担当者がお客様宅にお伺いし、あら
ためてお詫びのうえ 了承を得ました

○朝礼において当該事象を説明し、事
前審査、入力チェック等慎重に行うよう
指示しました。

外部

ためてお詫びのうえ、了承を得ました。

135

金融機関
コード記載
誤りについ
て 入

力
誤
り

北海道
事務
センター

2010年6月3日 2010年8月12日

○札幌西年金事務所お客様相談室担当者よ
り、お客様の年金が入金されていないので調
べてほしいとの電話がありました。
○確認しましたところ、振込先の金融機関
コードの記載が誤っているため、振込不能と
なっていたことが判明しました。

○年金請求書の審査時点で金融機関コード
（受付事務所で記載あり）の誤りを発見でき
なかったことおよび入力時も確認を怠り記載
されたとおり入力したためです。
○また、決裁においても記載誤りのチェック
漏れをしたことによるものです。

1名 未払い 99,699

○担当者からお客様に電話し、今回
の事象を説明のうえ、お詫びをしまし
た。支払時期についてお伝えし、了承
を得ました。

○朝会において全職員に対し当該事
象を説明し、慎重にチェックするよう指
示しました。また、金融機関コードの記
入担当者、入力担当者及び決裁担当
者を集め、各々のチェックポイントを再
確認し、より確実な事務処理の徹底を
指示しました。

外部

35
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136

支払機関
変更届に
係る審査
決定誤り
について

入
力
誤
り

大阪 枚方 2010年7月16日 2010年8月13日

○金融機関より、B様の口座にA様の年金の
振込依頼がされているとの電話がありまし
た。
○届書を確認しましたところ、住所変更のみ
のA様の記録に、誤ってB様の金融機関変更
先が入力されていることが判明し、A様の年
金が振込不能となりました。

○A様の住所変更届の処理の際に、B様の
金融機関変更届の内容が入力されていたも
のです。
○入力時に電話応対等で中断した後、誤っ
て入力したものと思われます。
○それぞれ届書内容に合致した処理結果リ
ストの添付があり、チェックはされていました
が、誤入力分の処理結果リストは添付がな
かったため、判明しなかったと思われます。

1名 未払い 398,014

○担当者がお客様宅にお伺いし、お
詫びのうえ、説明しました。早期支払
を希望されました。
○再振込みの予定をお伝えし、了承を
得ました。

○お客様相談室内会議において、お
客様相談室長が今回の事象を報告
し、注意喚起をしました。今後はダブ
ルチェックの後、記録管理システムに
よりチェックし、再度確認することとしま
した。 外部

国民年金
死亡一時
金決定誤

○支払不能一覧表により、国民年金死亡一
時金の振込不能が２件判明しました。

○金融機関コードを入力するところ、誤って
別の金融機関コードを入力してしまいまし
た。

○担当者から２名のお客様に電話を
入れ、お詫びのうえ内容を説明し、了
承を得ました。

○朝会において全職員に対し当該事
象を説明し、慎重にチェックするよう指
示しました。

137

金決定誤
りについて 入

力
誤
り

北海道
事務
センター

2010年7月15日
2010年７月21日

2010年8月26日

た。
○また、決裁時においても、リストには金融
機関名が表示されないため、請求書に記載
された金融機関コードと入力されたリストの
コードのみチェックしましたため、誤りに気づ
かなかったことが原因です。

2名 未払い 598,500

承を得ました。
○支払口座等の訂正を機構本部へ報
告し、支払時期を２名のお客様に説明
し、了承を得ました。

示しました。
○また、金融機関コードの記入担当
者、入力担当者及び決裁担当者を集
め、各々のチェックポイントを再確認
し、より確実な事務処理の徹底を指示
しました。

内部

138

裁定請求
書入力誤
りについて 入

力
誤
り

島根 松江 2005年4月28日 2010年8月27日

○お客様から、６５歳到達により年金支給額
変更通知の照会があり、その記録を確認しま
したところ、共済組合期間３３月加入の表示
がありますが、退職当時に一時金を受給して
いた旨のお申出がありました。
○当時の裁定請求書を確認しましたところ、
年金加入期間の入力誤りが判明しました。

○裁定請求書を確認しましたところ、添付さ
れた年金加入期間確認通知書には一時金
決定者の表示がありました。これをもとに合
算対象期間と入力すべきところを、共済加入
期間として誤って入力されていたことが判明
しました。そのため、基礎年金額の計算にあ
たり、３３月分を加えて計算してありました。

1名 過払い 27,246

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ、経過を説明しました。過払い
について返納が発生することを説明
し、内払い調整の了承を得ました。

○お客様相談室内において事象を周
知のうえ、処理上の取扱いの再確認
及び入力について、複数名による確認
の徹底を行いました。所内においても
周知徹底を図ると共に、島根事務セン
ターへも情報提供を行いました。

外部

死亡保留
の誤入力

○年金コールセンター職員から「生存されて
いるA様に死亡保留が入力されており 年金

○確認しましたところ、A様のご子息が住所
変更届を提出のため来所された際に 他の

○お客様相談室長がA様に電話をし、
事実経過を説明のうえお詫びし 保留

○受付窓口が混雑したときは、適時案
内担当の補充を行い スム ズな受

139

の誤入力
について

入
力
誤
り

東京 八王子 2010年4月19日 2010年8月30日

いるA様に死亡保留が入力されており、年金
が支払われないとのお申出があった」との連
絡があり、死亡保留の誤入力が判明しまし
た。

変更届を提出のため来所された際に、他の
方の情報を取り違えて支払保留の入力をし
てしまったため、年金が支払われておりませ
んでした。
○受付窓口でお客様が一時的に殺到したた
め、別人の情報により誤って死亡保留処理
票を起票しました。

1名 未払い 330,668

事実経過を説明のうえお詫びし、保留
になっている年金の支払時期につい
て説明し、了承を得ました。
○お詫びの手紙を送付しました。

内担当の補充を行い、スムーズな受
付対応をするように徹底しました。
○また、死亡保留処理票を起票すると
きは間違いのないように、情報内容を
できるだけ詳細に記入するよう、お客
様相談室の職員全員に徹底しました。

外部

○担当者から所得情報の記載漏れに
より勧奨状が送付されたことを区役所
から受給者の方に説明いただくよう、
依頼しました。区役所から受給者の方
に説明いただき、了承を得ました。
○年金事務所に勧奨状誤送付一覧表
を送付し、４５名の受給者の方の対応
状況について、連絡の取れない１名の
お客様に対してお詫びの手紙を送付

○担当者に今回の事故について説明
し、連名簿の転記チェックを再度実施
し、不明な点は必ず担当職員に確認
し、自己判断はしないよう周知徹底を
図りました。
○また、すでに受付し登載処理をした
現況届についても、搭載漏れがない
か、２人で読み合わせ確認をすること
としました。

外部2010年8月25日

○区役所年金担当者から、区役所窓口に来
ているお客様が所得の申告をしているにもか
かわらず、所得の申告をするようにとの勧奨
状が届いたので調べてほしいとの電話があ
りました。
○確認しましたところ、所得申告の必要の無
い受給者の方に、勧奨状を送付していたこと
が判明しました。

○A市独自で作成した「所得状況届連名簿
（単票）」から、機構作成の「所得状況届連名
簿」に所得・扶養等必要事項を転記する際、
転記漏れ及び転記内容を間違って記入し、
決裁時のチェックも漏れてしまったことが原
因です。

45名 ― 0140

障害基礎
年金現況
届等未提
出者勧奨
状送付誤
りについて

通
知
等
の
作
成

北海道
事務
センター

2010年8月20日

お客様 対してお詫びの手紙を送付
し、４４名のお客様につきましては、す
べて年金事務所等でお詫びのうえ、了
承を得ました。

としました。
誤
り

36
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141

厚生年金
保険被保
険者証の
再交付誤
りについて

通
知
等
の
作
成
誤
り

群馬 桐生 1967年5月19日 2010年8月30日

○お客様から老齢年金裁定請求書の提出を
いただいた際に、旧前橋社会保険事務所か
ら再交付された厚生年金保険被保険者証の
提示がありました。
○提示された厚生年金保険被保険者証の厚
生年金記録を調べましたところ、お客様と同
姓同名で別人の方の記録であることが判明
しました。

○お客様に当時、再交付申請を行ったかどう
か聴取しましたが、４０年以上前のことなので
不明とのことでした。ただ、自分の年金記録
が昭和４８年からになっているが、昭和４２年
から会社勤めをして厚生年金保険に加入し
ていたとのお申出がありました。
○再交付された正当な持ち主の方は昭和６３
年７月に死亡されており，当該期間につきま
しては、記録管理システムで年金を受給され
ていたことが確認できました。

1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様に対し、
誤って再作成された｢厚生年金保険被
保険者証｣をお返しいただき、お詫び
し、了承を得ました。
○お客様からお申出のありました年金
記録につきましては、厚生年金保険被
保険者加入照会申出書を提出してい
ただきました。

○ミーティングにおいて課員に当該事
象を説明し、書類等の作成及び送付
の際には氏名、生年月日のチェックを
徹底するよう注意喚起しました。

外部

被保険者 ○被保険者記録回答票を受取られたA様か ○被保険者記録照会回答票を作成した際、 ○担当者がA様宅へ訪問し、お詫びの ○朝礼時に当該事象について周知

142

被保険者
記録回答
票送付時
における
別人記録
の混入に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

滋賀
事務
センター

2010年8月23日 2010年8月31日

○被保険者記録回答票を受取られたA様か
ら、B様の記録が添付されているとの連絡が
ありました。
○A様宅を訪ね、確認しましたところ、B様の
被保険者記録照会回答票（資格画面）が添
付されていたことが判明しました。

○被保険者記録照会回答票を作成した際、
報酬月額の確認であったことから被保険者
記録照会回答票（資格画面）を添付する必要
があり、その作成時において誤った基礎年金
番号により作成した出力帳票を十分確認しな
いまま回答票に添付してしまったためです。
○また、作成時及び決済時のチェック内容が
不完全であったものと考えられます。

2名 ― 0

○担当者がA様宅 訪問し、お詫びの
うえ、誤送付した被保険者記録照会回
答票を回収し、了承を得ました。
○担当者がB様宅へ訪問し、お詫びの
うえ、説明を行い、了承を得ました。

○朝礼時に当該事象について周知
し、添付書類の確認及び決済時の
チェックについて、各担当責任者にあ
らためて指示しました。

外部

○緊急課内打合せを開催し、お客様
相談室長が当該説明誤りの事象につ
いて説明しました。
○今回のケースのように複雑な案件
については、安易にお客様へ回答す
ることなく、事前にブロック本部に照
会・確認することとしました。

○お客様が年金相談コーナーに来所され、
「雇用保険受給による年金停止額が、以前
説明を受けていたものと違っている」とのお
申出があり、確認しましたところ、説明誤りが
判明しました。

○副所長及びお客様相談室長がお客
様宅を訪ね、お詫びをしました。
○お客様相談室長が再度お客様宅を
訪ね、あらためてお詫びし、再発防止
の徹底について申出されたうえで、本
件について了承を得ました。

○本来、「前回分の残日数といえども、雇用
保険を受給した場合、年金が停止になる」と
説明すべきところ、誤って「雇用保険基本手
当てを既に３７日分受給しており、２ヵ月分の
年金が停止になる、また、６０日までの残日
数を受給しても年金停止月数は２ヵ月で変更
がない」と誤った説明を行ったため、お客様

年金支給
に係る説
明誤りに
ついて

誤
送
付

○振込予定の年金の支払通知書を見て、以
前、お客様に作成し、送付した文書に記載さ
れていた支払い年金額と違うとの問い合わ
せがありました。
○その文書を確認しましたところ、回答に誤
りのあることが判明しました。

○電話にてお詫びし、説明しました
が、納得されず、作成した文書に記載
した金額を支払うよう求められました。
○お客様に再度お詫びと説明を行い
ましたが、あくまでも３月分の支給を主
張され、支給できないのであれば、そ
の旨の文書を求められました。文書を
作成し、送付しました。
○平成２２年３月分の年金については

○文書を作成する際は、受給権者記
録の確認を徹底し、ダブルチェックなど
再発防止に努めます。

会 確認する ま 。
外部

○お客様が雇用保険受給に係る相談に来所
され、その際、基礎年金繰上げ受給者である
ことから、基礎年金は支給されるにもかかわ
らず、全額支給停止と回答しましたが、誤り
であったことから、お詫びの手紙を送付しまし
た。
○文中の支払金額につきましては、雇用保
険受給期間が平成２１年１１月から平成２２
年２月までであることから この期間の老齢

雇用保険
終了後の
年金支給
額の説明
誤りについ
て

説

2010年8月9日 1名 未払い 208,566

な 」 誤 説明を行 、お客様
はこの誤った説明を受けた後、雇用保険基
本手当を受給、結果として年金が支給停止と
なったものです。
○説明に当たった職員の認識誤り及び確認
不足が原因です。

143
付
・
誤
送
信

鳥取 米子 2010年6月15日

外部1名 ― 0

○平成２２年３月分の年金については
支払い済みである旨を改めて説明し、
その内容についてご理解をいただきま
した。
○これまでの経過についての説明及
びお詫びと支払状況のわかる表を送
付しました。

年２月までであることから、この期間の老齢
厚生年金特別支給分が支給停止になる説明
をしました。しかし、平成２１年１１月分が支払
い済みであることから、支給が始まる平成２２
年３月分については相殺されることを確認せ
ずに、支払が始まる平成２２年３月分が平成
２２年６月期の支払に含まれるとの説明をし
ました。そのため、６月に支払われるとして示
された金額よりも少なくなりました。

144

説
明
誤
り

千葉
茂原
分室

2010年1月26日
2010年6月16日

2010年6月16日
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1名 ― 0

○所長とお客様相談室長がお客様宅
を訪問して、お詫びのうえ、窓口での
説明が、さかのぼって年金の支払いが
されると誤解を招かせたことに対して
ご理解をいただくように丁寧に説明を
しました。
○文書による説明を希望されましたの
で、文書を直接お渡ししました。
○その後、お客様からのお問合わせ
はありません。

○窓口担当職員へ経過と事象につい
て説明を行い、注意喚起を行いまし
た。
○お客様から、お尋ねがあったことに
ついては、内容を確認のうえ、お答え
することを朝礼で徹底しました。特にお
客様に期待を抱かせる事項について
は相談票の事跡にも確実に経過を残
すよう徹底しました。

外部145

遡及支払
い時効特
例法の説
明誤りに
ついて

説
明
誤
り

青森 弘前
2009年10月13日
2010年3月25日
2010年5月31日

2010年7月1日

○お客様が年金相談で来所され、再裁定の
手続きをしたが差額が１年も支払がないのは
納得できないとのお申出がありました。
○相談票及び担当職員から聴取し、確認し
ましたところ、遡及支払い時効特例法の説明
誤りが判明しました。

○平成２１年８月に、お客様は第３号特例及
び再裁定の手続きをされました。その後３度
年金相談に来所されていますが、第３号特例
による再裁定であることを確認せずに、支払
が確定していないことを原簿確認のうえ、支
払まで時間がかかること、また、すでに年金
受給者であることから一般的な遡及支払い
時効特例法の対象者に対する説明をしたこ
とが判明しました。
○本来、第３号特例対象者は遡及支払がな
い旨の説明をすべきところ、時効特例法の説
明をしたため、遡及支払があると誤解させる
説明となったものです。

老齢厚生
年金受給

○年金相談窓口にて老齢厚生年金の年金
請求書を受理し、事務センター進達に向け受

○年金相談窓口の担当者がご本人様から請
求の相談を受け、保険料納付済み期間等を

○担当者がお客様宅を訪問し、お詫
びのうえ、資格期間の計算を誤り、現

○お客様相談室職員に事象について
説明し、障害年金等の納付要件も含

○お客様相談室長及び担当者がご本
人様宅に伺い、お詫びのうえ、説明し
ました。説明時に瑕疵があることから、
さかのぼって国民年金の任意加入が
可能かどうか機構本部に協議すること
で了承を得ました。
○担当者がご本人様宅に伺い、さか
のぼって国民年金の任意加入が認め
られたことの説明をして了承を得まし
た。受給権の発生などについて説明を
し、２ヵ月分の国民年金保険料を受領
しました。

○朝礼において当該事象を説明し、特
に第３号期間を有する方につきまして
は、配偶者様の年金期間と突合する
だけでなく、配偶者様の年齢について
の確認を行うよう指示するとともに、第
３号期間を有する場合には、事務セン
ターへの回付前のチェック時に再確認
することとしました。 外部2010年7月30日

○事務センターより「第３号被保険者期間が
減り、受給権が無くなるため裁定請求書を郵
送にて返戻する」旨の報告を受けたため、事
前に年金事務所に裁定請求書と戸籍謄本の
写について送付するよう依頼しました。
○事務センターより連絡を受け、第３号被保
険者期間について確認しましたところ、本来
は第３号被保険者期間として認められない期
間があること及び受給権確保まで２ヵ月不足
していることが判明しました。

○ご本人様と配偶者様が来所された際、本
来は第３号被保険者期間として認められない
期間（配偶者様の年金受給権が発生した、６
５歳以降の第２号被保険者期間）があるにも
かかわらず、確認を怠ったため受給権がある
として、繰上請求について説明をしました。
○ご本人様と配偶者様が来所され、繰上請
求の請求書を受理しましたが、その際も確認
を怠り、事務センターに書類を進達しました。

1名 過払い 33,004146

国民年金
第３号被
保険者期
間の確認
漏れに伴
う説明誤り
について

説
明
誤
り

北海道
新
さっぽろ

2010年2月16日

147

年金受給
に関する
説明誤り
について

説
明
誤
り

大阪 天満 2010年8月23日 2010年8月25日

請求書を受理し、事務センタ 進達に向け受
付書類を確認しましたところ、保険料納付期
間等が不足しており、受給のための資格期
間を満たしていないことが判明しました。

求の相談を受け、保険料納付済み期間等を
計算した際に、永住許可を受けた方の２０歳
から昭和５６年１２月までの合算対象期間と
その間にある厚生年金加入期間を重複して
期間計算したため、本来は保険料納付済み
期間等の資格期間が不足しているにもかか
わらず、受給のための要件を満たしていると
して年金請求書の記入等を案内し、受付した
ものです。

1名 ― 0

びのうえ、資格期間の計算を誤り、現
状において受給資格を満たしていない
にも関わらず、誤った手続きをご案内
してしまったことを説明し、了承を得ま
した。受付書類一式につきましては、
その場でお客様に返却し、受取書にサ
インをいただきました。

説明し、障害年金等の納付要件も含
め、期間計算においては、必ず複数名
での期間確認を行うことを確認しまし
た。

内部

○お客様相談室で当該事例について
周知を行い、事務処理誤り一覧表を元
にした打ち合わせを実施しました。

○支給額変更通知が届いた際、「時効特例
法に該当する場合を除いて時効にかかる分
のお支払はできません」という記載がありまし
たため、時効にかかる分は本当に支払され
るのかどうか再度確認のため来所されました
が、記録の漏れなのでお支払できると誤った
説明をし しま ました

○お客様相談室長がお客様に電話
し、時効特例法に該当しないため、お
支払ができないことを説明し、誤った
説明をしていたこと及び再来所の際の
確認が不足していたことについてお詫
びしました。所長同席のうえで時効特
例法を教え ほし と お電話があ

○お客様より、年金時効特例給付について
の支払がいつになるのかとの問い合わせが
ありました。
○機構本部より回答があり、時効特例法に
該当しないため、不支給決定となることが判
明しました。

時効特例
法にかか
る説明誤り
について

説 説明をしてしまいました。
○ところが、当該事例は記録の訂正・追加で
はなく、ご本人様の請求漏れであるため時効
特例法に該当しませんでした。
○職員の時効特例法の認識誤り及び再来所
された際の確認不足によるものです。

1名 ― 0

例法を教えてほしいとのお電話があ
り、来所されました。
○所長、お客様相談室長及び職員が
対応し、今回の説明誤りについてあら
ためてお詫びし、了承を得ました。

外部148

説
明
誤
り

宮崎 高鍋 2009年6月1日 2010年8月31日
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149

年金受給
選択説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

滋賀 大津 2010年6月2日 2010年8月31日

○ご本人様が機構本部から届いた「支給額
変更通知書」と企業年金連合会から届いた
「支給額変更通知書」を持参のうえ来所さ
れ、窓口で聞いた内容と異なる(基金の説明
は聞いてないのに、支給停止になるのは納
得できない）とのお申出がありました。
○確認しましたところ、基金の誤認に伴う説
明誤りが判明しました。

○本来、年金受給選択届につきましては、
「老齢厚生年金と基金」または「遺族厚生年
金」のいずれか一方をご本人様が選択により
受給すると説明するべきところ、担当者の誤
認に伴う説明不足により、遺族厚生年金を選
択しても、基金を受給できるとご本人様に誤
解させてしまいました。 1名 ― 0

○担当者がお客様に窓口でお詫びを
しましたが、再度の選択換えが翌月か
らになることは納得されず、機構本部
へ照会することで了承を得ました。
○機構本部で選択換えが入力されま
した。
○お客様相談室長がお客様にお詫び
と選択換えの報告をし、了承を得まし
た。

○お客様相談室職員全員に当該事象
を説明し、注意喚起を行いました。

外部

年金見込
額の説明

○お客様が「改定通知書・振込通知書」の内
容を確認に来所されました

○平成９年のJR共済統合前に受給権が発生
しているにもかかわらず 共済期間を厚生年

○担当者がお客様宅へ訪問し、お詫
びのうえ 説明し 了承を得ました

○課内打合せにおいて、当該事象を
説明し 注意喚起を図りました

150

額の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

北海道 札幌東 2010年8月14日 2010年9月13日

容を確認に来所されました。
○対応した職員が内容を説明しましたとこ
ろ、見込額照会回答票の金額が違う事を指
摘され、見込額の説明誤りが判明しました。

しているにもかかわらず、共済期間を厚生年
金期間として試算したため、誤った見込額と
なってしまいました。その原因は記録の確認
不足によるものです。 1名 ― 0

びのうえ、説明し、了承を得ました。 説明し、注意喚起を図りました。

外部

151

加給年金
の対象に
ついて

説
明
誤
り

東京 板橋 2006年9月
2008年8月7日

2010年8月13日

○お客様が相談に来訪され、加給年金につ
いての照会がありました。
○記録確認しましたところ、お客様の厚生年
金が２４０ヵ月を超えているため、お客様が年
金を受給できる間は、配偶者様の加給年金
が停止されることがわかり、お伝えしますと、
平成２０年に相談した時と違うとのお申し出
がありました。

○平成１８年に相談の際に、事務所から加給
年金の話をしたことにより、「加給年金」をお
客様は知り、その加給年金は、配偶者様が２
４０ヵ月以上あり、ご本人様も２４０ヵ月を超え
たら受給できないことを説明すべきところ、ま
だ大丈夫との説明で、その後も誤った説明を
していたことが原因です。

1名 ― 0

○窓口において過去の説明誤りをお
詫びし、その後、お客様相談室長が文
書でもお詫びしました。

○年金受給権の発生要件と加給年金
の発生要件が異なるため、勘違いしや
すい事柄ですので、加給年金の対象
は２４０ヵ月であることを再度相談担当
者に徹底しました。

外部

152

老齢基礎
年金の繰
上げ請求
について

説
明
誤
り

高知 南国 2010年6月11日 2010年8月12日

○窓口にて、老齢基礎年金の全部繰上げと
して請求書をお預かりしましたが、市町村職
員共済組合から、「共済の支給開始年齢の
特例に該当する方ですが、ご本人様了解の
うえで全部繰り上げされたのか」との問合せ
がありました。
○確認しましたところ、加入期間確認通知書
の裁定情報記載欄を見落とししていた事が
判明しました。

○共済の支給開始年齢の特例に該当するた
め、一部繰上げ及び全部繰上げのいずれか
を選択できるケースですが、加入期間確認通
知書の裁定情報記載欄を見落として、全部
繰上げの説明のみをしていたものです。

1名 過払い 50,574

○担当者がご本人様に連絡し、お詫
びのうえ、一部繰上げについて説明し
ましたところ、一部繰上げを希望すると
のことでしたので、必要書類を送付さ
せていただくこととしました。また、過払
い分は返納になる旨を説明し、了承を
得ました。
○ご本人様が来所され、担当者が今
回の説明不足をお詫びし、必要書類と
年金証書をお預かりしました。

○課内会議において当該事象を説明
し、加入期間確認通知書の見本を示
し、共済組合の加入者については裁
定情報記載欄を見落とさないように指
示しました。

外部

遺族年金
の請求手
続きにつ

○お客様より配偶者様死亡による未支給年
金と遺族年金の請求がありました。窓口担当
者は、共済組合にも手続きが必要であると説

○受付をした窓口担当者は、配偶者様が共
済年金を受けていたものではなく、遺族年金
を請求されたご本人様が共済年金を受給さ

○担当者がお客様宅に訪問し、説明
誤りについてお詫びをし、了承を得ま
した。

○お客様相談室会議において当該事
象を説明し、制度について十分理解
し、説明誤り、説明不足のないよう周

153

続きにつ
いて

説
明
誤
り

兵庫 尼崎 2010年9月9日 2010年9月10日

者は、共済組合にも手続きが必要であると説
明しました。
○お客様が共済組合へ電話され、手続きは
不要であることを確認されました。未支給年
金につきまして、お客様相談室職員が連絡し
た際に窓口担当者の説明誤りであることが
判明しました。

を請求されたご本人様が共済年金を受給さ
れていたため、共済組合にも手続きが必要
と、誤った説明をしたことによるものです。

1名 ― 0

した。 し、説明誤り、説明不足のないよう周
知徹底を行いました。

外部

39
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154

再裁定申
出時にお
ける変更
後の年金
額の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

岡山 岡山西 2009年10月14日
2009年12月14日

2010年9月10日

○お客様より、「遺族年金の再裁定申出を
行った際に、変更後の年金額は知らせてもら
えなかったが、遺族年金額が増額するという
説明を受けたのに、振り込まれない」との電
話がありました。

○旧厚生年金法の遺族年金の再裁定申出
であり、相談を受けたときにその場で試算は
できませんでしたが、充分な調査もしないま
ま「遺族年金が増額する」と回答したことが原
因です。 1名 ― 0

○お客様に遺族年金の計算方法等が
わかる書面を持参し、担当者がお客様
宅を訪問し、お詫びのうえ、説明し、書
面をお渡しし、了承を得ました。

○年金相談センター内で今般の事象
を説明し、年金相談時における留意事
項及び相談受理後の対応の徹底を図
りました。

外部

○障害者特例は退職が条件となるた
め、必ず年金相談受付票に退職の有
無を記載させるとともに管理者が確認
することとしました。

○北海道事務センターに進達した「障害者特
例の厚生年金保険老齢年金請求書」が「現
存被保険者のため障害者特例の適用不可」
との理由で返戻されました。
○電話によりお客様へ退職の有無について
確認しましたところ 退職の意思はない 相

○年金相談受付票には「６０歳退職として」
「障害者特例」との記載がありますが、お客
様に確認した内容から相談を受けた職員は、
制度を理解していましたが、退職の有無を確
認せずに説明をしたと思われます。
○再度お客様が来所された際 前回と同じ

○お客様相談室長が電話により障害
年金受給の可否を確認するため初診
年月日等を確認しましたが、在職中の
初診でなかったため障害年金も受給
できないことを説明しました。
○ご本人様が来所され 副所長及び

障害者特
例の説明
誤りについ
て

外部― 0

確認しましたところ、退職の意思はない、相
談時にも一貫して辞めるとは言っておらず、
障害者特例により受給できる年金をあてにし
ていたことを確認し、説明誤りが判明しまし
た。

○再度お客様が来所された際、前回と同じ
職員が対応し、障害者特例の厚生年金保険
老齢年金請求書を受理しました。
○原因は、相談を受けた職員の説明不足及
び管理者による年金相談受付票の確認不足
によるものです。

1名

○ご本人様が来所され、副所長及び
お客様相談室長が対応し、お詫び及
び再発防止について説明するととも
に、診断書等の実費弁償はできない
旨を説明しました。
○ブロック本部より、ご本人様に
①事務所での説明誤りのお詫び
②事務所から報告を受けていること
③実費弁済はできないこと
④再発防止に向けて、事務所を指導し
たこと
を説明し、説明誤りにつきましてはご
納得いただけましたが、費用の弁済に
つきましては、ご納得いただけません
でした。

155

説
明
誤
り

北海道
新
さっぽろ

2010年4月16日 2010年5月28日

2010年7月8日

○進達した老齢裁定請求書につきまして、北
海道ブロック本部より受給権にあと1ヵ月不足
していると連絡があり、受給要件確認誤りが
判明しました。

○お客様相談室長よりお客様へ電話
し、お詫びと説明を行い、再度任意加
入をして１ヵ月分の保険料を支払わな
ければ受給権が発生しない旨をお伝
えしました。「年金受給の権利が付く説
明を受け保険料を納付した。いまさら
加入期間が足りないと言われても納得
がいかない」とのことでした。
○お客様あて、お詫びと任意加入のご
案内の手紙を送付しました。
○お客様が来所され、お客様相談室
長がお詫びのうえ、保険料の納付につ
いてお願いしましたところ、ご了解いた
だきました。また、任意加入の手続き
をしていただき、納付書をお渡ししまし
た。
○納付を確認しました

○お客様の記録に同月得喪の厚生年金期
間があり、その月の国民年金は未加入状態
でした。本来は国民年金第１号の資格を取得
して国民年金保険料を納付しなければならな
いところ、なされていませんでした。そのた
め、その月の厚生年金期間は受給権発生を
考える際には除外しなければなりませんでし
たが、窓口担当者および進達担当者双方に
その知識がなく、受給権を１ヵ月誤って説明、
任意加入させたものです。

○お客様相談室の朝会において、当
該事案を説明し、同月得喪の際の加
入期間計算の注意事項と、年金見込
額を試算する際は、他制度満了年月
を入力せずに実資格記録を使用した
試算をすることを徹底しました。

内部― 0156

受給要件
確認誤り
について

説
明
誤
り

北海道 砂川 2010年1月29日 1名

○納付を確認しました。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○ご本人様の配偶者様に、お詫びの
うえ、説明し、機構本部と協議をするこ
とで了承を得ました。
○機構本部からの回答により、選択替
の処理を依頼し、窓口担当者より、ご
本人様の配偶者様に選択替が処理さ
れた旨を説明し、了承を得ました。

2010年8月18日

○窓口担当者に確認しましたところ、選択関
係による税金等の説明を行っていなかったこ
とが判明し、その受付をした際の請求書の控
えや受付票の控えについて確認をしました
が、説明した経過につきましては、記載され
ていませんでした。
○本来であれば、窓口説明時に、税金や介
護保険等の関係についても説明し、ご本人
様が納得された状態で選択届を受付する必
要がありましたが、その説明が出来ていませ
んでした。その原因として、選択関係につい
ての窓口担当者の知識が不足していたこと
によるものです。

1名 ― 0

○ご本人様の配偶者様が窓口に来所され、
｢平成２０年に老齢年金を障害者特例による
請求をした際に、障害年金との選択関係にお
いて、市民税県民税や介護保険との関係に
ついて説明がなかったため、税金等の支払
い金額が大幅に増大してしまい、障害年金を
受給していた時よりも少ない収入となってし
まった。そのため遡及して障害年金の受給の
状態に戻してほしい。｣というお申出がありま
した。
○選択届については、遡及して選択替えをす
ることはできないことを以前説明を行い、今
後についての選択届を提出されて、変更処
理は完了しておりましたが、支給額変更通知

157

老齢年金
請求時の
選択関係
の説明漏
れについ
て

説
明
誤
り

広島 広島東 2008年5月16日

○今後、お客様相談室長が窓口担当
者と事務担当者の知識共有の研修を
行い、内部事務処理時にも選択関係
のチェックを徹底することとしました。

外部

158

時効特例
給付にか
かる説明
誤りついて

説
明
誤
り

愛知
名古屋
西

2009年7月6日 2010年8月27日

○お客様のご家族から、時効特例分の支払
予定についてお尋ねがありました。
○確認しましたところ、時効特例給付にかか
る説明誤りが判明しました。

○本来、旧法厚生年金と旧法国民年金は別
制度ですが、「時効特例給付分に関しては、
５年以上さかのぼる遡及支払も遡及返納も
計算し調整となる」と説明すべきところ、「遡
及支払となる旧法厚生年金については時効
特例が受けられ、遡及返納となる旧法国民
年金については５年以内の返納でよい」と説
明してしまったため、年金受給者様が受け取
られる時効特例給付額が説明より少なくなっ
てしまいました。説明誤りの原因は、当時窓
口担当をしていた職員の認識不足です。

1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様に、お詫
びのうえ、説明をし、支払予定をお伝
えし、了承を得ました。

○時効特例分の遡及支払・返納の場
合には５年以上前の分についても差し
引き計算することを、窓口職員にあら
ためて周知しました。

外部

理は完了しておりましたが、支給額変更通知
を持参され、当時の説明不足についての責
任をご指摘されました。

159

年金記録
に係る確
認申立書
の説明誤
りついて 説

明
誤
り

宮城 仙台東 2010年9月10日 2010年9月17日

○「脱退手当金の受給記録についてのお知
らせ」に係る地方第三者委員会への「年金記
録に係る確認申立書」（以下「申立書」という）
の内容を精査しましたところ、２件の申立書
につきまして、お客様が脱退手当金の受給を
認めている事案の申立てであったことが確認
され、説明誤りが判明しました。

○お客様は当時の受給手続き等に疑義を申
立てたものであり、脱退手当金の受給は認
めているため、申立書として受付すべきであ
りませんでした。
○当該申立書につきましては、窓口担当の
社会保険労務士が解釈を誤り、受付けてし
まったものです。記録確認の目的が十分理
解されないまま、お客様に対応してしまったこ
とが原因です。

2名 ― 0

○担当者がA様宅を訪問し、お詫びの
うえ、説明し、取下書に代わる顛末書
を当事務所が作成することで了承を得
ました。
○担当者がB様に電話し、お詫びのう
え、説明しました。取下書は郵送で手
続きしていただけるとのことで了承を
得ました。

○窓口等担当する職員に対し「脱退手
当金のお知らせ」ハガキの相談対応
の注意点を再度確認しました。
○また、不明な点は、他の職員に確認
するよう周知しました。

内部

国民年金
死亡一時
金請求に
係る説明
誤りについ

○お客様の配偶者様が死亡されたことによ
り、死亡一時金の請求ができるかどうか相談
に来所されました。その際に、請求できる旨
の回答をしました。
○お客様が再度来所された際に確認しまし

○国民年金死亡一時金は、第１号被保険者
としての保険料納付済期間の月数と保険料
半額免除期間の月数の２分の１に相当する
月数等を合計した月数が３６月以上あること
が必要ですが 記録管理システムの画面に

○担当職員が窓口でお客様にお詫び
しました。
○お客様相談室の職員が電話にて、
今回の事象を説明し、あらためてお詫
びし 了承を得ました

○お客様相談室の朝礼において、今
回の事象を説明し、説明誤りを繰り返
さないため、納付記録を必ず確認する
ことを指示しました。

160

誤りについ
て 説

明
誤
り

愛知 半田 2010年9月7日 2010年9月8日

○お客様が再度来所された際に確認しまし
たところ、第１号被保険者としての保険料納
付済月数が３６月未満であったことから、死
亡一時金請求ができないことが判明しまし
た。

が必要ですが、記録管理システムの画面に
「納付２０７月」と表示されていたことにより錯
誤し、「納付２０７月」の内訳が第１号被保険
者としての保険料納付済期間が６月、第３号
被保険者期間が２０１月であることの確認を
怠ったことが原因です。

1名 ― 0

びし、了承を得ました。

外部
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対応 対策
判明
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2010年8月20日

○青森年金事務所からの報告により、処理
済の書類を確認しましたところ、共済組合移
管の有無確認結果の回答が平成２２年７月６
日付、平成２２年８月３日付とで相違している
ことが判明しました。

161

年金額仮
計算書お
知らせに
ついて

説
明
誤
り

本部
記録
管理部

1993年10月 内部

○平成２２年８月３日付回答分につきまして
は、担当職員が過去において同一の依頼が
あったことの確認を怠りました。
○また、知識及び経験不足により、共済組合
への確認の際に、職員に準ずる期間の確認
はしましたが、共済組合員期間につきまして
は、共済組合への期間として含まれているか
だけにとどまっており、この期間も移管の対
象期間と思い込み、回答を行ったことによる
ものです。 1名 ― 0

○青森年金事務所担当者がお客様宅
を訪問し、お詫びのうえ、年金額変更
が誤りであった説明をし、了承を得ま
した。
○記録管理部からの最終結果を基
に、青森年金事務所担当者がお客様
宅を訪問し、年金額再裁定の説明を
行い、再度作成しました年金額仮計算
書に署名捺印を頂きました。
○機構本部へ再裁定書類を進達しま
した。

○共済記録移管確認担当職員を集
め、事象を説明し、処理を行う前に、
前回受付が掲載されている場合、前
回受付書類の確認を徹底するよう指
示しました。また、決裁においても前回
受付書類の確認がされているかチェッ
クするよう指示しました。
○記録業務グループ内会議を実施し、
事象を説明し、事前確認の徹底を指
示しました。また、経験の浅い職員も
配属されていることから、職員間にお
ける情報（知識）の共有、事務処理要
領に基づいた処理の実施について再
確認することを指示し、再発防止の徹

162

未支給請
求書・再裁
定関係書
類の紛失
について

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

香川
事務
センター

2008年5月20日 2010年9月2日

○お客様から、未支給請求を行ったが、未だ
に支払が行われていない旨の連絡がありま
した。
○確認をしましたところ、事務センターの受付
簿に受付年月日等の記載はありましたが、
進達年月日の記載がなく、書類の所在も不
明となっていることが判明しました。

○本来、受付処理簿と請求書との突合を行
い、受付処理簿等により処理の結末までの
進捗管理を行うところですが、書類の突合お
よび未処理の進捗管理が不十分であったこ
とによるものです。

1名 未払い 4,169,993

○職員がお客様宅を訪問し、今回の
事象について説明したうえで、お詫び
し、了承を得ました。再度、未支給請
求書および再裁定の関係書類一式を
作成し、お預かりしました。
○未支給請求書および再裁定の関係
書類一式に経過書を添えて機構本部
へ進達しました。

○グループ内において当該事象を説
明し、受付書類の保管場所の共有お
よび進捗管理について確認するととも
に、１ヶ月に１回、受付簿の処理状況
のチェックも行うよう徹底しました。

外部

年金額仮
計算書の

受

○ねんきん特別便等を契機とした年金記録
訂正にかかる年金額試算結果集計表の報告

○「年金額仮計算書」を郵送にて受付し、同
日受付簿に登録し、その後、本来再裁定の

○お客様相談室長がご本人様に電話
にてお詫びのうえ、事情説明し、ご自

○課内会議にて、今回の事象につい
て職員に周知し、書類は常に所定の

確認することを指示し、再発防止の徹
底を図りました。

163

計算書の
紛失につ
いて

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

東京 墨田 2010年9月9日 2010年9月9日

訂正にかかる年金額試算結果集計表の報告
の決裁において、「年金額仮計算書」が添付
されていないことから、担当者に確認しました
ところ、紛失していることが判明しました。

日受付簿に登録し、その後、本来再裁定の
ファイルに綴るべきところを失念したため、書
類を事務所内で紛失したものです。

1名 ― 0

にてお詫びのうえ、事情説明し、ご自
宅に伺い、再度お詫びのうえ、年金額
試算計算書の再度記入をお願いし、
提出していただき、了承を得ました。

て職員に周知し、書類は常に所定の
位置にファイルし、書類を紛失すること
のないよう注意喚起を行いました。

内部
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対応 対策
判明
原因

○書類の整理と扱い、説明内容には
細心の注意を払うことの周知徹底を行
いました。

○窓口で所長、副所長、お客様相談
室長が対応し、受付した書類を紛失し
たと思われること、当日届出いただい
た請求書が相違していると思われるこ
と、さらに、遡及支払額について誤って
説明したことをお詫びしました。また、
支払時期についてお客様は平成２２年
６月末までの全額支払いを希望されて
いますが、それについては困難であ
り、平成２２年８月支払に向けて処理を
進めることを説明しました。併せて、上
記内容と今回受付けた場合の初回支
払時期と遡及額の見込みについを記
した文書を手渡しました。

受付書類
の紛失お
よび説明
誤りと思わ
れる件に
ついて

受
理
後
の

○「厚生年金記録の判明による年金再裁定
の手続きを１年前に行ったが未だ支払われ
ない。どうなっているのか」との問い合わせの
電話および来所がありました。
○持参された「受付確認書類」等から「再裁
定に係る書類」を受付したと思われますが、
受付簿を確認しました結果、記載されておら
ず、また、相談申出票も確認できなかったこ
とから、再裁定に係る書類の所在が不明で
あることが判明しました。

○当初、厚生年金の加入記録が判明したた
め、お客様は来訪されました。持参された「受
付確認書類」等から判断しますと、その際、
再裁定に係る手続きを行っていただいたと思
われますが、受付簿に事跡がないことから、
不用書類と併せて廃棄したと思われます。
○また、受給されている年金が退職共済年
金であることから、本来、老齢厚生年金の新
規請求を受付すべきところを誤って再裁定で
受付したと思われます。
○さらに、お客様のお話の内容から、遡及支
払分の額の説明において、相談時の見込額
に遡及年数を掛けて説明したと思われます。

別人記録 ○高崎年金事務所より文書連絡があり、Ａ様 ○Ｂ様の記録が、Ａ様の記録に混入してお ○Ａ様が来所され、室長が面談し、別 ○事象について周知し、記録統合時、

未払い 1,227,578 外部

した文書を手渡しました。
○ご本人様が来所され、元の勤務先
の担当者と話をしたが、手続きだけは
完了するように言われたため、来所し
たとのことでした。
○「年金請求書」と、「年金加入期間確
認通知書」を当所で手続きするための
「委任状」と「同意書」を受付ました。
○平成２２年６月１０日付で裁定し、平
成２２年７月１５日に、遡及分を含む支
払が行われました。また、平成２２年８
月１３日付で、時効特例分の支払が完
了しました。

164

の
書
類
管
理
誤
り

兵庫 明石 2009年4月27日 2010年5月28日 1名

165

が混入し
た件につ
いて

記
録
訂
正
誤
り

群馬 前橋 1974年頃 2010年6月15日

の受給している年金記録に別人記録が混入
しているとのことでした。
○確認しましたところ、同姓同名の別人Ｂ様
の記録であることが判明しました。

り、しかも、Ｂ様の手帳記号番号がＡ様の基
礎年金番号になってしまっていました。
○このことから、基礎年金番号付番前（平成
８年１２月以前）の事務処理誤りであり、Ａ様
が資格取得されました昭和４９年頃に何らか
の理由で手帳番号が入れ替わったのではな
いかと推測されます。

2名 過払い 492,500

人記録混入についてお詫びのうえ、年
金過払いの説明を行いました。現金に
よる返納申出書を受理しました。
○Ａ様の記録は整備を行い、再裁定
及び返納申出書を機構本部に送付し
ました。
○Ｂ様の記録は、補正を行いました。
○記録照会回答票にお詫びの手紙を
同封し送付し、同時に電話でお詫びし
ました。

年金請求時の勤務先確認を確実に行
うよう、あらためて注意喚起しました。

内部
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166

事務所の
鍵の盗難
について

事
故
等
東京 北 2010年6月2日 2010年6月3日

○職員より、帰宅途中に引ったくりに遭ったと
の連絡がありました。

○帰宅途中、自宅近くで２人組のうち１人に
いきなり蹴られ、転んだ隙に所持していたか
ばんを盗られました。かばんの中には、私物
のほかに事務所の鍵も含まれていました。そ
の後、近所のごみ集積場でかばんが発見さ
れ、中身を確認したところ、現金以外は、す
べてそのままでした。

1名 ― 0

○警察に被害届を提出しました。
○事務所の鍵は発見され、合鍵が作
られた可能性は低いと思われますが、
鍵の総取替えすることとしました。

○朝礼において、今回の事象につい
て職員に周知し注意喚起するととも
に、同様の事象があった場合の対応
を再確認しました。

事件
等

○お客様が、受給者便における記録照会で
判明した厚生年金記録の取り扱いに関する
ことで来所され、職員の説明にどうしても納
得されず、暴力行為を受けるに至りました。

○警察への相談を行いました。再発防
止に努めます。

窓口での
お客様の
暴力行為
について

○お客様との不一致点は、お客様の申立て
にかかる記録が判明しないことと、他に判明
した期間は、再裁定を行えば減額改定となっ
てしまう案件でした。この点について、確認の

○今回の事象について、職員に周知
し、同様の事象があった場合の対応を
再確認しました。

事務室で
の公務執
行妨害に
ついて 事

○お客様が来所され、年金記録等にかかる
申立について職員が応対中に、激昂し怒鳴
る、応接テーブルを大きな音を立てて叩く、浮
かせてフロアに叩きつけるなどの行為があり

○警察に通報しましたところ、駆けつけた警
察官の前でテーブルをひっくり返したもので
す。その際に、テーブルの一部が職員の右
手親指をかすめました。怪我にはいたらな

○警察に被害届を提出しました。
○公判が２回行われ、引き続き、公判
による判決結果の通知を待ち、対応し
ます。

○今回の事象について、職員に周知
し、同様の事象があった場合の対応を
再確認しました。

2010年6月10日 1名 ― 0167
事
故
等
山口 徳山 2010年6月10日

結果として当該厚生年金期間が見つからな
かったこと、制度の仕組みとして減額となるこ
と等をご説明しましたが、期間を追加したの
に年金額が下がる仕組みをどうしても理解し
ていただけず、記録の統合を行わないことは
記録もごまかしという申し立てに終始し、つい
には相談ブース上の窓口装置を放り出そうと
されました。それを制止した対応者であるお
客様相談室長が、顔面を右手こぶしで殴打さ
れました。

事件
等

168

ついて 事
故
等
大阪 吹田 2010年6月30日 2010年6月30日

かせてフ アに叩きつけるなどの行為があり
ました。

手親指をかすめました。怪我にはいたらな
かったものの、４～５時間は痺れが取れな
かったものです。

1名 ― 0

ます。
事件
等

169

来客によ
る傷害事
件につい
て

事
故
等
愛媛 今治 2009年7月9日 2010年7月9日

○お客様相談室長が相談ブースで年金相談
を行っていましたところ、相談対象者から右
平手で頭部に殴打を受けました。

○来所者が待合スペースで大声を出してい
たので、即座にお客様相談室長が相談ブー
スに案内を行い対応しました。相談内容であ
る受給額の変動について説明を行っていまし
たところ、唐突に暴行を受けたものです。

1名 ― 0

○警察に通報し、暴行の事実確認聴
取を行い、来所者を連行しました。
○お客様相談室長は警察署員から簡
単な事情聴取を受けた後、医療機関
で受診のうえ、警察署へ出向き傷害事
件での被害届を提出しました。

○今後の防犯体制としてしばらくの間
の警察官常駐を求めましたが、「常駐
は出来ないが事務所が大通りに面し
ており常に警邏を行っている箇所であ
るため、必要を感じた場合に連絡を頂
ければ早急に駆けつける」との話を受
け、今後の連携強化を行いました。

事件
等
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○課員により、身分証明書を捜索しま
した。机など全て移動させて隙間に入
り込んでいないか確認し、机の上も全
て再確認しましたが、発見できません
でした。
○職員に確認・注意指導を行いまし
た。
○後日、作業していた収納つきサイド
ボードの扉にテープ張りしていた資料
（ポスター）と扉の隙間（上部にほんの
少し隙間があり、袋状になっていた）に
身分証明書が挟まっていたのを発見し
ました。

○身分証の金属クリップが外れやすい
ので、外れにくく、常に確認できる胸ポ
ケットに付けるなど注意をするように指
示・周知しました。

内部2010年7月30日

○アシスタント職員より、総務担当職員に身
分証明書が無くなったと報告がありました。

○身分証明書を首からかけて、郵便受け書
類の仕分け・整理作業中に、ビニールケース
ごと身分証が紐から外れて無くなっている事
に気づきました。

1名 ― 0170

職員の身
分証明書
の紛失に
ついて

事
故
等
大阪 貝塚 2010年7月23日

171

社会保険
事務所職
員を名乗
る者の来
訪につい
て

事
故
等
神奈川 厚木 2010年3月～4月 2010年9月13日

○「社会保険事務所」を名乗る者の来訪があ
り、「介護保険料を支払うように」との話をして
きたという事実があったことがお客様からの
お電話により判明しました。

○お客様宅に「社会保険事務所」を名乗る男
性２名が訪ね、「介護保険料」について、通常
は年金から控除されるが、控除されていない
ため支払うようにとの話だったとのことでし
た。年金から控除されているはずなので、お
かしいと思ったので、年金事務所に問合わせ
たとのことでした。

1名 ― 0

○現在似たような事件が東京等で起
こっており、今回のケースも同様に詐
欺と思われる旨お伝えしますと、「やっ
ぱりそうか、思ったとおりだ」と納得さ
れて、お電話を切られました。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意喚起を促すよう
に指示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意喚起を促すコー
ナーを作成しました。

事件
等

社会保険
庁職員等
を装った不
審電話に

○お客様のご自宅に、社会保険庁を名乗る
相手から、不審な電話があったと電話があり
ました。

○お客様のご自宅に、社会保険庁のアオキ
と名乗る相手から、「高額療養費の給付金を
振り込みたいので、近くの大型スーパー等の
ＡＴＭに行き操作をしてほしい。今日中であれ
ば が 書 後 送

○年金事務所から社会保険庁を名
乗って電話をすることはなく、また、道
内で同様事例が発生していることを説
明し、個人情報等の回答はしないよう
喚 警

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意喚起を促すよう
に指示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構

ジ び

172

ついて
事
故
等
北海道

新
さっぽろ

2010年9月15日 2010年9月15日

ば振込みが間に合う。書類は後日送るので
提出してほしい」との電話がありました。
○不審と思い問い詰めたところ、上司から電
話をさせると電話をきられました。その際、携
帯番号を教えてしまったとのことです。

1名 ― 0

注意喚起をしました。併せて、警察へ
相談するよう説明しました。

ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意喚起を促すコー
ナーを作成しました。

事件
等

173

旧社会保
険事務所
代表番号
を使った勧
誘電話の
件につい
て

事
故
等
熊本 八代 2010年9月17日 2010年9月17日

○一般市民の方から「マンション購入勧誘の
電話があり断ったら脅しをかけられた」との相
談があったと警察より電話がありました。

○マンション業者の電話番号が表示されてい
たので、その電話番号に警察から電話をした
ところ、旧八代社会保険事務所にかかり、新
電話番号が案内されたので電話をかけたと
の事でした。
○上記のように他者の電話番号を表示させ
て電話をかける事件例は前例があるとのこと
でした。

1名 ― 0

○今後同様の状況が発生した場合の
対外対応を統一し、所内徹底しまし
た。

○今回の事象について、職員に周知
し、同様の事象があった場合の対応を
再確認しました。

事件
等

174

不審電話
について

事
故
等
北海道 札幌西 2010年9月21日 2010年9月21日

○お客様より、「社会保険庁を名乗る電話が
あり、確認ための電話をした」とのお申出が
ありました。

○「社会保険庁」を名乗る電話があり、配偶
者様の口座番号の確認をしたいとの話があ
りましたが、「本人に全部任せているのでわ
からない」と答えて電話を終了したとのことで
した。

1名 ― 0

○年金事務所から電話をした事実は
無いため、不審電話の可能性がある
ことを伝え、今後、同様の電話があっ
ても口座番号等の個人情報を回答し
ないよう注意を促しました。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意喚起を促すよう
に指示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意喚起を促すコー
ナーを作成しました。

事件
等
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